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	 1		 1	 安全保障に関する取組

（1）日本を取り巻く安全保障環境

現在、日本は戦後最も厳しく複雑な安全保障
環境に直面している。日本の周辺では、核・ミ
サイル戦力を含む軍備増強が急速に進展してい
る。軍事力の更なる強化や軍事活動の活発化の
傾向が顕著となっており、力による一方的な現
状変更の試みもこれまで以上に見られる。ま
た、国際社会では、一部の国家が、独自の歴史
観・価値観に基づき、既存の国際秩序の修正を
図ろうとする動きを見せるなど、インド太平洋
地域を中心にパワーバランスの歴史的な変化と
地政学的競争が激化している。2022年2月に
は、ロシアによるウクライナ侵略が発生した。
また、海洋においては、既存の国際秩序とは相
容
い

れない主張に基づいて自国の権利を一方的に
主張し、又は行動する事例が見られ、これによ
り、公海における航行の自由や上空飛行の自由
の原則などが不当に侵害される状況が生じてい
る。

このような中、領域をめぐるグレーゾーン事
態、民間の重要インフラなどへの国境を越えた
サイバー攻撃、偽情報等の拡散を含む情報操作
などを通じた認知領域における情報戦が国際的
に恒常的に生起し、有事と平時の境目がますま
す曖
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昧
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になってきている。また、安全保障の対
象は、経済、技術など、これまで非軍事的とさ
れてきた分野にまで拡大し、軍事と非軍事の分
野の境目も曖昧になっている。さらに、大量破
壊兵器や弾道ミサイルの拡散、国際テロへの対
応は、引き続き国際社会にとっての重大な課題
である。こういった動きを踏まえ、様々な分野
における安全保障政策に係る取組の強化が必要

となっている。
2022年12月、日本は新たな「国家安全保

障戦略」とともに、これを踏まえた「国家防衛
戦略」及び「防衛力整備計画」を決定した。

「国家安全保障戦略」においては、安全保障に
係る様々な施策（反撃能力の保有を含む防衛力
の抜本的な強化、総合的な防衛体制の強化、防
衛装備移転三原則や運用指針などの見直しの検
討、能動的サイバー防御の導入の検討、海上保
安能力の大幅な強化と体制の拡充、経済安全保
障政策の促進など）が打ち出される中、安全保
障に関わる総合的な国力の主な要素の一つとし
て、まず外交力が掲げられた。引き続き、同戦
略に基づき、危機を未然に防ぎ、平和で安定し
た国際環境を能動的に創出するために力強い外
交を展開していく。

また、国家安全保障戦略にもあるとおり、防
衛装備品の海外への移転は、日本にとって望ま
しい安全保障環境の創出や、国際法に違反する
侵略等を受けている国への支援などのための重
要な政策的手段となる。こうした観点から、幅
広い分野の防衛装備を移転可能とすると同時
に、移転に係る審査をより厳格に行うため、
2023年12月に防衛装備移転三原則及び運用
指針の一部改正を行った。

（2）「平和安全法制」の施行及び法制に  
基づく取組

日本を取り巻く安全保障環境の変化に対応
し、国民の命と平和な暮らしを守るためには、
力強い外交を推進し、平和で、安定し、繁栄し
た国際環境を創出していくことが重要である。
その上で、あらゆる事態に対し切れ目のない対
応を可能とし、また、国際協調主義に基づき国
際社会の平和と安定にこれまで以上に積極的に
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貢献することが重要であり、そのための「平和
安全法制」が、2016年3月に施行された。

平和安全法制の施行後、米国を始めとする関
係国との間で様々な協力が行われており、日米
同盟はかつてないほど強固になり、日本は地域
や国際社会の平和と安定に一層寄与するように
なった。例えば、米軍などに対しては2017年
から2022年末までの間、弾道ミサイルの警戒
を含む情報収集・警戒監視活動や共同訓練の機
会 に、 計110回 の 警 護 を 実 施 し た。 ま た、
2022年11月には、初めて日米豪3か国が連携
した形で警護を実施した。さらに、国連平和維
持活動（PKO）などの国際的な平和協力活動
への協力についても活動が拡充された。

このように、平和安全法制の施行以来、米国
のみならず様々な国との協力が深化している。
今後も、国民の命や平和な暮らしを守り抜くた
め、外務省としても、各国との相互協力の更な
る進展に資する外交関係の維持・発展に努めて
いく考えである。

（3）領土保全

領土保全は、政府にとって基本的な責務であ
る。日本の領土・領空・領海を断固として守り
抜くとの方針は不変であり、引き続き毅

き
然とし

てかつ冷静に対応するとの考えの下、政府関係
機関が緊密に協力し、いかなる不法行為に対し
ても切れ目のない十分な対応を確保するための
取組を推進している。同時に、在外公館の人脈
や知見をいかしつつ、領土保全に関する日本の
主張を積極的に国際社会に発信している。

	 2		 2	 日米安全保障（安保）体制

（1）日米安保総論

日本を取り巻く安全保障環境がこれまで以上
に急速に厳しさを増している中、日米安保体制
を強化し、日米同盟の抑止力・対処力を向上さ
せていくことは、日本の平和と安全のみなら

1	 ACM：Alliance Coordination Mechanism

ず、インド太平洋地域の平和と安定にとって不
可欠である。日米両国は、日米防衛協力のため
の指針（ガイドライン）及び平和安全法制の下
で、日米同盟の抑止力・対処力を一層強化して
おり、ミサイル防衛、サイバー、宇宙、情報保
全などの幅広い分野における協力を拡大・強化
している。同時に、これらの取組を進めつつ、
普天間飛行場の移設や在沖縄米海兵隊約9,000
人のグアムなどへの国外移転を始めとする在日
米軍再編についても、沖縄を始めとする地元の
負担を軽減するため、日米で緊密に連携して取
り組んできている。

（2）日米安保各論

ア	日米安保・防衛協力の概観
2015年に策定された日米防衛協力のための

指針（ガイドライン）は、日米両国の防衛協力
について、一般的な大枠及び政策的な方向性を
見直し、更新したものである。同ガイドライン
の下で設置された同盟調整メカニズム（ACM）1

などを通じて、日米両国は緊密な情報共有及び
共通情勢認識の構築を行い、平時から緊急事態
まで「切れ目のない」対応と取組を重ねてきて
いる。バイデン政権は発足直後から現在まで、
日米同盟を重視する姿勢を鮮明にしている。

1月には、日米両国の戦略文書発表後のタイ
ミングを捉え、ワシントンD.C.（米国）で日
米安全保障協議委員会（日米「2＋2」）が行わ
れ、日本側からは、林外務大臣及び浜田靖一防
衛大臣が、米国側からは、ブリンケン国務長官
及びオースティン国防長官がそれぞれ出席し
た。双方は、それぞれの国家安全保障戦略及び
国家防衛戦略の公表を歓迎し、両国のビジョ
ン、優先事項及び目標がかつてないほど整合し
ていることを確認し、そのような戦略の下、同
盟としての抑止力・対処力を最大化する方策に
ついて議論を行った。その上で、同月に行われ
た日米首脳会談では、バイデン大統領から、日
本の防衛に対する揺るぎないコミットメントが
改めて表明された。また、両首脳は、日米両国
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の国家安全保障戦略が軌を一にしていることを
歓迎し、日米両国の戦略を実施するに当たって
相乗効果を生み出すようにすることを含め、日
米同盟の抑止力・対処力を一層強化していくと
の決意を新たにした。さらに、日米「2＋2」
でのやり取りも踏まえつつ、安全保障分野での
日米協力に関する具体的協議を更に深化させる
よう指示した。

5月に行われた日米首脳会談においても、米
国の拡大抑止2が日本の強化される防衛力と相
まって、日本の安全及び地域の平和と安定の確
保に果たす不可欠な役割を再確認した。バイデ
ン大統領からは、核を含むあらゆる種類の米国
の能力によって裏付けられた、日米安全保障条
約の下での日本の防衛に対する米国のコミット
メントが改めて表明され、両首脳は、そうした
文脈において、情勢が進展する際のあらゆる段
階において二国間の十分な調整を確保する意思
を改めて確認した。その上で、両首脳は、直近
の日米「2＋2」や日米拡大抑止協議（EDD）3

における、米国の拡大抑止に関する活発かつ
突っ込んだ議論を評価し、こうした議論を一層
強化していくことの重要性を改めて確認した

（183ページ　特集参照）。
また、2023年も米国国防当局高官との人的

往来が継続的に行われた。4月にコールドウェ
ル米国海軍原子炉管理局長、5月にバーガー米
国海兵隊総司令官、6月にオースティン国防長
官、7月にミリー米国統合参謀本部議長、ギル

2	 ある国が有する抑止力をその同盟国などにも提供すること
3	 EDD：Extended Deterrence Dialogue

デイ米国海軍作戦部長、9月にコットン米国戦
略軍司令官、スミス米国海兵隊総司令官、アク
イリノ米国インド太平洋軍司令官、11月にブ
ラウン米国統合参謀本部議長、12月にフリン
米国太平洋陸軍司令官、ヴァンオヴォスト米国
輸送軍司令官が相次いで訪日した。加えて、8
月にウィットマン下院軍事委員会副委員長一行
が訪日した。

5月の日米首脳会談を受け、EDDにおける
拡大抑止に関する議論が更に強化された。
EDDは2010年に設立され、日米安全保障・
防衛協力の一つとして、地域の安全保障情勢、
日米同盟の防衛態勢、核及びミサイル防衛政策
並びに軍備管理について意見交換した上で、日
米同盟の中核にある拡大抑止を維持し、強化す
る方策について率直な議論を行い、相互理解を
深める場として機能している。6月にミズーリ
州ホワイトマン空軍基地において実施された協
議では、米国から、地域における米国の戦略ア
セットの可視性を増大させるとのコミットメン
トが改めて表明された。また、日米双方は、日
米同盟が潜在的な攻撃への防衛と、核使用への
抑止に一層備えるために、情報共有、訓練及び
机上演習も含めた演習の向上を通じた同盟協力
を深化させる方途を引き続き追求していくこと
で一致した。加えて、日米双方は、同盟の調整
を向上させ、敵対するミサイル脅威に対する同
盟の能力及び態勢を強化していくことを確約し
た。さらに、本協議の一部として、協議参加者

日米「2＋2」（1月11日、米国・ワシントンD.C.）
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日本周辺では、核・ミサイル能力を含む軍備増強が急速に進展し、力による一方的な現状変更の圧

力が高まっています。北朝鮮は、核戦力を質的・量的に最大限のスピードで強化する方針を掲げ
ており、ミサイル関連技術なども急速に進展させています。ロシアは、ウクライナ侵略の文脈で核兵器
による威嚇ともとれる言動を繰り返しているほか、米露間の新戦略兵器削減条約（新START）の履行停
止など、これまでの軍備管理の努力に逆行する行為を行っています。また中国は、十分な透明性を欠い
たまま、核・ミサイル戦力を含む軍事力を広範かつ急速に増強しており、さらに中露及び露朝の連携と
いった動きも見られます。このような厳しい安全保障環境の中で、日本は、自国の安全保障を確保する
ため、国家安全保障戦略などにおいて、米国による拡大抑止の提供を含む日米同盟の抑止力と対処力を
一層強化する方針を掲げています。
そもそも「抑止力」とは、侵略を行えば耐えがたい損害を被ること、又は特定の攻撃を物理的に阻止

する能力が我が方にあることを相手に明白に認識させることにより、侵略を思いとどまらせるという機
能を果たすものと理解されています。そして、「拡大抑止」とは、一般的に、ある国が有する抑止力をそ
の同盟国などにも提供することを指し、日本は同盟国である米国から拡大抑止の提供を受けています。
「抑止力」を構成するものは核のみではなく、通常戦力による対処能力も含まれますが、核兵器の使用
をほのめかす相手を通常戦力だけで抑止することは困難であり、核による抑止が必要とされます。しか
しながら、日本は核兵器不拡散条約（NPT）締約国であり、非核三原則を堅持しており、一切の核兵器
を自ら保有することはありません。そのような前提の下、現実に核兵器などの日本に対する安全保障上
の脅威が存在する中で、こうした脅威に対応するためには、米国が提供する核を含む拡大抑止が不可欠
となっています。
米国は、日米安全保障条約の下での自国の対日防衛義務や、核戦力を含むあらゆる種類の能力を通じ

て日本に対し拡大抑止を提供するというコミットメントを、累次にわたり確認してきています。
また、日米両国間では、同盟の抑止政策に関連する様々な事項に

ついて、日頃から緊密かつ幅広く意見交換を行ってきています。特
に、2010年から定期的に実施している事務レベルの日米拡大抑止
協議においては、拡大抑止に関する突っ込んだ議論を行い、関連す
る二国間協力を更に向上させる方策について協議を行ってきていま
す。2023年は、6月に米国で、12月には日本で、両国政府は机上
演習を含む充実した協議を行い、それぞれの機会に、米国ではB－
2戦略爆撃機など、日本では佐世保の陸上自衛隊・水陸機動団など、
抑止に重要な部隊や装備品を視察しました。
さらに、2022年5月には、岸田総理大臣とバイデン米国大統領

は、米国の拡大抑止の更なる強化を重視し、閣僚レベルも含め、日
米間で一層緊密な意思疎通を行っていくことで一致しました。その
点も踏まえ、2023年1月の日米安全保障協議委員会（「2＋2」）で
は、拡大抑止を議題の一つとし、まとまった時間をとって突っ込ん
だ議論を行いました。このように、拡大抑止という面でも日米同盟
は着実な深化を見せています。今後も、米国の拡大抑止の維持・強
化に向け、様々なレベルでの二国間協議を一層強化し、関連する具
体的な協力を更に向上させていきます。

日米拡大抑止協議での議論（12月、日本）

日米拡大抑止協議でのB－2戦略爆撃機の視察
（6月、米国・ミズーリ州ホワイトマン空軍基地　
写真提供：米国国防省）

拡大抑止とは何か
特集
SPECIAL
FEATURE



は、B-2戦略爆撃機のフライトシミュレーター
を体験し、同爆撃機及び退役済みの大陸間弾道
ミサイル「ミニットマンⅡ」の発射管制セン
ターの視察を行った。12月に日本で実施され
た協議では、日米双方は、地域の安全保障環境
に関する評価を共有し、地域における抑止に貢
献する同盟の通常戦力及び米国の核能力を検討
し、同盟の戦力態勢の最適化及び抑止効果を増
大させる活動の重要性を強調した。また、双方
は、地域における核戦力が多様化・拡大するに
つれて、一層深刻化・複雑化する核リスクに対
応する、戦略的な軍備管理及びリスク低減に関
するアプローチについて議論を行った。さら
に、協議参加者は、南西地域の防衛及び抑止に
おいて重要な役割を果たす陸上自衛隊相

あいのうら
浦駐

屯地及び崎
さ き べ

辺分屯地の水陸機動団の視察を行っ
た。その上で、6月、12月の両協議において、
同盟の抑止に関する取組を調整する方策を議論
するためEDDの議題に定期的に含まれてきた、
省庁間机上演習を実施した。このような多層的
な取組を通じ、米国との間で安全保障・防衛協
力を引き続き推進し、同盟の抑止力・対処力を
一層強化していく。

イ	ミサイル防衛
日本は、2006年以降実施している能力向上

型迎撃ミサイル（SM-3ブロックIIA）の日米
共同開発及び共同生産の着実な実施を始め、米
国との協力を継続的に行いつつ、弾道ミサイル
防衛（BMD）システムの着実な整備に努めて
おり、いかなる事態においても日本に対する弾
道ミサイルの脅威から国民の生命・財産を守る
ため、万全の態勢をとっている。また、極超音
速兵器を含む新たな経空脅威への効果的な対処
を図るための取組も進めており、1月の日米

「2＋2」においては、極超音速技術に対抗する
ための共同分析の進展を踏まえ、先進素材及び
極超音速環境での試験を含む重要な要素に関す
る共同研究を開始することや、将来のインター
セプターの共同開発の可能性について議論を開
始することで一致した。これに基づき両国で検
討を行った結果、8月の日米首脳会談の際に、

GPI（Glide Phase Interceptor：滑空段階迎
撃用誘導弾）の共同開発の開始決定を発表し
た。

ウ	サイバー
1月の日米「2＋2」では、更に高度化・常

続化するサイバー脅威に対抗するため、協力を
強化することで一致した。こうした日米「2＋
2」の成果や、日米両国の政府横断的な取組の
必要性を踏まえ、5月、第8回日米サイバー対
話を開催し、両国におけるサイバー政策、国際
場裡

り
における協力及び二国間協力など、サイ

バーに関する日米協力について幅広く議論し
た。日米両国は、日米サイバー対話などの枠組
みを通じ両国の関係者が幅広い分野における日
米協力について議論し、日本のサイバーセキュ
リティ戦略や米国のサイバー政策も踏まえつ
つ、両国間の政策面での協調や体制及び能力の
強化、インシデント情報の交換などを推進し、
サイバーに関する協力を引き続き行っている。

エ	宇宙
1月の日米「2+2」では、宇宙関連能力に係

る協力の深化にコミットするとともに、宇宙へ
の、宇宙からの又は宇宙における攻撃が、同盟
の安全に対する明確な挑戦であると考え、一定
の場合には、当該攻撃が、日米安全保障条約第
5条の発動につながることがあり得ることを確
認した。日米両国は、宇宙領域把握情報などの
相互提供、ホステッド・ペイロード（人工衛星
へのミッション機器の相乗り）協力など、安全
保障分野での宇宙協力を引き続き進めている。

オ	情報保全
情報保全は、同盟関係における協力を進める

上で決定的に重要な役割を果たすものである。
こうした観点から、1月の日米「2+2」でもそ
の重要性が確認されたように、日米両国は、情
報保全に係る協力を強化するため、引き続き協
議を行っている。
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（3）在日米軍再編

政府は、上記のような取組を進めながら、普
天間飛行場の辺

へ
野
の

古
こ

移設を含む在日米軍再編を
着実に進め、沖縄を始めとする地元の負担軽減
と在日米軍の安定的駐留のための施策に引き続
き全力で取り組んでいく。

1月の日米「2+2」共同発表においても、こ
のような在日米軍再編について、二国間の取組
を加速化させる重要性を確認した。同発表で
は、日本の南西諸島の防衛のためのものを含
め、向上された運用構想及び強化された能力に
基づいて同盟の戦力態勢を最適化する必要性に
ついても確認した。また、日本における米軍の
前方態勢が、同盟の抑止力及び対処力を強化す
るため、強化された情報収集・警戒監視・偵察
能力、対艦能力及び輸送力を備えた、より多面
的な能力を有し、より強靱

じん
性があり、そして、

より機動的な戦力を配置することで、向上され

るべきであることを確認した。そのような政策
に即して、2012年4月の日米「2+2」で調整
された再編の実施のための日米ロードマップは
再調整され、第3海兵師団司令部及び第12海
兵連隊は沖縄に残留し、第12海兵連隊は2025
年までに第12海兵沿岸連隊に改編されること
を確認した。この取組は、地元の負担に最大限
配慮した上で、2012年の再編計画の基本的な
原則を維持しつつ進められる。また、日米双方
は、沖縄における移設先施設の建設及び土地返
還並びに2024年に開始される米海兵隊要員の
沖縄からグアムへの移転を含む、米軍再編に係
る二国間の取組を加速化させる重要性を確認し
た。

特に、沖縄における土地返還の取組について
は、2017年12月 の 北 部 訓 練 場 の 過 半（ 約
4,000ヘクタール）の引渡し以降も、2013年
4月の「沖縄における在日米軍施設・区域に関
する統合計画」に基づいて各種返還案件が進め

米軍再編の全体像

キキャャンンププ・・シシュュワワブブ

嘉嘉手手納納飛飛行行場場

鹿鹿屋屋

築築城城

新新田田原原

三三沢沢飛飛行行場場

岩岩国国飛飛行行場場 厚厚木木飛飛行行場場

・空母艦載機の厚木から岩国へ
の移駐の完了（２０１８年３月）

千千歳歳

百百里里

小小松松

普普天天間間飛飛行行場場のの移移設設

・・約約９９,,００００００人人（（定定員員））の海兵隊員が沖縄から
日本国外へ移転
※沖縄における海兵隊の最終的なプレゼンスはロー
ドマップの水準と一致
※２０２４年に沖縄からグアムへ部隊移転開始

※※２２００１１３３年年４４月月にに、、嘉嘉手手納納以以南南のの土土地地のの返返還還にに関関すするる統統合合計計画画をを
発発表表しし、、次次のの施施設設・・区区域域のの返返還還時時期期をを明明記記
 キャンプ桑江（全部）
 牧港補給地区（全部）
 普天間飛行場（全部）
 那覇港湾施設（全部）
 陸軍貯油施設第一桑江タンク・ファーム（全部）
 キャンプ瑞慶覧（一一部部）

在在沖沖縄縄海海兵兵隊隊のの国国外外移移転転

キキャャンンププ座座間間
・在日米陸軍司令部の改編
（２００８米会計年度）

・陸自中央即応集団司令部の
朝霞からの移転（２０１２年
度）など

・・代代替替のの施施設設をキャンプ・シュワブ辺野古崎地区及
びこれに隣接する水域に設置
・ＫＣ－１３０を岩国へ移駐（２０１４年８月に完了）

・緊急時における航空機の受入機能を築城及び新
田原へ移転

嘉嘉手手納納以以南南のの土土地地のの返返還還

那那 覇覇

馬毛島

キキャャンンププ瑞瑞慶慶覧覧

牧牧港港補補給給地地区区
那那覇覇港港湾湾施施設設

陸陸軍軍貯貯油油施施設設
キキャャンンププ桑桑江江

普普天天間間飛飛行行場場

・・ググアアムム移移転転ののたためめのの施施設設・・イインンフフララ整整備備費費
全体費用：86億㌦(米国政府による暫定的見積り)
日本側負担：2008年米会計年度㌦で28億㌦

（（沖沖縄縄）） （（全全国国））

横横田田飛飛行行場場

・空自航空総隊司令部の府中か
らの移転（２０１２年３月）

・在日米軍の航航空空機機訓訓練練移移転転を２００６年度から実施
（千千歳歳、、三三沢沢、、百百里里、、小小松松、、築築城城、、新新田田原原）
・２０１１年にググアアムムななどどへへのの航航空空機機訓訓練練移移転転に合意
（２０２３年１２月末まで訓練移転を１３４回実施）

・普天間飛行場のオスプレイなどの訓訓練練移移転転を２０１６年度
から実施（２０２３年１２月末までに１９回実施）

・馬毛島基地（仮称）の整備（FCLP施設としても使用）

※全体で東京ドーム220個分の面積

車車力力通通信信所所
・ＴＰＹ－２レーダー配備
（２００６年６月）

経経ヶヶ岬岬通通信信所所
・ＴＰＹ－２レーダー配備
（２０１４年１２月）

※2012年4月の「2＋2」共同発表において、在沖縄海兵隊のグアム移転と嘉手納以南の土地の返還の双方を、普天間飛行場の移設に係る進展か
ら切り離し
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られ、2020年3月のキャンプ瑞
ず け ら ん

慶覧の施設技
術部地区の一部返還により、統合計画の中で

「速やかに返還」とされている全ての区域の返
還が実現した。また、2020年12月には普天
間飛行場の佐

さ
真
ま し た

下ゲート付近の土地の返還が行
われたほか、2021年5月には牧港補給地区

（国道58号線沿いの土地）のランドリー工場地
区の返還が実現した。沖縄の本土復帰から50
周年の節目となった2022年5月には、キャン
プ瑞慶覧のロウワー・プラザ住宅地区につい
て、返還に先立って、緑地公園として地元住民
などの利用を可能にすることに日米間で合意
し、2024年3月、一般利用が開始された。

（4）「同盟強靱化予算  
（在日米軍駐留経費負担）」（HNS）4

日本は、日本を取り巻く安全保障環境が一層
厳しさを増す中、在日米軍の効果的な活動を確
保するため、日米地位協定で定められた範囲内
で、提供施設の整備（FIP）費などを負担して
いる。このほか、日米地位協定の特則を定める
特別協定を締結した上で、在日米軍従業員の労
務費、光熱水料等及び訓練移転費を負担してき
た。2022年1月7日に署名、4月1日に発効し
た新たな特別協定においては、これらに加え、
在日米軍の即応性の確保のみならず、自衛隊と
米軍の相互運用性の向上にも資する訓練資機材
の調達に関連する経費を負担することとなっ
た。日本政府は、日米地位協定及び新たな特別
協定に基づき、2022年度から2026年度まで、
在日米軍駐留経費（HNS）を負担することと
なっている。なお、新たな特別協定に関する協
議において、日本側の経費を用いて日米同盟を
一層強化する基盤を構築することで一致したこ
とを受け、日本側としては「在日米軍駐留経費
負担」の通称を「同盟強靱化予算」とすること
とした。新たな特別協定の対象期間（2022年
4月1日から2027年3月31日）における「同
盟強靱化予算」は年平均で約2,110億円とな
る。

4	 HNS：Host Nation Support

（5）在日米軍の駐留に関する諸問題

日米安保体制の円滑かつ効果的な運用とその
要である在日米軍の安定的な駐留の確保のため
には、在日米軍の活動に伴う周辺の住民への負
担を軽減し、米軍の駐留に対する住民の理解と
支持を得ることが重要である。日本政府は、地
元の要望を踏まえ、2015年の環境補足協定及
び2017年の軍属補足協定の着実な実施、米軍
関係者による事件・事故の防止・対応、米軍機
による騒音の軽減、在日米軍の施設・区域にお
ける環境問題への対応などにおいて、最大限の
努力を払ってきている。2023年1月の日米

「2+2」においても、林外務大臣から米国側に、
有機フッ素化合物（PFAS）を含む環境に係る
協力強化を要請し、その結果、日米「2+2」の
共同発表において、双方で環境に係る協力を強
化することを確認した。

さらに、外務省は、日米の相互理解の促進の
ため、在日米軍施設・区域周辺の住民と米軍関
係者の交流事業を含め、様々な取組を実施して
いる。

全 国 の 在 日 米 軍 施 設・ 区 域 に お い て は、
2020年度から米国国防省教育部（DoDEA）
と共に、「日米交流の促進・相互理解の増進の
ためのプロジェクト（Student Educational 
Exchange and Dialogue（SEED） project）」
を実施している。同プロジェクトでは、在日米
軍施設・区域内の学校において、日米の中高生
が文化・教育交流を行う場を提供しており、周
辺自治体及び在日米軍の協力も得つつ、日本各
地で継続的に実施している（187ページ　コラ
ム参照）。

特に米軍施設・区域が集中している沖縄にお
いては、沖縄の高校生・大学生が同盟国・米国
のありのままの姿や国際社会における日本の役
割を目の当たりにする機会を設け、日米の相互
理解の増進を図ることを目的とする「アメリカ
で沖縄の未来を考える」（TOFU：Think of 
Okinawa’s Future in the United States）プ
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外務省は、2020年から米国国防省教育部（DoDEA）と共催し、在日米軍施設・区域が所在する地域

で、地元の中高生と米国軍人の子女との交流プログラム（Student Educational Exchange and 
Dialogue（SEED）project）を実施しています。このプログラムは、更なる文化・教育交流の「種
（SEED）」を蒔

ま
くことで、日米の中高生が

相互理解を深め、国際社会で活躍する人材
へと成長することを目的としています。
2023年度案件としては、橫田飛行場（東

京都）、岩国飛行場（山口県）、嘉手納飛行
場（沖縄県）、佐世保海軍施設（長崎県）、
横須賀海軍施設（神奈川県）、キャンプ座間
（神奈川県）、及び三沢飛行場（青森県）で
の実施となっています。このコラムでは、
参加した日米両生徒の感想を紹介します。

●E. J. King中学・高等学校　ルーク・A・ダンジャニックさん
SEEDは、日本人生徒と交流する素晴らしい機会となりました。校外学習やフィールドトリップでの

厳しいルールのあるゲームのような、堅苦しいものとは異なり、このイベントではより気軽で自由な交
流ができました。難しさを感じる生徒もいたかもしれませんが、参加者はお互い仲良く話し合い、絆

きずな
を

深めるための効果的なテクニックを実践することができました。一番楽しかったのは、各グループが考
えた日米の友好を象徴する独自キャラクターの発表です。参考として与えられた11のキーワードから
様々なキャラクターが生み出されるのがおもしろかったです。日米の文化の違いを題材にした寸劇を作
るというのも楽しかったです。あるグループは、レストランでの注文の仕方の違いを取り上げていまし
た。日本では大声でウェイターを呼んでも問題ありませんが、アメリカではそのようなことをすると嫌
な顔をされたり、あるいはもっと悪い結果になるかもしれないというものです。そして、本イベントの
ハイライトは、佐世保市長と佐世保市教育委員会教育長にお会いできたことです。今回の交流で、両国
の絆は更に強くなったと感じます。両国の若者の、より良い未来のために互いに共通点を探っていきた
いという意思を示す素晴らしいモデルケースになったのではないでしょうか。

●宜野湾市立嘉
か

数
かず

中学校　榮
えい

山
やま

 奏
かなで

さん
僕は10月に開催された嘉手納基地内での交流会に一つ上の兄と参加しました。毎年開催されるフェス

などで基地の中に両親と入ることはあっても生活圏に立ち入ることはなかったので、楽しみでもあり不
安な気持ちもありました。黄色いスクールバスに乗って基地のセキュリティを通過する時は少し緊張し
ましたが、すぐに不安も吹き飛ぶほどに色々なイベントがありました。ハロウィンのフェイスペイント
は全く落ちず次の日もうっすら残ったままでしたし、食べ物は全て大きく、ジュースは初めての味をし
ていました。笑いのツボや、アルファベットの書き方（PやA）など、違うところも多かったけど皆とた
くさん話をしました。英語の全くできない僕に日本語で話しかけてくれて、変な絵を描いて笑ったり、
好きなアニメの話をしたり、同じなのに違うところが不思議で楽しかったです。きっと異文化とはこん
な小さなことで、もっと理解しあえることがあるんだと感じました。僕は今回参加して、様々な国の存
在に多分初めて気付けたのではないかと思いました。今後は異文化理解といっても、枠にとらわれず、
もっと世界を広げたいと思います。

参加学生と交流する穂坂泰外務大臣政務官
（10月22日、長崎県佐世保市）

宮川学沖縄担当大使、ヘイズ
DoDEA太平洋支部南区教育
長による修了書授与の様子

（10月15日、沖縄県嘉手納市）

日米交流の促進・相互理解の
増進のためのプロジェクト（SEED）

コラム
COLUMN



ログラムを実施している。2019年度以降は新
型コロナウイルス感染症の影響で米国派遣を実
施できていなかったが、2022年度は従来の2
倍の40人を受け入れ、派遣を再開した。参加
者は、ワシントンD.C.及びニューヨークを訪
問し、東京及び米国各都市で政府要人との意見
交換や政府機関などの視察を行い、国際的な視
点を涵

かん
養する機会となった。

（6）朝鮮国連軍と在日米軍

1950年6月の朝鮮戦争の勃発に伴い、同月
の国連安保理決議第83号の勧告に基づき、同
年7月に朝鮮国連軍が創設された。1953年7
月の休戦協定成立を経た後、1957年7月に朝
鮮国連軍司令部がソウル（韓国）に移されたこ
とに伴い、日本に朝鮮国連軍後方司令部が設立
された。現在、同後方司令部は、横田飛行場に
設置され、司令官始め軍人4人の常駐ポストが
存在しているほか、9か国の駐在武官が朝鮮国
連軍連絡将校として在京各国大使館に常駐して
いる。朝鮮国連軍は、日本との国連軍地位協定
第5条に基づき、朝鮮国連軍に対して兵たん上
の援助を与えるため必要な最小限度の在日米軍
施設・区域を使用できる。現在、朝鮮国連軍に
は、キャンプ座間、横須賀海軍施設、佐世保海
軍施設、横田飛行場、嘉

か で な
手納飛行場、普天間飛

行場及びホワイトビーチ地区の7か所の使用が
認められている。

2019年7月には、合同会議が日本政府と国
連軍との間で開催され、朝鮮半島情勢について
議論し、日本における国連軍に係る事件・事故
発生時における通報手続に合意した。2023年
10月には、ラカメラ国連軍・米韓連合軍・在
韓米軍司令官による上川外務大臣への表敬が行
われ、上川外務大臣は、国連軍参加国による違
法な「瀬取り」の警戒監視活動や、日米同盟及
び日米韓連携が、地域の平和と安定のために果
たす役割を高く評価すると述べ、引き続き関係
を強化していきたいと表明した。

5	 2022年10月の日豪首脳会談で署名された日豪安全保障・防衛協力の今後10年の方向性を示す文書
6	 ここでの「瀬取り」は、2017年9月に採択された国連安保理決議第2375号が国連加盟国に関与などを禁止している、北朝鮮籍船舶に対する又は

北朝鮮籍船舶からの洋上での船舶間の物資の積替えのこと

	 3		 3	 グローバルな安全保障

（1）地域安全保障

国際社会では、インド太平洋地域を中心に、
歴史的なパワーバランスの変化が生じている。
この地域に安全保障上の課題が多く存在する中
で、同盟国・同志国などと連携していく必要が
あり、特に、日米同盟の抑止力・対処力を一層
強化することはこれまで以上に重要である。ま
た、日本自身の防衛力も抜本的に強化してい
く。同時に、各国との二国間及び多国間の安全
保障協力の強化に積極的に取り組むことで、地
域における安全保障環境を日本にとって望まし
いものとしていく取組を続けている。

オーストラリアとは、首脳及び外相レベルで
両国の「特別な戦略的パートナーシップ」の更
なる深化及び「自由で開かれたインド太平洋

（FOIP）」の実現に向け、同志国と共に、引き
続き連携を強化していくことで一致している。
8月には自衛隊とオーストラリア国防軍との間
の共同訓練や災害救助などの両国部隊間の協力
活動の実施を円滑にする、日豪部隊間協力円滑
化協定が発効し、直後には、同協定の下、F－
35戦闘機が両国を相互訪問する共同訓練が実
施された。9月に実施した日豪首脳会談及び日
豪外相会談では、同協定の下で共同訓練が実施
されてきていることを歓迎し、新たな「安全保
障協力に関する日豪共同宣言」5で示した方向性
の下、両国の安全保障協力を強化していくこと
で一致した。「瀬取り」6を含む違法な海上活動
については、オーストラリア軍の艦艇が5月下
旬及び10月下旬から11月中旬に、航空機が2
月上旬から3月上旬までの間及び8月下旬から
9月中旬までの間に日本周辺海域において警戒
監視活動を行った。また、12月には第5回日
豪サイバー政策協議を開催し、両国のサイバー
セキュリティ戦略や政策、二国間及び国連など
の多国間での協力、能力構築支援などの幅広い
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論点について意見交換を行った。
インドとは、3月の岸田総理大臣のインド訪

問、5月のG7広島サミット、9月のG20ニュー
デリー・サミットの機会に3度の首脳会談を行
い、「日印特別戦略的グローバル・パートナー
シップ」を更に発展させていくことを確認し
た。実務レベルでは、9月に第5回日・イン
ド・サイバー協議を開催し、両国のサイバー政
策やサイバーセキュリティ戦略、両国が直面し
ているサイバー空間の脅威、5G・オープン
RAN技術の発展について意見交換を行い、ま
た、能力構築支援関連の二国間協力や国連、日
米豪印における協力についても議論を行った。
また、9月には両国で初めてとなる統合幕僚協
議が開催され、これまで軍種ごとの協力が中心
であった防衛協力を統合レベルに進展させるこ
とで一致した。

韓国とは、3月の日韓首脳会談で、多岐にわ
たる分野で政府間の意思疎通を活性化すること
で一致して以降、安全保障分野においても対話
が活発化し、4月には、約5年ぶりに日韓安全
保障対話が開催された。また、様々な国際会議
などの機会も活用しつつ、日韓・日米韓の首
脳、外相、防衛相、国家安全保障局長などの間
で会談を行い、北朝鮮への対応やFOIPの実現
に向けた緊密な連携を確認した。さらに、6月
の日米韓防衛相会談、9月の日米韓防衛相電話
会談、11月の日米韓防衛相テレビ会談なども
踏まえ、3か国による共同訓練など（2月、4
月、7月、8月、9月、10月、11月）を実施し、
地域の安全保障上の課題に対応するための更な
る3か国協力を推進している。12月には、首
脳間の合意に基づき、日米韓3か国で北朝鮮の
ミサイル警戒データのリアルタイム共有メカニ
ズムの運用を開始し、また、複数年にわたる3
か国の訓練計画を共同で策定した。
「グローバルな戦略的パートナー」である英

国とは、自衛隊と英国軍との間の共同訓練や災
害救助などの両国部隊間の協力活動の実施を円

7	 GCAP（ジーキャップ）：Global Combat Air Programme
8	 GIGO（ジャイゴ）：GCAP International Government Organisation

滑にする日英部隊間協力円滑化協定について、
2022年5月の日英首脳会談で大枠合意を確認
した後、2023年1月には、日英首脳会談の機
会に岸田総理大臣とスナク首相の間で署名を行
い、安全保障・防衛協力を一層深化させること
で一致した。その後、本協定は10月に発効し、
11月には、日本国内において陸上自衛隊と英
国陸軍との実動訓練「ヴィジラント・アイルズ
23」を実施し、本協定を初めて適用した。
2022年12月には、日本・英国・イタリア3か
国による次期戦闘機の共同開発である「グロー
バル戦闘航空プログラム（GCAP）7」について
決定・公表し、本協力が今後数十年にわたって
世界の安全、安定、繁栄の礎となることを期待
するとの認識で一致した。また、12月には、
日本・英国・イタリア3か国で「グローバル戦
闘航空プログラム（GCAP）政府間機関の設
立に関する条約（GIGO8設立条約）」に署名し、
2035年の開発完了に向けて、引き続き3か国
が結束して様々な課題を乗り越える確固たる意
志を確認した。「瀬取り」を含む違法な海上活
動については、英国軍の艦艇が1月上旬に東シ
ナ海を含む日本周辺海域において警戒監視活動
を行った。また、2月には第7回日英サイバー
協議を開催し、両国のサイバーセキュリティ戦
略や政策、国連を含む国際場裡

り
における協力、

能力構築支援などの幅広い論点について意見交
換を行ったほか、5G・オープンRAN技術を含

日英円滑化協定署名式
（1月11日、英国・ロンドン　写真提供：内閣広報室）
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む関連する政策についても議論した。11月に
は、第5回日英外務・防衛閣僚会合（「2＋2」）
も開催し、4閣僚は法の支配に基づく自由で開
かれた国際秩序の維持・強化に向け、日英関係
を一層強化していくことを確認し、共同声明を
発出した。
「特別なパートナー」であるフランスとも、

2022年1月に第6回日仏外務・防衛閣僚会合
（「2＋2」）を実施し、インド太平洋での協力を
一段と高いレベルに引き上げ、地域情勢や国際
社会の諸課題への対応における連携を更に促進
していくことで一致した。4月上旬以降にはフ
リゲート、10月上旬から同月下旬までの間に
は哨

しょう
戒機が東シナ海を含む日本周辺海域に派遣

され、「瀬取り」を含む違法な海上活動に対し
て警戒監視活動を実施した。1月の日仏首脳会
談では、両首脳は、両国のアセットの往来や日
仏共同訓練など、実質的な協力が進展している
ことを歓迎し、両国の連携を深めていくことで
一致した。5月の第7回日仏外務・防衛閣僚会
合（「2+2」）では、フランス側から、インド太
平洋地域に対する同国の強いコミットメントが
改めて示され、4閣僚は、サイバー、宇宙、経
済安全保障などの分野における日仏協力につい
ても意見交換を行い、日仏防衛協力・交流を高
く評価し、係る協力・交流や防衛装備・技術協
力を深化させていくことで一致した。また、
11月には第7回日仏サイバー協議を開催し、
両国のサイバーセキュリティ戦略や政策、二国
間及び多国間協力、5G技術、サイバーセキュ
リティ分野の人材育成を含む能力構築支援など
について、幅広く意見交換を行った。12月に
は、日仏首脳電話会談において、日仏協力の
ロードマップを発出し、「特別なパートナー」
の関係を一層飛躍させることで一致した。

ドイツとは、9月、自衛隊とドイツ軍との間
の共同活動を促進するため、両国部隊間で物
品・役務の提供を円滑かつ迅速に行うことを可
能とする日独物品役務相互提供協定（日独
ACSA9）の交渉を開始し、11月、実質合意に

9	 ACSA：Agreement Concerning Reciprocal Provision of Supplies and Services

至った。
イタリアとは、2022年5月の首脳会談にお

いて、海上自衛隊とイタリア海軍のアデン湾に
おける共同訓練やイタリア空軍による航空自衛
隊パイロットの育成など日伊安全保障協力の進
展を歓迎したほか、イタリアがEUのインド太
平洋戦略に基づいてインド太平洋に関する文書
を策定したことを評価した。また、2023年1
月の日伊首脳会談では、2022年末に発表され
たGCAPを歓迎し、日伊関係を「戦略的パー
トナー」に格上げすることで一致したほか、外
務・防衛当局間の協議を立ち上げ、安全保障分
野での連携を更に推進することで一致した。さ
らにイタリアは、2023年6月にはイタリア海
軍のフリゲート艦「フランチェスコ・モロジー
ニ」を横須賀に、8月にはイタリア空軍機F－
35Aなどを小松基地に派遣し、それぞれ共同訓
練を実施した。また、12月には、日本・英国・
イタリア3か国でGIGO設立条約に署名した。

東南アジア諸国連合（ASEAN）は、地政学
的要衝に位置しており、日本にとって重要な
シーレーンに面している。ASEANの安定と繁
栄は、東アジア地域のみならず国際社会の安定
と繁栄にとっても極めて重要である。6月3日
にはシンガポールとの間で防衛装備品・技術移
転協定に署名した（同日発効）。10月には、日
本として完成装備品の初の移転案件である警戒
管制レーダー1基目がフィリピンに納入された。
11月には、日比部隊間協力円滑化協定の交渉
開始で一致した。また、海洋における法の支配
を確保するため、日本は、フィリピン、マレー
シア、ベトナム、インドネシアなどの海上保安
機関を対象として法執行能力向上のための支援
を継続して実施している。6月には、初めて日
本・米国・フィリピン3か国の海上保安機関間
での合同訓練が実施された。

カナダとは、2022年10月の外相会談にお
いて発表した、「自由で開かれたインド太平洋
に資する日加アクションプラン」に関し、
2023年5月のG7広島サミットの際の首脳会
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談などにおいて、情報保護協定の交渉実施を始
めとする両国間の協力の着実な進展を歓迎し
た。2023年、カナダは軍艦3隻をインド太平
洋地域に派遣し活動を行うなど、同地域への関
与をますます深めている。また、1月の岸田総
理大臣のカナダ訪問の際の首脳会談では、岸田
総理大臣から新たな国家安全保障戦略などに基
づいて、反撃能力の保有を含む防衛力の抜本的
強化及び防衛予算の増額を決定したと述べたの
に対し、トルドー首相から全面的な支持を得た
ほか、地域の平和と安定のため緊密に連携して
いくことで一致した。カナダ軍との共同訓練に
ついては、2017年以降毎年実施している日加
共同訓練「KAEDEX」を6月に実施したほか、
10月には日本・米国・フィリピン・カナダ・英
国間の共同訓練「EXERCISE SAMASAMA」
などの複数の多国間共同訓練を実施した。「瀬
取り」を含む違法な海上活動については、カナ
ダ軍の艦艇が6月上旬及び9月上旬から11月
上旬に、航空機が4月上旬から5月中旬及び
10月上旬から11月上旬までの間、日本周辺海
域において警戒監視活動を行った。

北大西洋条約機構（NATO）とは、7月に
岸田総理大臣が出席したNATO首脳会合にお
いて、欧州・大西洋とインド太平洋の安全保障
は不可分との認識の下、法の支配に基づく自由
で開かれた国際秩序の維持・強化に向け、連携
を更に強化していくことで一致した。この際、
日・NATO協力を新たな高みに引き上げる新た
な協力文書である「国別適合パートナーシップ計
画（ITPP：Individually Tailored Partnership 
Programme）」を策定し、伝統的な分野に加え
て、サイバー、新興破壊技術、宇宙、戦略的コ
ミュニケーションなどの新たな分野での協力も
進めることで一致した。また、11月には初の
日・NATOサイバー対話を開催し、双方のサ
イバー政策、サイバー分野における今後の日・
NATO協力などの幅広い論点について意見交
換を行った。

欧州連合（EU）とは、7月の日・EU定期首
脳協議において、現下の厳しい安全保障環境の
下、EUがインド太平洋への関与を強めている

ことを歓迎し、外相級の日・EU戦略対話の立
上げ、海洋安全保障、サイバー、ハイブリッド
脅威、軍縮不拡散等での安全保障パートナー
シップ促進などを確認した。また、11月には
第5回日・EUサイバー対話を開催し、双方の
サイバーセキュリティ戦略・政策、日・EU間
及び国連などの多国間での協力、能力構築支援
などの幅広い論点について意見交換を行った。

中国との間には、日本固有の領土である尖閣
諸島周辺海域での領海侵入、十分な透明性を欠
いた軍事力の広範かつ急速な増強や日本周辺海
空域における中国軍の活動の拡大・活発化な
ど、様々な懸案が存在している。引き続き首脳
会談や外相会談などのハイレベルの機会を活用
して、中国側に対して主張すべきは主張し、責
任ある行動を強く求めていく。中国の軍事動向
は日本にとって深刻な懸念事項であり、日中安
保対話などの安全保障分野の対話や交流のチャ
ネルの重層的な構築に努め、政策面での意思疎
通を図り、また、日本の懸念を伝達し、国防政
策や軍事力に係る透明性の向上や日本を含む地
域と安全保障環境に資する具体的な行動の改善
を働きかけている。2018年に運用開始された
日中防衛当局間の海空連絡メカニズムは、相互
理解及び相互信頼の増進や不測の衝突の回避を
目的としており、2023年5月には、同メカニ
ズム下でのホットラインの運用が開始された。

中東地域の平和と安定は、日本を含む国際社
会の平和と繁栄にとって極めて重要である。ま
た、世界における主要なエネルギーの供給源で
あり、日本の原油輸入の約9割を依存する同地
域において、日本関係船舶の航行の安全を確保
することは非常に重要である。2019年12月
には、中東地域における平和と安定及び日本関
係船舶の安全確保のため、日本独自の取組とし
て、（ア）中東の緊張緩和と情勢の安定化に向
けた更なる外交努力、（イ）関係業界との綿密
な情報共有を始めとする航行安全対策の徹底及
び（ウ）情報収集態勢強化のための自衛隊の艦
艇及び航空機の活用について閣議決定し、
2020年1月から中東の海域における情報収集
活動を継続して実施している。また、6月には
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第1回日・ヨルダン・サイバーセキュリティ協
議を開催し、双方のサイバーセキュリティ政
策、脅威認識などについて議論した。さらに
は、5月に、アラブ首長国連邦との間で、中東
地域の国との間では初となる防衛装備品・技術
移転協定の署名を行い、2024年1月に同協定
が発効した。

これらに加え、日本は、東アジア首脳会議
（EAS）、ASEAN地域フォーラム（ARF）、拡
大ASEAN国防相会議（ADMMプラス）など、
地域における多国間の枠組みに積極的に参加・
貢献し、地域の安全保障面での協力強化に取り
組んでいる。この中でもARFは、政治・安全
保障問題に関する対話と協力を通じたアジア太
平洋地域の安全保障環境の向上を目的とし、北
朝鮮やEUといった多様な主体が参加する重要
な安全保障対話の枠組みである。また、各種取
組を通じた信頼醸成に重点を置いている観点か
らも重要なフォーラムであり、7月には、30
回目となるARF閣僚会合が開催され、ウクラ
イナ、台湾、東シナ海・南シナ海、北朝鮮、
ミャンマーなどの地域・国際情勢を中心に率直
な意見交換を行った。また、日本は、これまで
海上安全保障、不拡散・軍縮、テロ・国境を越
える犯罪対策、災害救援及びICTセキュリティ
の全ての会期間会合（ISM）において共同議長
国を務めるなど、積極的に貢献している。

さらに、日本は、安全保障政策の発信や意見
交換の場として、政府間協議（トラック1）の
みならず政府関係者と民間有識者双方が出席す
る枠組み（トラック1.5）も活用するなど、日
本の安全保障政策に対する各国の理解促進を図
り、地域における協力促進や信頼醸成に取り組
んでいる。

（2）経済安全保障

ア	経済安全保障を取り巻く動向
近年、安全保障と経済を横断する領域で様々

な課題が顕在化しており、安全保障の裾野が急
速に拡大している。例えば、窃取され又は流出
した先端的な民生技術が他国において軍事転用
されるおそれ、外国政府の影響を受けたサプラ

イヤーが情報通信など重要インフラ施設の安定
的な運用を害するおそれ、重要な物資の他国へ
の過度な依存に伴う供給途絶のおそれ、サプラ
イチェーン上の優位性や自国市場の購買力を
梃
て こ

子に政治的目的を達しようと他国が講じる経
済的威圧を受けるおそれなどが生じている。

経済的手段に関連したこうした様々な脅威が
生じていることを踏まえ、日本の平和と安全や
経済的な繁栄などの国益を経済上の措置を講じ
て確保すること、すなわち経済安全保障の重要
性が高まっている。2022年5月には、サプラ
イチェーンの強靱

じん
化、基幹インフラの安全性と

信頼性の確保、先端的な重要技術の開発支援、
特許出願の非公開の四つを柱とする経済安全保
障推進法が成立し、順次制度運用が開始される
など、日本でも取組が加速している。同年12
月に日本政府が新たに策定した「国家安全保障
戦略」でも、経済的手段を通じた様々な脅威が
存在していることを踏まえ、日本の自律性の向
上、技術などに関する日本の優位性、不可欠性
の確保などに向けた必要な経済施策に関する考
え方を整理し、総合的、効果的かつ集中的に措
置を講じていくことが記されている。また、経
済安全保障の取組を強化・推進するため、
2021年11月からは、内閣総理大臣を議長と
し、外務大臣が構成員である経済安全保障推進
会議が開催されている。

また、2023年6月に閣議決定した新たな
「開発協力大綱」においては、開発の観点から
もサプライチェーンの脆

ぜい
弱性によって多様な分

野で負の影響が生じ得ることが明らかになった
ことを踏まえ、日本の開発協力の重点的取組の
一つとして、開発途上国の経済社会の自律性・
強靭性を強化するため、サプライチェーンの強
靭化・多様化や経済の多角化、重要鉱物資源の
持続可能な開発、食料の安定供給・確保などの
ための協力を推進していくことを掲げた。これ
らの取組は、開発途上国の持続的成長のみなら
ず日本にとっても重要であり、これらの課題解
決に資する人材育成・法制度整備、周辺インフ
ラ整備などの支援に積極的に取り組んでいくこ
ととしている。
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イ	各国の最近の取組状況
経済安全保障を推進する取組は、ほかの主要

国でも近年急速に進展している。
米国は、これまでも技術の優位性の維持やサ

プライチェーンリスクへの対応の観点からの規
制・振興措置を率先して導入・運用してきてい
る。2月、司法省及び商務省は、米国の先端技
術を不法獲得・使用から守ることを目的とした

「創造的技術攻撃部隊」を立ち上げた。また、
8月、バイデン大統領は対外投資規制に関する
大統領令を発表し、新たな規制の策定を財務長
官に指示した。10月には、商務省が、機微技
術の軍事転用などに対する懸念から、人工知能

（AI）処理やスーパーコンピューターに利用さ
れる半導体及び先進的な半導体製造に利用され
る半導体製造装置などを適切に管理するための
半導体輸出管理措置の改定を行った。

EUは、重要技術や重要物資などの供給途絶
リスクへの強靱性を高めることを「戦略的自律
性」という概念の下で推進している。1月、域
外国政府の補助金を受けた企業のEU域内市場
での活動につき、補助金による市場歪

わい
曲的な効

果が疑われる場合には、欧州委員会が審査など
をすることを可能にする「外国補助金規則案」
が発効した。6月には、欧州委員会が「欧州経
済安全保障戦略」を公表した。同戦略では、サ
プライチェーンの脆弱性、重要インフラへの物
理的・サイバーセキュリティ上のリスク、技術
流出、貿易政策の武器化・経済的威圧を経済安
全保障上のリスクとして特定し、それに対する
具体的措置を示している。なお、欧州委員会は
2021年12月、EU加盟国に対する経済的威圧
を行う第三国に対し、協議などによっても中止
に至らない場合、最終的な手段として対抗措置
を発動するための手続や基準などを規定する

「反威圧措置（ACI）規則案」を発表し、2023
年10月の欧州議会及びEU理事会における採
択を経て、同年12月に発効した。

オーストラリアは、これまでも、自国が保護
すべき技術の特定などを推進する方針を示す

「サイバー・重要技術国際関与戦略」の策定
（2021年4月）、機微な国家安全保障に係る土

地・事業への投資審査制度の厳格化（2021年
1月）、安全保障上のゲームチェンジャー技術
に2016年から10年間で約600億円投資を行
う「次世代テクノロジー基金」の設置など、国
家の強靭性の確保や、資産・インフラなどの防
護を国益として位置付け、具体的な取組を進め
てきている。また、2021年12月には、重要
インフラ強靱化のため、重要インフラに当たる
部門や当該部門に課す義務を拡大し、サイバー
セキュリティ・インシデント（事案）が発生し
た際の政府支援・介入措置について定めた重要
インフラ保安法の改正法が発効した。

カナダは、2022年、「重要鉱物戦略」を発
表し、重要鉱物の調査・探査からリサイクルま
での取組を強化した。日本との間では、同年に
エネルギー安全保障分野での協力を含む「自由
で開かれたインド太平洋に資する日加アクショ
ンプラン」に合意したほか、2023年9月に
バッテリーサプライチェーン及び産業科学技術
に関する二つの協力覚書に署名し、これらの分
野での協力を一層加速化させている。また、韓
国との間では2023年5月に、重要鉱物サプラ
イチェーン、クリーンエネルギー移行及びエネ
ルギー安全保障分野での協力に関する了解覚書
に署名し、東南アジア諸国連合（ASEAN）と
の間でも同年9月に戦略的パートナーシップに
合意し、食料安全保障及び栄養分野での協力強
化に関する共同声明を発出するなど、インド太
平洋地域における経済安全保障に関する取組を
推進している。2024年1月には、国家安全保
障に危険を及ぼし得る軍事、国防、国家安全保
障機関リスト及び機微技術研究リストを公表
し、これらに関連する大学、研究機関、研究所
の傘下にある活動に従事、ないし資金や物品を
受理した研究者が関与する同分野の研究に資金
供与を行わないことを盛り込んだ「カナダの研
究を保護するための新たな措置に関する声明」
を発出した。

ウ	経済安全保障の推進に向けた外交上の取組
経済安全保障の推進において、外交が果たす

役割は大きい。日本は、同盟国・同志国との連
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携の更なる強化、現行のルールを踏まえた対
応、新たな課題に対応するルールの形成などに
ついて、国際社会と協力しながら、積極的な外
交を展開している。

同盟国・同志国との連携の更なる強化につい
ては、日米経済政策協議委員会（経済版「2＋
2」）や日英などの二国間の取組に加え、G7や、
日米豪印、日米韓の連携などを活用し、共通認
識の醸成や政策面での協調を行うなど、協力の
拡大・深化を図ってきている。

現行のルールを踏まえた対応に関しては、他
国による不公正な貿易政策や慣行に対し、
WTO（世界貿易機関）協定・経済連携協定

（EPA）・投資関連協定等の現行のルールとの
整合性の観点などから、同志国と連携して是正
の働きかけを行ってきている。また、同志国の
取組も参考にしつつ、経済安全保障上の措置と
通商ルールとの関係に関する情報収集・分析な
どを行い、日本の経済安全保障上の政策的ニー
ズが適切に満たされるよう努力してきている。

新しい課題に対応するルール形成に関して
は、5G（第5世代移動通信システム）を含む
重要・新興技術、経済的威圧など、既存の国際
約束では十分に対応できず、更なる国際ルール
の形成が必要とされる分野においては、同志国
と連携しつつ引き続き国際的な議論をリードし
ていく。

エ	同盟国・同志国との連携
同盟国・同志国との連携については、前年に

引き続き2023年も著しい進展が見られた。
G7の枠組みにおいて、4月のG7外相会合で

は、G7外相文書として初めて、経済的強靱性
及び経済安全保障が独立した項目として設けら
れた。5月のG7広島サミットでは、経済的強
靱性及び経済安全保障についてG7サミットと
して初めて独立したセッションが設けられ、

（1）サプライチェーンや基幹インフラの強靱
化、（2）非市場的政策・慣行や経済的威圧へ
の対応の強化、（3）重要・新興技術の適切な
管理について、結束して対応していくことを確

認した。同セッションを踏まえ、経済的強靭性
及び経済安全保障に関する包括的かつ具体的な
メッセージを「経済的強靭性及び経済安全保障
に関するG7首脳声明」として発出した。こう
した成果を踏まえ、10月のG7大阪・堺貿易
大臣会合では、経済的威圧への対応及びサプラ
イチェーンの強靱化において更なる進展を確認
したほか、11月のG7外相会合でも、経済的
強靱性及び経済安全保障についてG7を超えて
国際的な連携を更に築くことを確認した。12
月のG7首脳テレビ会議では、非市場的政策・
慣行や経済的威圧への対応、サプライチェーン
や基幹インフラの強靱化、機微技術の管理など
の課題に緊密な連携の下で包括的に取り組んで
いくことが重要であること、及び、広島サミッ
トでの議論と「経済的強靱性及び経済安全保障
に関するG7首脳声明」はその土台であり、今
後ともG7として連携を強化していくことを確
認した。

米国との間では、11月の日米経済版「2＋2」
において、インド太平洋地域におけるルールに
基づく経済秩序の強化、経済的強靱性の強化及
び重要・新興技術の育成・保護の二つの議題に
ついて議論を行った。両国は、インド太平洋地
域の自由で公正な経済秩序の構築に向けて、非
市場的政策・慣行や経済的威圧への対応に引き
続き取り組むことで一致した。また、半導体、
AI、量子、クリーンエネルギー、5Gなどの技
術分野の育成・保護などについて協力を加速さ
せていく方針を確認した。さらに、両国は、重
要鉱物の安定供給確保に向けた連携や、エネル
ギー安全保障及び食料安全保障の確保に向けた
協力などについて、具体的な連携を進めていく
方針を確認した。

5月に広島で開催された日米豪印首脳会合で
は、サプライチェーン強靱性を強化し、5G
ネットワークを含む重要・新興技術及び次世代
電気通信技術へのアクセスを通じて、地域のデ
ジタル連結性を改善させるための取組を強化し
ていくことを共同声明において確認した。ま
た、太平洋地域において初めてとなるオープン
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RAN10展開を確立するためにパラオとの協力
を発表したほか、オープンRANの優位性、課
題及び課題の克服可能性を評価した「オープン
RANセキュリティ報告書」や、「重要・新興技
術標準に関する日米豪印原則」を発表した。

8月に開催された日米韓首脳会合においても、
経済安全保障分野における連携強化について意
見交換が行われた。同会合で発出された日米韓
首脳共同声明においては、日米韓3か国による
サプライチェーン早期警戒システムの試験運用
開始に向けた緊密な連携、技術保護の取組に関
する協力強化などについて一致した。

このほか、韓国との関係では、3月の日韓首
脳会談で経済安全保障に関する協議を立ち上げ
ることで一致し、2023年は同協議を3回実施
した。また、12月に日韓ハイレベル経済協議
第15回会合を開催し、経済安全保障分野に関
して、経済的威圧や重要・新興技術、サプライ
チェーンなどについて意見交換を行い、引き続
き連携していくことで一致した。

欧州諸国との関係では、5月に行われた日英
首脳会談で、経済的威圧を含む経済安全保障上
の課題について協力を深めることで一致した。
これに際して発出された「強化された日英のグ
ローバルな戦略的パートナーシップに関する広
島アコード」においても、サプライチェーンの
強靱化、あらゆる形態の強制的な又は威圧的な
技術移転及び知的財産の窃取並びに輸出管理な
どの課題に共に取り組むことを確認し、経済的
威圧及び公平な競争条件をゆがめる非市場的政
策・慣行に対する懸念を共有し、強く反対し
た。10月の日・デンマーク戦略的パートナー
シップの深化に関する首脳共同声明では、G7
広島サミットにおいて採択された経済的強靱性
及び経済安全保障に関するG7首脳声明を評価
し、非市場的政策・慣行、経済的威圧その他の
有害な慣行への対処を含め、経済安全保障に関
する協力を強化することで一致した。12月の

「日本国政府とノルウェー王国政府との間の戦
略的パートナーシップに関する共同声明」でも

10	 複数のベンダーを組み合わせてオープンな形で構築することが可能な無線アクセスネットワークのこと。サプライチェーンリスクの回避に
もつなげられるメリットがある。

同様の趣旨を確認した。
東南アジア諸国との関係では、2月の日・

フィリピン首脳会談で発出された共同声明にお
いて、経済安全保障を促進する上での協力の強
化を決定し、経済的威圧に対する懸念と強い反
対を表明した上で、これに対処するための緊密
な連携の重要性を強調した。4月に発表された

「戦略的パートナーシップに関する日・バング
ラデシュ共同声明」でも、サプライチェーンの
強靱性強化を含む経済安全保障及び経済的威圧
などの課題に対抗するためのルールに基づく国
際経済秩序の重要性について認識を共有した。
11月の日・ベトナム関係を「アジアと世界に
おける平和と繁栄のための包括的戦略的パート
ナーシップ」に格上げすることに関する共同声
明では、経済安全保障を確保するための協力の
重要性を確認し、透明で、多様で、安全で、持
続可能な、信頼できるサプライチェーンの重要
性を認識し、双方の利益のため、安定した生産
活動を確保するためサプライチェーンの強靱性
の強化を確認した。12月に発表された「包括
的・戦略的パートナーシップに関する日・マ
レーシア共同声明」では、サプライチェーンの
強靱性の強化を含む経済安全保障に関して協力
する意図を共有し、ICT分野などにおける協
力を促進することを確認した。

オ	経済的威圧への対応
また、上記ウに述べた新たな課題の中でも、

グローバリゼーションの進展を背景として、国
家間の経済的相互依存関係が深化する中、特定
の国との経済的結び付きを利用して政治的目的
を達成するために、濫用的、恣意的又は不透明
な形で措置を講じ、もしくはそのように措置を
講じると脅したりする経済的威圧がとりわけ問
題となっている。このような経済的威圧は、自
由で開かれたルールに基づく国際秩序に挑戦す
るものである（196ページ　特集参照）。

2022年12月の「国家安全保障戦略」でも、
外国からの経済的威圧について効果的な取組を
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進めていく方針が示された。既存の国際約束で
は十分に対応しきれない分野の一つである経済
的威圧に対しては、同盟国・同志国と連携しつ
つ、戦略的に国際世論を喚起しながら、国際社
会としての共通認識を醸成していくことが重要
である。2023年5月のG7広島サミットで発
出された「経済的強靱性及び経済安全保障に関
するG7首脳声明」においては、経済的威圧に
対する共同の評価、準備、抑止及び対応を強化
するため、「経済的威圧に対する調整プラット
フォーム」の立ち上げが表明され、同プラット

フォームの下での取組が進展している。

カ	外務省の役割
グローバルな安全保障環境の変化により、安

全保障の観点も踏まえながら、ルールに基づく
国際経済秩序の維持・強化を図っていく必要性
が増大している。安全保障政策や対外経済関
係、国際法を所管する外務省として、引き続き
経済安全保障に関する外交上の取組を牽

けん
引し、

ひいては国際秩序の維持・強化に積極的に取り
組んでいく。
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グローバリゼーションの進展を背景として、国家間の経済的相互依存関係が深化する中、特定の国
との経済的結び付きを利用して政治的目的を達成するために、濫用的、恣意的又は不透明な形で

措置を講じたり、もしくはそのように措置を講じると脅したりする経済的威圧がとりわけ問題となって
います。これは自由で開かれたルールに基づく国際秩序に対する挑戦であり、特定の国家による経済的
威圧により対象となる国家の自主的な政策の意思決定や健全な経済発展が阻害されることは認められま
せん。2022年12月の「国家安全保障戦略」でも外国からの経済的威圧について効果的な取組を進めて
いくとの方針が示されています。また、2023年5月のG7広島サミットを始め、様々な機会を捉え、日
本として経済的威圧に対抗する意思を明確に示しています。
広島サミットでは「経済的強靱

じん
性及び経済安全保障に関するG7首脳声明」の発出を通じて「経済的威

圧に対する調整プラットフォーム」の立上げを表明しました。同プラットフォームは既に活動を開始してお
り、経済的威圧に関する早期警戒や迅速な情報共有、共同の状況評価、協調的な対応を追求しています。
10月のG7大阪・堺貿易大臣会合においても経済的威圧に関する議論を行い、G7として更なる前進を

図っていくことで一致しました。
G7以外にも、例えば、6月に日本、オーストラリア、カナダ、ニュージーランド、英国及び米国の6か

国で「貿易関連の経済的威圧及び非市場的政策・慣行に対する共同宣言」を発出し、G7でのモメンタム
を踏まえ、経済的威圧などへの懸念を改めて表明し、国際的な協力を強化していくことを確認しました。
また、アジア・太平洋地域の国々とも連携を深めており、例えば、2月の日・フィリピン共同声明や、

4月の日・バングラデシュ共同声明でも、経済的威圧への対処の重要性につき確認しています。このほ
か、10月の日・デンマーク共同声明、11月の日・キルギス共同声明、12月の日・ノルウェー共同声明
など、G7以外の同志国との共同声明でも、同様の趣旨を確認しています。
経済的威圧への効果的な対応に向けて、日本として引き続きG7を始めとした同志国の枠組みや二国間

での取組も有効に活用しながら、同盟国・同志国などとの連携や国際ルールに沿った対応を積極的に推
し進めていく方針です。

経済的威圧への対応
特集
SPECIAL
FEATURE



（3）サイバー

今日、国境を越えるサイバー空間は、世界各
国のあらゆる活動に不可欠な社会基盤となり、
全国民が参画する「公共空間」としてその重要
性及び公共性がますます高まっている。一方、
昨今の地政学的緊張を反映した国家等の間の競
争が展開される中で、サイバー攻撃による重要
インフラの機能停止や破壊、他国の選挙への干
渉、身代金の要求、機微情報の窃取などは、国
家を背景とした形でも平素から行われている。

外務省は、このような認識の下、自由、公正
かつ安全なサイバー空間を実現するために、

「ルール／規範の形成・深化の推進」、「サイ
バー攻撃抑止のための取組」、「能力構築支援」、
そしてこれらを効果的に進めるための「国際連
携」に整理される様々な外交活動を行ってい
る。
「ルール／規範の形成・深化の推進」のため

の取組については、国連での約四半世紀にわた
る議論を通じ、国連全加盟国が既存の国際法が
サイバー空間に適用されることを確認し、11
項目の責任ある国家の行動規範11に合意してい
る。この行動規範そのものは国際法上の法的拘
束力を有するものではないが、サイバー空間に
おけるルールの基盤となっているため、各国が
これら規範を具体的に実践し、国家実行を積み
重ねていくことが重要である。このような認識
の下、日本は、2021年から2025年までを会
期として国連全加盟国が参加して行われている
オープン・エンド作業部会（OEWG）におい
て、関連の議論に積極的に参加している。ま
た、既存の国際法がどのようにサイバー空間に
適用されるかについて、各国が基本的な立場を
明らかにすることも重要であり、日本は2021
年にこれを公表している12。
「サイバー攻撃抑止のための取組」としては、

各国がサイバー攻撃主体に対する非難や懸念を

11	 2015年、サイバーセキュリティに関する国連政府専門家会合（GGE）において、国家による責任ある行動に関する拘束力のない自発的な
規範11項目を記載した報告書が採択された。

12	 日本の立場については、外務省ホームページを参照：https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/page3_003059.html
13	 北朝鮮の関与があったとされる悪意のあるプログラム。2017年5月に150か国以上で30万台以上のコンピュータが

感染し、身代金が要求された。

公に表明する「パブリック・アトリビューショ
ン」を行ってきている。日本は、2017年には
ワナクライ事案13の背後における北朝鮮の関与
に つ い て、2018年 に は 中 国 を 拠 点 と す る
APT10と呼ばれるグループが長期にわたる攻
撃を行ったことについて、さらに2021年7月
には中国政府を背景に持つAPT40や中国人民
解放軍61419部隊を背景に持つTickというサ
イバー攻撃グループが関与した可能性が高いサ
イバー攻撃について、外務報道官談話を発出
し、同盟国・同志国と連携し、これらの行動を
断固非難した。また、2023年には、中国政府を
背景とするサイバー攻撃グループBlackTech
によるサイバー攻撃に関して、米国と共に注意
喚起を発出した。サイバー攻撃者の特定が難し
い中、攻撃を解析し、攻撃主体を突き止め、こ
れを公表することは、脅威認識を高め、背景に
ある国家や犯罪集団の活動を認知し許容しない
というメッセージを発し、かつ、国際的なスタ
ンダードを形作る一助となり、サイバー攻撃者
の将来の活動コストを高めるなどの効果が期待
される。
「能力構築支援」に関しては、サイバー空間

のボーダーレスな性質に鑑みれば、他国及び地
域の能力を向上させることが日本を含む世界全
体の安全を守ることに繋

つな
がるとの考えから、法

の支配に基づく「自由で開かれたインド太平洋
（FOIP）」実現のための要であるASEANを中
心に、外務省を含む関係省庁が、国際機関を通
じた取組を含め能力構築支援を行っている。具
体的には、日・ASEANサイバーセキュリティ
能力構築センター（AJCCBC）における研修
の実施、機材供与、独立行政法人国際協力機構

（JICA）課題別研修・国別研修の実施や、世界
銀行の「サイバーセキュリティ・マルチドナー
信託基金」への拠出などが挙げられる。

サイバー空間におけるこれらの取組を進める
上で、「国際連携」は非常に重要である。日本

12
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は多くの国・地域等とサイバー協議などを重ね
ており、2023年は、英国、米国、ヨルダン、
インド、フランス、NATO、EU、オーストラ
リア、日米韓との間で協議などを実施した。ま
た、日米豪印では、2022年5月の首脳会合で
発表した「日米豪印サイバーセキュリティ・
パートナーシップ」の下、重要インフラのサイ
バーセキュリティやインド太平洋地域における
能力構築支援の協力などに取り組んでいる。こ
のほか、米国が主催する、急速に脅威が増大し
ているランサムウェア14に対処するための多国
間枠組みである、「カウンターランサムウェ
ア・イニシアティブ」における議論にも積極的
に参加している。

こうした外交活動を通じ、今後も自由、公正
かつ安全なサイバー空間の実現に貢献してい
く。

（4）国際的な海洋秩序の維持・発展

日本は、四方を海に囲まれ広大な排他的経済
水域（EEZ）と長い海岸線に恵まれた国であ
り、海上貿易と海洋資源の開発を通じて経済発
展を遂げてきた海洋国家である。力ではなく、
航行及び上空飛行の自由を始めとする法の支配
に基づく海洋秩序に支えられた「自由で開かれ
た海洋」は、日本だけではなく国際社会全体の
平和と繁栄に不可欠である。こうした考えの
下、4月に採択された第4期海洋基本計画を踏
まえ、領海などにおける国益の確保に加え、国
際的な海洋秩序の維持・発展に向けた取組を、
政府一体となり推進してきており、同盟国・同
志国などと協力しながら、「自由で開かれたイ
ンド太平洋（FOIP）」の実現に向け、特に、
重要なシーレーンが位置するインド太平洋地域
の海洋秩序のための取組を進めている。

ア	基本的な考え方
海洋をめぐっては、特に、アジアにおいて、

国家間の摩擦によって緊張が高まる事例が増え
ている。このような中、日本は2014年に安倍

14	 身代金目的のサイバー攻撃

総理大臣が「海における法の支配の三原則」
（238ページ　6（2）参照）を徹底していく必
要があるとの認識を表明した。2023年3月に
はインド世界問題評議会（ICWA）において、
岸田総理大臣がFOIPのための新たなプランを
紹介する中で、「海における法の支配の三原則」
の重要性を改めて強調した。これらを踏まえ、
各国と連携しつつ、国際的な海洋秩序の維持・
発展に向けて取り組んでいる（30ページ　第
2章第1節参照）。

イ	国連海洋法条約
海洋法に関する国際連合条約（国連海洋法条

約：UNCLOS）は、「海の憲法」とも呼ばれ、
法の支配に基づく海洋秩序の根幹を成す条約で
ある。同条約を根幹とした海洋秩序は、日本の
海洋権益を確保し、国際社会全体における海洋
に係る活動の円滑な実施の礎となるものであ
る。このため、日本は、同条約の更なる普遍化
と適切な実施の確保のために、締約国会合を含
む関連国際機関での議論や海洋法秩序の安定に
向けた知的発信に積極的に貢献している（238
ページ　6（2）参照）。5月のG7広島サミッ
トにおいては、G7首脳はUNCLOSの普遍的
かつ統一的な性格を強調した。

ウ	日本の主権・海洋権益に対する挑戦への対応
（東シナ海情勢：46ページ　第2章第2節2
（1）イ（エ）参照）
東シナ海では、尖閣諸島周辺海域において、

中国海警船による領海侵入事案が2023年も相
次いでおり、接続水域内の年間確認日数は、
352日となり過去最多を更新した。また、中国
海警船が領海に侵入し、日本漁船に近づこうと
する事案も繰り返し発生しており、4月には領
海侵入時間が過去最長の80時間36分となる事
案が発生するなど、情勢は依然として厳しい。
さらに、中国軍艦艇・航空機による活動も拡
大・活発化している。排他的経済水域（EEZ）
及び大陸棚の境界画定がいまだ行われていない
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海域では、中国による一方的な資源開発が継続
している。加えて、近年、東シナ海を始めとす
る日本周辺海域において中国による日本の同意
を得ない調査活動も確認されているほか、
2023年7月には、東シナ海の日中地理的中間
線東側の日本のEEZにおいて中国が設置した
と見られるブイの存在を確認し、中国側に対し
て繰り返し即時撤去を求めている。

このように東シナ海における中国の一方的な
現状変更の試みが継続していることを踏まえ、
日本としては周辺海空域における動向を高い関
心を持って注視するとともに、主張すべきは主
張しつつ、引き続き、冷静かつ毅

き
然と対応して

いく。同時に、東シナ海の平和と安定のため、
米国を始めとする関係国との連携を進めていく。

5月、G7広島サミットにおいて、G7首脳は、
東シナ海及び南シナ海における状況について引
き続き深刻に懸念していること、力又は威圧に
よるいかなる一方的な現状変更の試みにも強く
反対することを表明した。また、9月の日・
ASEAN首脳会議及び東アジア首脳会議（EAS）
において、岸田総理大臣は、東シナ海では日本
の主権を侵害する活動が継続・強化されてお

り、 強 く 反 対 す る と 述 べ た。12月 の 日 本
ASEAN友好協力50周年特別首脳会議でも、
ASEANと協力して地域・国際情勢に対処して
いきたいとして、東シナ海における日本の主権
を侵害する活動の継続・強化を深刻に懸念する
と述べた。

エ	南シナ海の海洋秩序に対する挑戦への対応
（84ページ　第2章第2節7（2）参照）
南シナ海では、中国が、係争地形の一層の軍

事化、沿岸国等に対する威圧的な活動など、法
の支配や開放性に逆行する力による一方的な現
状変更やその既成事実化の試み、地域の緊張を
高める行動を継続・強化しており、日本を含む
国際社会は深刻な懸念を表明している。日本
は、南シナ海における力による一方的な現状変
更の試みや緊張を高めるいかなる行為にも強く
反対するとともに、法の支配の貫徹を支持し、
航行及び上空飛行の自由並びにシーレーンの安
全確保を重視してきている。また、南シナ海を
めぐる問題の全ての当事者が、UNCLOSを始
めとする国際法に基づく紛争の平和的解決に向
け努力することの重要性を一貫して強調してき

魚釣島（沖縄県石垣市）

写真：内閣官房領土・主権対策企画調整室
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ている。
5月のG7広島サミットにおいてG7首脳は、

南シナ海における中国の拡張的な海洋権益に関
する主張には法的根拠がなく、この地域におけ
る中国の軍事化の活動に反対し、また、海洋に
おける全ての活動を規律する法的枠組みを規定
する上でのUNCLOSの重要な役割を再確認す
ると表明した。また、G7首脳は、2016年7月
12日の仲裁裁判所による仲裁判断が、仲裁手
続の当事者を法的に拘束する重要なマイルス
トーン（一里塚）であり、当事者間の紛争を平
和的に解決するための有用な基礎であることを
改めて表明した。さらに、2023年5月の日米
豪印首脳会合において、岸田総理大臣は、東シ
ナ海・南シナ海を含め、インド太平洋における
力又は威圧による一方的な現状変更の試みへの
反対、深刻な懸念を表明し、4か国の首脳間で
これらに強く反対することで一致した。9月の

15	 米国政府は、「航行の自由」作戦は航行及び上空飛行の自由その他の適法な海洋利用の権利を侵害し得る過剰な主張に対抗する活動であると
説明している。「航行の自由」作戦の一例として、2021年9月8日、米海軍のミサイル駆逐艦「ベンフォールド」が南沙（スプラトリー）諸島の
周辺を航行した。

日・ASEAN首脳会議及びEASでは、岸田総
理大臣は、南シナ海において軍事化や威圧的な
活動が継続しているとして、海洋権益の主張や
海洋における活動は、UNCLOSの関連規定に
基づきなされるべきであると指摘した。12月
の日本ASEAN友好協力50周年特別首脳会議
では、ASEANと協力して地域・国際情勢に対
処していきたいとして、南シナ海での緊張を高
める行為の継続を深刻に懸念すると述べた。

南シナ海をめぐる問題は、地域の平和と安定
に直結し、国際社会の正当な関心事項であり、
資源やエネルギーの多くを海上輸送に依存し、
南シナ海を利用するステークホルダーである日
本にとっても、重要な関心事項である。法の支
配に基づく「自由で開かれた海洋」の維持・発
展に向け、国際社会の連携が重要である。この
ような観点から、日本は、南シナ海における米
国の「航行の自由」作戦15を支持する立場を

中国による南シナ海における大規模かつ急速な拠点構築

（出典）CSIS Asia Maritime Transparency Initiative/Digital Globe/MAXAR
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とっている。

オ	海賊・海上武装強盗対策
日本は、アジアやアフリカでの海賊・海上武

装強盗対策などの取組や各国との緊密な連携・
協力を通じて、航行及び上空飛行の自由や海上
交通の安全確保に積極的に貢献している。

（ア）アジアにおける海賊等事案16対策
2006年、日本の主導により策定されたアジ

ア海賊対策地域協力協定（ReCAAP）が発効
し、シンガポールに設置された情報共有セン
ター（ReCAAP-ISC）を通じて、マラッカ・
シンガポール海峡などにおける海賊等の事案に
関する情報共有及び能力構築支援協力が行われ
ている。日本はこれまで事務局長（2022年3
月退任）及び事務局長補の派遣、並びに財政的
貢献によりReCAAP-ISCの活動を支援してき
ている。国際商業会議所（ICC）国際海事局

（IMB）によれば、東南アジア海域における海
賊 等 事 案 の 発 生 件 数 は、2021年 は56件、
2022年は58件、2023年は67件となってい
るが、ReCAAP-ISCの活動や締約国の貢献を
背景に、近年は誘拐や暴行などを含む深刻な事
案の発生は抑制されている。

（イ）�ソマリア・アデン湾における海賊等事案�
対策

アジアと欧州をつなぐ重要なシーレーンであ
るソマリア沖・アデン湾での海賊等事案の発生
件数は、IMBによれば、ピーク時の2011年

（237件）以降、減少傾向にあり、2019年以
来は未遂事案が0件又は1件で推移していたも
のの、2023年には1件、2017年以来の乗っ取
り事案が発生した。同乗っ取り事案について、
IMBは、1件ではあるものの、この海域におい
て依然として海賊行為を行う能力を有する主体
が存在していることを示すものとして、改めて

16	「海賊等事案」は、公海上で発生した「海賊」と領海内で発生した「武装強盗」を含む。
17	 詳細は「海賊対処レポート」（内閣官房ホームページ）参照： 

https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/kaizoku_report.html
18	 G7＋（プラス）＋（プラス）ギニア湾フレンズ・グループ：G7に加え、非G7諸国（＋）、さらに国際機関（＋）などが参加

警告している。
日本は、2009年からソマリア沖・アデン湾

に海上自衛隊の護衛艦（海上保安官が同乗）及
びP-3C哨戒機を派遣し、海賊対処行動を実施
している。また、日本は、この海域の海賊を生
み出す根本的原因の解決に向けて、ソマリアや
周辺国の海上保安能力の向上やソマリアの安定
に向けた支援といった多層的な取組を行ってい
る。17

（ウ）ギニア湾における海賊等事案対策
IMBによれば、ギニア湾における海賊等事

案の発生件数は、2022年は19件、2023年22
件であり、若干の増加が見られ、一つの事案で
複数人が被害に遭うなど、引き続き世界で最も
深刻な事案が多い海域となっている。沿岸国の
海上法執行能力の強化が引き続き課題であり、
日本は、国連開発計画（UNDP）やJICAによ
る研修を通じた沿岸国の能力構築支援を行って
いるほか、「G7＋＋ギニア湾フレンズ・グルー
プ」18の会合への参加を始め、国際社会と共に
取り組んでいる。

カ	能力構築支援における国際協力
グローバル化の進展、技術革新によるグロー

バルな安全保障環境への影響、中国の軍事力増
強などによる軍事バランスの急速な変化や、国
境を越える脅威の増大は、特に海洋分野におい
て、一国のみで自国の平和と安全を守ることを
不可能としている。そのため、日本は自国の防
衛力や海上法執行能力の強化を進めつつ、国際
的な海洋秩序の維持・発展のため、同盟国・同
志国などと連携・協力しながら、各国の海洋安
全保障や海上法執行能力構築のための支援や、
海洋状況把握（MDA）における国際協力を
行っている。

こうした協力において、日本は従来から政府
開発援助（ODA）を活用してきており、2022

17
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年のシャングリラ・ダイアローグにおいて岸田
総理大臣は、衛星、人工知能（AI）、無人航空
機などの先端技術の知見の共有も含め、2025
年までの3年間で、20か国以上に対し、海上
法執行能力強化に貢献する技術協力及び研修な
どを通じ、800人以上の海上安保分野の人材育
成・人材ネットワーク強化の取組を推進するこ
と、インド太平洋諸国に対し、少なくとも約
20億ドルの巡視船を含む海上安保設備の供与
や海上輸送インフラの支援を行うこと、日米豪
印や国際機関なども活用しながら各国への支援
を強化していくことを表明した。2023年は、
23か国の海上保安機関などの計600人超の職
員を対象に、日本や現地での研修を実施し、ま
た、インドネシアの海上保安機構に対し無償資
金協力「海上保安能力向上計画」により大型巡
視船1隻を日本の造船所で建造し供与すること
を決定した。また、国連薬物・犯罪事務所

（UNODC）のグローバル海上犯罪プログラム
（G M C P：G l o b a l M a r i t i m e C r i m e 
Programme）が実施する海上法執行能力強化
プロジェクトへの支援を通じ、各国に対して海
上犯罪対策に係る訓練コースの開発や、同訓
練・ワークショップの実施を行っている。

さらに、インド太平洋沿岸国の海上保安機関
に対する能力向上支援のため、専門的な知識や
高度な技術を有する海上保安官や能力向上支援
専従部門である海上保安庁MCT（Mobile 
Cooperation Team）を各国の海上保安機関
に派遣しているほか（GMCPの枠組み含む。）、
日本への招へい研修や「海上保安政策プログラ
ム」により、各国海上保安機関職員への人材育
成を実施している。また、インド太平洋諸国の
各国の軍などに対し、戦艦整備や潜水医学等に
関する能力構築支援、ASEAN加盟国の若手士
官などに海上自衛隊艦艇への乗艦研修などを
行っている。

加えて、2023年に新たに創設された政府安
全保障能力強化支援（OSA）は海洋安全保障
を優先分野の一つとし、同志国の軍などに対す

19	 地域のパートナーと協働し、人道及び自然災害に対応し、違法漁業と戦うために設計された海洋状況把握イニシアティブ。2022年5月に東
京で開催された日米豪印首脳会合で発表された。

る資機材供与やインフラ整備などを通じて、安
全保障上の能力・抑止力の強化を図っている。
2023年は、フィリピンに対し沿岸監視レー
ダーシステム、バングラデシュに対し警備艇、
マレーシアに対し警戒監視用機材（救難艇な
ど）、フィジーに対し警備艇などを供与するこ
とを決定した（203ページ　特集参照）。

こうした支援の実施に当たっては、日米豪印
の行う「海洋状況把握のためのインド太平洋
パートナーシップ（IPMDA）」19と連携し、ま
た、各国と覚書に基づきMDA情報の共有を図
るなど、同盟国・同志国との協調を進めてい
る。

（5）宇宙

日本は6月、3年ぶりに宇宙基本計画を改定
するとともに、新たに宇宙安全保障構想を策定
した。宇宙安全保障構想には、宇宙安全保障分
野の課題と政策を具体化し、宇宙安全保障に必
要なおおむね10年の期間を念頭に置いた取組
が盛り込まれ、同盟国・同志国などと共に宇宙
空間の安定的利用と宇宙空間への自由なアクセ
スを維持することが記載された。

近年、宇宙利用の多様化や宇宙活動国の増加
に伴って宇宙空間の混雑化が進んでおり、ま
た、衛星破壊実験などによりスペースデブリが
増加するなど、宇宙空間の持続的かつ安定的な
利用に対するリスクが増大している。こうした
状況に対応するため、日本は宇宙状況把握

（SSA）や宇宙システムの機能保証の強化など
に取り組んでおり、また、国際的なルール形成
や国際宇宙協力を実施している。

5月には、G7議長国として、G7広島サミッ
ト共同コミュニケに、スペースデブリ問題への
対処の重要性や破壊的な直接上昇型ミサイルに
よる衛星破壊実験の不実施へのコミットメント
などを初めて盛り込むことを主導した。

ア	宇宙空間における法の支配の実現
国際社会では、宇宙活動に関する国際的な

202

世界と共創し、国益を守る外交第3章

DIPLOMATIC BLUEBOOK 2024



203

第1節　日本と国際社会の平和と安定に向けた取組

外交青書 2024

世
界
と
共
創
し
、
国
益
を
守
る
外
交

33
現在、日本は戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に置

かれています。そのような中、力による一方的な現
状変更を抑止して、特にインド太平洋地域における平和と
安定を確保し、日本にとって望ましい安全保障環境を創出
するためには、日本の防衛力の抜本的強化に加え、同志国
の安全保障上の能力・抑止力の向上が不可欠です。こうし
た観点から、日本は2023年、開発途上国の経済社会開発
を目的とする政府開発援助（ODA）とは別に、無償による
資金協力の枠組みである政府安全保障能力強化支援（OSA）
を創設しました。
OSAは、同志国の安全保障上の能力や抑止力の強化に貢献することにより、日本との安全保障協力関

係の強化、日本にとって望ましい安全保障環境の創出及び国際的な平和と安全の維持・強化に寄与する
ことを目的として、軍などが裨

ひ
益者となる資機材の提供やインフラの整備などを行うものです。OSAは、

2022年12月16日に閣議決定された国家安全保障戦略によってその方針が示され、2023年4月5日、
OSAの実施方針が国家安全保障会議で決定・公表されました。
OSAは、日本の平和国家としての基本理念を引き続き堅持しつつ、支援対象国の安全保障上のニーズ

に応えることを大前提としています。そのため、実施方針では、（1）防衛装備移転三原則及び同運用指針
の枠内で支援を行うこと、（2）国際紛争との直接の関連が想定し難い分野に限定して支援を実施すること、
（3）国連憲章の目的及び原則との適合性を確保することなどが定められています。同実施方針に基づき、
法の支配に基づく平和・安定・安全の確保のための能力向上に資する活動（領海や領空などの警戒監視、
テロ対策、海賊対策など）、人道目的の活動（災害対処、捜索救難・救命、医療、援助物資の輸送能力向
上など）、国際平和協力活動（PKOなどに参加するための能力強化など）といった分野において、支援
を行っていきます。
OSAの実施に際しては、支援の適正性及び透明性確保の観点から、情報公開の実施、評価・モニタリ

ング及びその結果についての情報開示、供与後の目的外使用や第三者移転に係る適正管理を確保します。
また、協力の実施に当たっては、国家安全保障局、防衛省などとも連携することとしています。
初年度である2023年度は、いずれも地域の平和と安全にとって重要な役割を果たすフィリピン、マ

レーシア、バングラデシュ、フィジーに対し、支援実施を決定しました（12月末時点）。このうち、フィ
リピン及びマレーシアに対する案件の書簡の交換は、岸田総理大臣及びマルコス・フィリピン大統領、
アンワル・マレーシア首相それぞれの立ち会いの下、行われました。これら4か国への支援は、いずれ
も海洋安全保障分野の警戒監視能力向上に資するものであり、具体的には、フィリピン軍へは沿岸監視
レーダーシステムを、バングラデシュ軍へは警備艇を、マレーシア軍へは救難艇などを、フィジー軍へ
は警備艇などを供与します。今後も関係省庁と連携しつつ、OSAがその目的に資する有意義な成果を挙
げられるよう取り組んでいきます。

1　OSA：Offi  cial Security Assistance

フィリピンに対するOSAに関する書簡の交換式に参加する
岸田総理大臣とマルコス・フィリピン大統領（11月3日、
フィリピン・マニラ　写真提供：内閣広報室）

政府安全保障能力強化支援（OSA）1の創設
特集
SPECIAL
FEATURE

3-1-1_特集_政府安全保障能力強化支援(OSA)
001ページ



ルール形成が様々な形で活発に議論されてお
り、日本も宇宙空間における法の支配の実現に
向け積極的に関与している。

民生宇宙活動に関する国際的なルール形成に
関しては、国連総会の下に設置された常設委員
会である宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）
が重要な役割を果たしている。

COPUOSには、包括的な議論を行う本委員
会以外に、宇宙活動に係る諸問題について科学
技術的側面から検討を行う科学技術小委員会と
宇宙活動により生ずる法律問題を議論する法律
小委員会が設けられている。

2月に開催された科学技術小委員会において
は、スペースデブリやリモートセンシングなど
の個別のテーマに加え、宇宙活動の長期持続可
能性についても活発な議論が行われた。

3月に開催された法律小委員会においては、
宇宙空間の定義や静止軌道への衝平なアクセス
に関する問題に加え、近年関心が高まっている
宇宙交通管理（STM）や宇宙資源に関する議
論が行われた。特に、宇宙資源については、
2021年、法律小委員会（議長：青木節子慶應
義塾大学大学院教授）の下に新たに設置された
宇宙資源に関するワーキンググループにおい
て、宇宙資源をめぐる国際的なルールの在り方
について、集中的な議論が行われた。

宇宙空間における軍備競争の防止（PAROS）
については、日本や英国などが2021年に共同
で提案した「宇宙空間における責任ある行動」
に関する決議で設置されたオープン・エンド作
業部会（OEWG）が9月まで4回にわたり開
催された。宇宙空間において適用される国際法
や宇宙空間における脅威、責任ある・無責任な
行動について活発な議論が行われたが、一部の
国の反対により、報告書は採択されなかった。
また、これとは別の動きとして、ロシアが
2022年に提案して設立された政府専門家会合

（GGE）が11月にジュネーブで開催された。
さらに10月の国連第一委員会では、英国提案
の「責任ある行動」に関するOEWGを2025
年から2026年に、ロシア提案のPAROSに関
するOEWGを2024年から2028年に開催す

ることが決定された。
このほか日本は、宇宙空間における法の支配

に貢献するため、2021年に国連宇宙部の「宇
宙新興国のための宇宙法プロジェクト」への協
力を発表して以降、アジア太平洋地域の宇宙新
興国に対する国内宇宙関連法令の整備及び運用
の支援を行っている。2023年は、宇宙活動の
監督及び許認可に焦点を当てた法的能力構築支
援を実施した。6月には、「アジア・太平洋地
域宇宙機関会議（APRSAF）」の「宇宙法制イ
ニシアチブ（NSLI）」の参加国11か国と連携
し、各国の国内宇宙法制の整備と運用の取組を
取 り ま と め た 共 同 報 告 書 を 作 成 し、 国 連
COPUOS本委員会に提出し、各国の知見を共
有した。

イ	各国との宇宙対話・協議
日本は、主要な宇宙活動国やアジア太平洋地

域諸国を中心に、宇宙分野における対話・協議
などを推進している。

特に、2023年は、1月に6年ぶりとなる「日
仏包括的宇宙対話」や4年ぶりとなる「日EU
宇宙政策対話」、3月には3年ぶりとなる「宇
宙に関する包括的日米対話」を実施し、双方の
宇宙政策に関する情報交換のほか、安全保障分
野での協力や機関間協力など、多岐にわたる意
見交換を行った（米国との関係については184
ページ　2（2）エ参照）。

また日米豪印における取組としては、2021
年の日米豪印首脳会合において設置された宇宙
分野に関するワーキンググループを活用し、
ワークショップなどを通じた第三国への能力構
築支援（極端な降水現象への対応など）を実施
した。また、2023年5月の日米豪印首脳会談
においては、気候変動や災害分野、海洋分野に
おける宇宙技術及び宇宙関連アプリケーション
の重要性を確認した。

多国間会合としては、9月に文部科学省及び
国 立 研 究 開 発 法 人 宇 宙 航 空 研 究 開 発 機 構

（JAXA）がインドネシア国家研究イノベーショ
ン庁との共催により、「第29回APRSAF」を
開催し、宇宙産業の拡大や、今後の持続可能な
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宇宙活動の推進、社会課題への貢献について議
論した。

ウ	国際宇宙探査・国際宇宙ステーション（ISS）
平和的目的のための宇宙空間の探査及び利用

の進歩は、全人類の共同の利益であり、外交的
にも重要な意義を持つものである。

日本は、2019年、米国提案による国際宇宙
探査計画「アルテミス計画」への参画を決定し
た。2020年には、日米を含む8か国が、アル
テミス計画を念頭に、宇宙活動を促進する安全
で透明性の高い環境を作り出すための諸原則に
対する政治的コミットメントを示す「アルテミ
ス合意」に署名した。その後、アルテミス合意
は署名国を増やし33か国となった（2023年
12月末時点）。

また、4月には、日米両政府は、火星圏から
のサンプルを地球へ持ち帰る火星衛星探査計画

（Martian Moons eXploration：MMX）に関
する日米間の協力を行うための交換公文に署名
した。

さらに、日米両政府は、宇宙の探査及び利用
を始めとする宇宙協力を一層円滑にするための
新たな法的枠組みである「日・米宇宙協力に関
する枠組協定」を1月に署名し、同協定は6月
に発効した（206ページ　特集参照）。

日本は、宇宙分野における能力構築支援など
を目的として、ISSの日本実験棟「きぼう」を
活 用 し、 ア ジ ア 太 平 洋 地 域 に 対 し て は
APRSAFに設置されたKibo-ABCイニシアチ
ブ20を通した人材育成プログラム（ロボットプ
ログラミング、物理・植物実験など）を提供し
ており、アラブ首長国連邦（UAE）とは高品
質タンパク質結晶生成実験を6月に実施した。
さらに、宇宙新興国に対しては国連宇宙部との
協力枠組み「KiboCUBE」プログラム21を通
した超小型衛星の放出機会を提供しており、第

20	 Kibo-ABC（Asian Beneficial Collaboration through “Kibo” Utilization）イニシアチブ：アジア・太平洋地域におけるISSの「きぼう」
日本実験棟の利用推進と、その価値を共有することを目的としたイニシアチブ

21	 宇宙新興国などの宇宙関連技術の向上に貢献することを目的に、ISSの「きぼう」日本実験棟から超小型衛星を放出する機会を選定された機
関に提供するプログラム

22	 REDD＋： 正 式 名 称 は「Reducing Emissions from Deforestation and forest Degradation and the role of conservation, 
sustainable management of forests and enhancement of forest carbon stocks in developing countries」

8回「KiboCUBE」の公募を6月に開始した。
同プログラムの下、中米統合機構（SICA）、メ
キシコ、チュニジアは放出に向けた衛星開発を
行っている。

エ	宇宙技術を活用した地球規模課題への対応
近年、地球規模課題の解決において、宇宙技

術に対する期待が高まる中、日本は、国際的に
優位性を持つ宇宙技術を活用した国際協力を推
進し、持続可能な開発目標（SDGs）の達成な
どに向けて貢献している。

例えば、日本は、世界の降水状況を観測する
衛星を複数活用した「衛星全球降水マップ

（GSMaP）」を無償で提供しており、世界150
の国や地域において、降水状況の把握や防災管
理、農業などの多岐にわたる分野で利用されて
いる。さらに、日本は、アジア太平洋地域の災
害管理のため、災害発生時に衛星観測情報を無
償提供する「センチネルアジア」の立上げを主
導し、同プロジェクトは、これまでに36か
国・地域、430回以上の緊急観測要請に対応し
ている。防災関係者を対象にワークショップを
開催し、アジア諸国における災害時の衛星デー
タ利活用に係る能力向上にも貢献している。

加えて、独立行政法人国際協力機構（JICA）
は、JAXAと連携し、8月から9月にかけ12か
国の宇宙関連機関職員16人を日本に受け入れて、
SDGsに資する宇宙技術の利活用能力の向上に
係る研修を実施した。また9月からはルワンダ、
10月からはパラグアイにおいて、宇宙機関の組
織・技術的キャパシティ向上に係る技術協力事
業（各2年間を予定）を開始した。そのほか、
REDD＋（途上国における森林減少・森林劣化
に由来する排出の抑制、並びに森林保全、持続
可能な森林経営、森林炭素蓄積の増強）22におけ
る衛星技術の利用など多様な分野で宇宙技術を
活用した地球規模課題への対応を推進している。
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皆さんは、月や火星に行ってみたいと思いますか？日本は、米国が提唱した国際的な月探査計画で
ある「アルテミス計画」に参加しており、2020年代後半には日本人宇宙飛行士の月面着陸の実現

を目指しています。今日、様々な国が月を始めとする宇宙探査を計画しており、まさに、世界は新たな
宇宙探査の時代に突入していると言えるでしょう。
日本は、アルテミス計画を提唱した米国との間で、月面探査に利用する機器の開発・運用や宇宙飛行

士の月面活動など、多数の協力を予定しています。今後、宇宙科学や地球観測などの幅広い分野も含め、
更に協力が拡大していくことも見込まれています。このような中、これらの協力を一層迅速かつスムー
ズに進めるための新たな法的な枠組みが必要となり、「日・米宇宙協力に関する枠組協定」の交渉が始ま
りました。
本協定は、宇宙協力に関する基本事項を規定することにより、日米の実施機関（国立研究開発法人宇

宙航空研究開発機構（JAXA）や米国航空宇宙局（NASA）といった宇宙関連機関など）が個別の協力活
動を実施することができる仕組みを確立するものです。そのため、本協定の交渉では、日米の宇宙飛行
士が共同で月面探査を実施する場面も見据えながら、今後の日米宇宙協力に必要な法的仕組みや、安全
で持続可能な宇宙活動のための規範などについて日米間で知恵を絞りながら協議しました。例えば、協
力を行うに当たっての宇宙空間における人に対する管轄権に関する規定や、惑星保護や宇宙ゴミ（スペー
スデブリ）の低減に関する規定などです。新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、しばらくの間
はオンラインでの交渉を余儀なくされましたが、マスクを着用しながらの対面交渉も経て、晴れて交渉
が結実しました。
1月13日、ワシントンD.C.（米国）で、林外務大臣及びブリンケン米国国務長官の間で本協定の署名

が行われました。署名式に立ち会った岸田総理大臣からは、本協定により、日米宇宙協力が力強く推進
されるとともに、これまでになく強固になっている日米関係の協力分野が一層広がることを強く期待す
るとの言及がありました。
その後、日米両国における国内手続を経て、6月に本協定は発効しました。本協定によって、アルテ

ミス計画を含む日米間の宇宙協力が更に促進されることが期待されます。また、本協定の下での協力を
通じて、日米両国が安全で持続可能な宇宙活動を実践していくことで、宇宙活動に関する国際的なルー
ル作りにも貢献することが期待されています。

「日・米宇宙協力に関する枠組協定」締結までの道のり
特集
SPECIAL
FEATURE

日・米宇宙協力に関する枠組協定署名式（1月13日、米国・ワシントンD.C.　写真提供：内閣広報室）



（6）平和維持・平和構築

国際社会では依然として、民族・宗教・歴史
の違いなどを含む様々な要因、また、貧困や格
差などの影響によって地域・国内紛争が発生
し、近年、特にその長期化が課題となってい
る。このため、国連PKOの派遣などによる紛
争後の平和維持に加え、紛争の予防や再発防
止、紛争後の国家の国造りと平和の持続のた
め、開発の基礎を築くことを念頭に置いた平和
構築の取組が課題となっている。

近年では、紛争だけでなく、気候変動や感染
症など新たなリスクが平和と安定に及ぼす影響
についても懸念されており、より統合的なアプ
ローチが必要となっている。このように国際社
会の課題が複雑化・多様化する中、グテーレス
国連事務総長が、2023年7月に発出した「新・
平和への課題（New Agenda for Peace）」に
おいて、平和構築・平和維持といった平和活動
の強化を加盟国に呼びかけるなど、その取組は
ますます重要になっている。

ア	現場における取組
（ア）国連平和維持活動（国連PKO）など

2023年12月末時点で、11の国連PKOミッ
ションが中東・アフリカ地域を中心に活動して
おり、停戦監視、政治プロセスの促進、文民の
保護など幅広い任務を行っている。従事する
軍・警察・文民要員の総数は8万人を超える。
任務の複雑化・大規模化とそれに伴う人員、装
備、財源などの不足を受け、国連などの場で、
国連PKOのより効果的・効率的な実施に関す
る議論が行われている。

また、国連は、PKOミッションに加え、文
民主体の特別政治ミッション（SPM）を設立
し、紛争の平和的解決、紛争後の平和構築、紛
争予防といった多様な役割を付与している。

日本は、「国際連合平和維持活動等に対する
協力に関する法律（PKO法）」に基づき、1992年

23	 HDPネクサス（人道（Humanitarian）、開発（Development）、平和（Peace）の連携（Nexus））：短期的な「人道支援」と合わせて、
中長期的な観点から、難民の自立支援や受入国の負担軽減のための「開発協力」を行い、さらに難民発生の根本的な原因である紛争の解決・予防
に向けた「平和の取組」を進める考え方

以来、計29の国連PKOミッションなどに延べ
1万2,500人以上の要員を派遣してきた。直近
で は、 国 連 南 ス ー ダ ン 共 和 国 ミ ッ シ ョ ン

（UNMISS）に対し、2011年から司令部要員を、
2012年から施設部隊を派遣した。施設部隊は、
インフラ整備や避難民への給水活動などを実施
し、2017年5月に活動を終了した。UNMISS
司令部では2023年12月末時点で4人の自衛官
が活動し、同国の平和と安定に向けた協力を
行っている。また、日本は、2019年から、エ
ジプトのシナイ半島に駐留する多国籍部隊・監
視団（MFO）に司令部要員を派遣し、2023年
12月末時点で4人の自衛官が活動し、中東の平
和と安定に資する活動を行っている。日本は、
今後も、日本の強みをいかした能力構築支援の
強化、部隊及び個人派遣などを通じて、国際平
和協力分野において積極的に貢献していく。

（イ）平和構築に向けたODAなどによる協力
紛争及び人道危機への対応においては、人道

支援と開発協力に加え、平時から包摂的な社会
を実現するための平和構築及び紛争再発防止が
重要である。2022年には世界の難民・避難民
数が初めて1億人を超え、中長期的な観点に
立って強靱

じん
な国造りや社会安定化のための支援

を行い、自立的発展を後押しすることで、危機
の根本原因に対処する必要性が一層高まってい
る。日本は、「人道・開発・平和の連携（HDP
ネクサス）」23の考え方を、2023年6月に改定
された開発協力大綱で明記した。12月に開催
された第2回グローバル難民フォーラム（GRF）
においては、上川外務大臣から同アプローチに
おいて日本が主導の役割を務め、国際社会と協
力して、平和構築支援も含め未曽有の人道危機
に取り組む姿勢を示した。

a　中東
日本は、中東の平和と安定のための包括的支

援を実施しており、食糧援助や難民支援などの
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ほか、国造りを担う人材の育成を支援してい
る。パレスチナでは、難民人口が増大する一
方、難民キャンプのインフラ劣化や失業・貧困
などの生活環境の悪化が深刻化している。日本
はパレスチナの難民キャンプにおいて、「キャ
ンプ改善計画（CIP）」や教育施設への支援を通
じて、難民の生活環境の改善を図り、人間の安
全保障に基づく民生の安定と向上に貢献した。

b　アフリカ
日本は、2022年の第8回アフリカ開発会議

（TICAD 8）において、各国と共に、平和で安
定したアフリカの実現に向け取り組む考えを示
し、法の支配の推進、憲法秩序への回復・民主
主義の定着に向けたアフリカ自身による取組を
日本として力強く後押ししていく考えを示し、
新たに「アフリカの角」24担当大使を任命する
ことを表明した。2019年開催のTICAD 7で
提唱された「アフリカの平和と安定に向けた新
たなアプローチ（NAPSA）」の下、TICAD 8
以降もアフリカのオーナーシップを尊重しなが
ら、民主主義の定着及び法の支配の推進、紛争
予防・平和構築、コミュニティの基盤強化に向
けた支援などを通して、平和と安定に向けたア
フリカ主導の取組を後押ししている。

例えば、日本は、フランス語圏アフリカ諸国
に対し、2014年から刑事司法研修を行い、捜
査機関及び司法機関の能力強化を通じたサヘル
地域の安定化を支援してきた。また、アフリカ
諸国に対し、頻発するテロや越境犯罪などに対
する治安維持能力の向上のための治安対策機材
供与や、地雷除去支援も進めている。

南スーダンでは、UNMISSへの司令部要員
派遣に加え、2018年に署名された「南スーダ
ンにおける衝突の解決に関する再活性化された
合意（R-ARCSS）」25を受け、東アフリカの地
域機関である政府間開発機構（IGAD）などに

24	「アフリカの角（Horn of Africa）」とは、アフリカ大陸の北東部のインド洋と紅海に向かって「角」のように突き出た地域の呼称で、エチ
オピア、エリトリア、ジブチ、ソマリア、ケニアの各国が含まれる地域のこと

25	 南スーダンにおける衝突の解決に関する再活性化された合意（R-ARCSS：Revitalized Agreement on the Resolution of the Conflict in 
South Sudan）：2015年に締結された「南スーダンにおける衝突の解決に関する合意」が2016年7月の衝突により停滞したため、当事者間で再
度、衝突の解決に向け、暫定政府の構成、停戦措置、選挙の実施などに合意したもの

26	 2006年10月に設立された基金。アフリカを始めとする地域で、地域紛争や内戦の終結後の再発防止や、紛争の予防のための支援を実施。
具体的には、和平プロセス・政治対話への支援、経済活性化、国家の制度構築、女性・若者の国造りへの参加支援などを実施している。

よる和平合意の履行や停戦監視の実施を支援し
ている。さらに、日本は、2008年から2023
年までにUNDP経由で、アフリカ諸国が運営
するPKO訓練センターのうち計14か国のセン
ターに総額約6,500万ドルを拠出し、アフリカ
の平和維持活動能力の向上に寄与している。

イ	国連における取組
平和構築の取組の必要性に関する国際社会の

認識が高まった結果、2005年の安保理決議
（1645）及び総会決議に基づき、紛争解決から
復旧・社会復帰・復興まで一貫した支援に関す
る助言を行うことを目的とする「国連平和構築
委員会（PBC）」が、安保理及び総会の諮問機
関として設立された。PBCは国・地域におけ
る平和構築の在り方に関する議論に加え、女
性・平和・安全保障（WPS）などのテーマに
関する議論も行っており、近年は安保理や総会
などへの助言機能を果たす機会が増える傾向に
ある。

日本はPBC設立時から一貫して、PBCの
「組織委員会」のメンバーを務めており、強靱
で持続的な平和を実現するためには、HDPネ
クサスに基づくアプローチが必要との立場の
下、制度構築や人への投資に取り組む重要性を
唱えてきている。

また、日本は、国連平和構築基金（PBF）26

に、2023年12月末まで総額6,307万ドルを拠
出し、主要ドナー国として、国連関連機関が実
施するアフリカなどにおける事業の遂行を積極
的に支援している。

日本は、2023年1月から2年間の安保理の
任期でも平和構築を優先課題の一つとして取り
組んでおり、2023年1月には、安保理議長国
として平和構築に関する公開討論を主催し、ウ
クライナのみならず、いわゆるグローバル・サ
ウスが抱える様々な難しい課題に焦点を当て、
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平和を構築し、持続させる上での「人」の役割
を重視し、また、安保理によるPBCの活用と
いった国連の機能強化の重要性を強調した。同
会合には74か国が発言し、多くの国が日本の
考えに賛同した。

また、ほかの安保理理事国とも連携し、平和
構築に関する取組を実施してきている。例え
ば、5月のスイス安保理議長月における平和構
築に関する閣僚級公開討論では、日本から秋本
真利外務大臣政務官が出席し、人への投資を通
じた人間の安全保障の重要性を強調し、平和構
築に関して安保理が果たすべき役割についても
発言を行った。加えて、2024年1月には、ガ
イアナ及びモザンビークと共に、「平和構築と
平和の持続：強靱性強化に向けた人への投資」
をテーマとする会合を主催し、平和を構築する
上での女性のエンパワーメントを含む人への投
資の重要性について取り上げるなど、日本の立
場を積極的に発信した。このように、日本は、
PBCメンバー国としてだけでなく、安保理理
事国としても国連の場において、平和構築に取
り組む重要性が深く共有されるよう、議論を喚
起してきている。

ウ	人材育成
（ア）�平和構築・開発におけるグローバル人材

育成事業
紛争後の平和構築では、高い能力と専門性を

備えた文民専門家の人材育成が課題となってい
る。日本は、現場で活躍できる人材を育成する
事業を実施しており、2023年末までに育成し
た人材は900人を超える。事業修了生はアジ
アやアフリカなどの平和構築・開発の現場で活
躍しており、諸外国などから高い評価を得てい
る。また、若手人材向けの研修コース（初級コー
ス）を修了した215人のうち113人が国際機
関の職員（正規職員のほか、ジュニア・プロ
フェッショナル・オフィサー（JPO）や国連ボ
ランティア、コンサルタントを含む。）を務め
るなど、この事業は平和構築・開発分野の国際
機関における日本人のキャリア形成とプレゼン
ス強化に大きく貢献している。2023年には、

初級コース及び平和構築・開発分野での経験を
持つ中堅層の実務家を対象とする研修コースを
実施した（210ページ　コラム参照）。

（イ）各国平和維持要員の訓練
日本は、国連PKOに参加する各国の平和維持

要員の能力向上を支援してきている。2015年か
ら、国連、支援国、要員派遣国の三者が互いに
協力し、必要な訓練や装備品の提供を行うこと
でPKO要員の能力向上という喫緊の課題に対処
するための革新的な協力の枠組みである国連三
角パートナーシップ・プログラム（Triangular 
Partnership Programme：TPP）に資金を拠出
し、自衛隊員等を教官として派遣するなど協力を
行っている。これまで、国連PKOへ施設部隊を
派遣する意思を表明したアフリカの8か国312人
の要員に対し、重機操作の訓練を実施してきた。
2018年にはアジア及び同周辺地域にも対象地域
が拡大され、ベトナム及びインドネシアで訓練を
実施した。2019年10月から、国連PKOにおい
て深刻な問題となっている医療分野でも救命訓
練を開始し、2021年から国連PKOミッションに
遠隔医療を導入するための支援を開始した。
2023年は、7月にウガンダで実施された野外衛
生救護補助員コースに、自衛隊医官1人を派遣し
ている。重機操作及び医療分野で教官として派
遣した自衛官などは延べ317人に上る。さらに、
2023年は、TPPを拡充し、アフリカ連合（AU）
が主導する平和支援活動に派遣される要員への
訓練を実施するために約850万ドルの拠出を決
定した。なお、本プログラムとは別に、アジア・
アフリカ諸国のPKO訓練センターに対する講師
などの人材派遣や財政支援も行っている。

（7）治安上の脅威に対する取組

良好な治安を確保し、国民の生命などを守る
ことは、様々な社会経済活動の前提であり、国
の基本的な責務である。科学技術の進展、新型
コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」と
いう。）のまん延といった社会情勢の変化もあ
いまって急速に複雑化、深刻化している国際的
なテロや組織犯罪といった治安上の脅威に効果
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外務省委託「平和構築・開発におけるグローバル人材育成事業」の「プライマリー・コース」研修
員の小島秀亮です。同コースを通じて、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）1のモルドバ事務

所で国連ボランティアとして勤務しています。
皆さんはモルドバという国をご存じですか？欧州の端にあるこの国は、大国に翻弄されてきた歴史が

あり、今も欧州最貧国として知られています。そのモルドバには現在、ウクライナから逃れてきた難民
が約11万人暮らしており、この数はモルドバ全人口の約4%を占めます。経済的にも人的資源において
も裕福ではないこの小国にとって、これだけ多くの難民を受け入れることは困難を極めます。難民保護
と難民問題の解決を、難民条約などで使命として課されているUNHCRは、モルドバに逃れてきた難民
に対する現金の給付や支援物資の配布、法的・身体的保護の提供などから、政府への知的・物的支援ま
で幅広く活動しています。
赴任当初は、フィールドチームの一員として、ウクライナとの国境や難民受入れ用宿泊施設、支援を

提供している現地団体などに赴き、難民が抱える問題や必要とする支援の聞き取り調査とその対応を行っ
ていました。現在は機関間調整チームの一員として働いています。難民支援が必要な状況では、政府機
関や国連機関、国際赤十字委員会、NGOなど、様々なステークホルダーが活動を行います。受入れ国政
府と共にその先頭に立ち、支援活動の方針を決め、全ての関係団体がその方針に従って活動するよう促
し、支援が全ての人々に重複なく公平に行き渡ることを確保することが、機関間調整チームの役割です。
私は、中でも、モルドバ国内7か所に設置された地域別連絡会合を取りまとめる責任者として、各地域
で活動する団体間の連携の促進、地域特有の問題の特定及び関係部署への伝達や解決策の模索といった、
地方と中央を結ぶ仕事をしています。また、UNHCRの担当
者として越冬支援に関する機関間会合を主導し、モルドバの
長く厳しい冬に備えたニーズ調査と越冬支援の方針作成など
も行いました。今年のモルドバの越冬支援では、現金給付に
加えて、経済的に脆

ぜい
弱な世帯の家屋や地方都市のコミュニ

ティ施設のインフラ補強を行っています。
実際に働いていると、UNHCRのような国連機関でさえ活

動する上で多くの制限があることを日々感じます。それでも、
難民や現地住民から彼らの困難な状況について直接話を聞き、
UNHCRとしてどのような解決策を提供できるかを考えるこ
とや、難民支援の方針策定に携わることができることは、非
常にやりがいのある仕事です。権利を否定され安全を脅かさ
れた難民のためにUNHCRで働くことは高校生の頃からの夢
であり、今、実際に働くことができ、幸せに感じています。
様々な人道危機対応に携わった経験豊富な同僚から日々学び
つつ、彼らのような難民支援のプロとなることを目指して職
務に励んでいます。

1　UNHCR：The Offi  ce of the United Nations High Commissioner for Refugees

難民対応計画策定のためのワークショップ（筆者中央）

難民用宿泊施設で在モルドバ日本大使とUNHCRモル
ドバ代表などと一緒に（筆者手前左から1人目）

平和構築・開発における
グローバル人材育成事業に参加して
国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）モルドバ事務所
フィールド担当官補（国連ボランティア）　小島秀亮
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的に対処するためには、国際社会全体が協力し
て取り組むことが不可欠である。

ア	テロ及び暴力的過激主義対策
2019年末以降、新型コロナの感染拡大によ

り、人々の情報通信技術への依存が高まり、テ
ロを取り巻く環境にも大きな影響があった。テ
ロリストは、ガバナンスの脆

ぜい
弱化、貧困、人

種・民族問題の顕在化による社会的分断など、
新型コロナの流行を受けた社会の新たな状況に
も適応しつつ、アジアを含む各地域でテロ活動
を継続し、また、インターネット・SNSを使っ
た過激思想の拡散あるいは勧誘行為、さらに
は、暗号資産などを使用しテロ資金獲得を図る
といった傾向も顕著に見せるようになった。
2023年10月、日本はG7議長国としてG7ロー
マ・リヨン・グループ会合27を東京で開催し、
テロ・コンテンツ対策を含むオンライン・テロ
対策に関する議論を深めるため、GIFCT（テ
ロ対策に関するグローバル・インターネット・
フォーラム）28を招待した。

さらに、日本は、2016年のG7伊勢志摩サ
ミットで取りまとめた「テロ及び暴力的過激主
義対策に関するG7行動計画」に則

のっと
り、これま

で、テロ対処能力構築の取組として、国際刑事
警察機構（インターポール）のデータベース活
用促進やテロ資金対策を実施しているほか、テ
ロの根本原因である暴力的過激主義を防止する
ため、対話などを通じた穏健な社会の促進や教
育を通じた取組の実施、また、刑務所における
更生支援のための取組を含む法執行機関の能力
構築支援を実施してきた。これらに加えて、主
に東南アジア地域におけるテロ及び暴力的過激
主義対策を着実に推進するために、国連薬物・
犯罪事務所（UNODC）、インターポール、国連開
発計画（UNDP）などの国際機関を通じ、各機関
の強みをいかしたプロジェクトを実施している。

また、過去20年間にわたり継続して行って

27	 国際テロ及び国際組織犯罪対策の分野における優先課題への対応などについて、G7の専門家の間で協議する枠組みで、G7の共通ポジショ
ンを形成する機会となっている。議論の結果はG7首脳・閣僚会合にインプットされる。

28	 GIFCT（Global Internet Forum to Counter Terrorism）：インターネット上のテロリズムや暴力的過激主義の拡散を共同で防止する目的
で設立されたIT企業による民間フォーラム

いる取組として、インドネシア、マレーシア及
びフィリピンからイスラム学校の教師を招へい
し、宗教間対話、異文化交流、日本の教育の現
場の視察などを行う交流を実施している。
2020年、2021年と新型コロナにより実施を
見送ったが2022年から同事業を再開した。異
なる価値を受け入れる寛容な社会・穏健主義拡
大への貢献のため、今後も継続して実施していく。

このほか、二国間・三国間テロ対策協議、日
米豪印テロ対策作業部会などを通じて、テロ情
勢に関する情報交換や連携の強化などを確認し
つつ、実践的な協力を強化してきている。

さらに、テロ対策の要諦は情報収集であると
の認識に基づき、2015年12月、日本政府は
国際テロ情報収集ユニット（CTU-J）を設置
し、政府一体となった情報収集を官邸の司令塔
の下に行ってきている。海外における邦人の安
全確保という重要な責務を全うするため、引き
続きCTU-Jを通じた情報収集を更に強化し、
テロ対策及び海外における邦人の安全確保に万
全を期していく。

イ	刑事司法分野の取組
国連の犯罪防止刑事司法会議（通称「コング

レス」）及び犯罪防止刑事司法委員会（いずれ
も事務局はUNODC）は犯罪防止及び刑事司
法分野における国際社会の政策形成を担ってい
る。2021年3月に京都で開催された第14回コ
ングレス（京都コングレス）では、全体テーマ

「2030アジェンダの達成に向けた犯罪防止、刑
事司法及び法の支配の推進」の下、国際社会が
犯罪防止・刑事司法の分野で中長期的に取り組
むべき内容をまとめた政治宣言（京都宣言）が
採択された。日本は、その後もリーダーシップ
を発揮し、UNODCなどと協力しつつ、（1）
アジア太平洋地域において刑事実務家が情報共
有や意見交換をするプラットフォームとしての

「アジア太平洋刑事司法フォーラム」の定期開
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催、（2）若者（ユース）たちが自ら議論し、そ
の声を政策に取り入れていくことを目指す「法
遵守の文化のためのグローバルユースフォーラ
ム」の定期開催、（3）国際社会による再犯防止
の取組を推進するための国連準則の策定への取
組を進めているほか、UNODCが行う京都宣
言のテーマ別討論をサポートするなど、京都宣
言のフォローアップを積極的に行っている。

さらに、2023年5月に開催された国連犯罪
防止刑事司法委員会において、日本は、京都宣
言を引き続きフォローアップする決議案を提出

し、同決議案は全会一致で採択された。これに
より、京都コングレスの成果は、2026年の第
15回コングレス（アラブ首長国連邦がホスト
国）に受け継がれていくこととなった（本ペー
ジ　コラム参照）。

また、UNODC及びインターポールへの資金
拠出や日・ASEAN統合基金（JAIF）からの資
金拠出を通じて、東南アジア諸国の検察その他
刑事司法機能の強化、刑務所運営の強化及びサ
イバー犯罪対策に係る能力強化を支援している。

そのほか、国連アジア極東犯罪防止研修所

212

世界と共創し、国益を守る外交第3章

DIPLOMATIC BLUEBOOK 2024

「ラポラトゥールは報告書案を説明してください。」
5月27日土曜日真夜中の午前1時半。ここは、第

32会期国連犯罪防止刑事司法委員会（CCPCJ）1通常会合の
ひな壇。議長から促されたラポラトゥールの私は、マイクを
オンにして話し始めました。

●ラポラトゥール（報告者）とは？
ラポラトゥールとは、会議での議論の内容や結果を報告書

にまとめて報告する人のことです。私の場合、5月22日（月）
から26日（金）の1週間、第32会期CCPCJ通常会合で話し
合われたことを報告書にまとめるのが任務でした。通常はそ
の報告書を金曜日の午後の会議で説明し、全会一致で採択されると正式な報告書になります。

●ラポラトゥール、走る
この1週間の主なテーマは「司法へのアクセスを保障するための刑事司法制度の強化」や「京都コン

グレス 2の成果文書である京都宣言の実施状況」で、これらのテーマについて参加国の意見をまとめるこ
とが任務でした。ラポラトゥールの私は、金曜日までに報告書案をまとめなければならないため、
CCPCJ事務局の助けを借りながら案文を作りました。ラポラトゥールはあくまでこの会議の役員、つま
り日本政府職員としての立場を離れた国連の役職ですが、同時に、私は、この会議に参加する日本政府
代表団の一員でもありました。ですから私は、二足のわらじをはいて、国連の役職として報告書の案を
作るかたわら、日本政府代表団の一員として決議案交渉への参加、東京から来る出張者の対応、日本主
催のサイドイベントの開催準備と常に走り回っていました。他国の外交官仲間からは、「ニンジャみたい
にどこにでもいるな。」と言われたほどです。例えば、事務局から電話がかかってきて、「ジュン、今ど
こ？報告書の書きぶりについて相談したい。」と言われればニンジャは急いで事務局と落ち合い、相談が
一段落すると日本政府代表団の一員としての現場対応に戻るのですが、その後、また事務局から電話が
かかってくるという具合で、この1週間はとにかくよく走りました。

報告書の説明をするところ
（5月27日（土）午前1時半、オーストリア・ウィーン　
筆者ひな壇右端、スクリーン）

国連の会議でラポラトゥール（報告者）を務めて
在ウィーン国際機関日本政府代表部 一等書記官　山﨑純
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（UNAFEI）29を通じて、犯罪者処遇や犯罪防
止、犯罪対策などに関する研修を日本で実施
し、各国刑事司法担当者などの能力構築に貢献
している。

日本は、テロを含む国際的な組織犯罪を一層
効果的に防止し、これと戦うための協力を促進
する国際的な法的枠組みを創設する国際組織犯
罪防止条約（UNTOC）の締約国として、同
条約に基づく捜査共助や条約の履行状況を審査
する取組による国際協力を推進している。

ウ	腐敗対策
持続的な発展や法の支配を危うくする要因と

して指摘される腐敗への対処に対する国際的な

29	 日本政府と国連との協定に基づき、1962年に設立された国連地域研修所。東京都昭島市に所在。法務省が運営し、海外参加者を招へいし
て刑事司法分野の研修などを継続的に実施している。

関心が高まる中で、日本は、贈収賄、公務員に
よる財産の横領などの腐敗行為に対処するため
の措置や国際協力を規定した国連腐敗防止条約

（UNCAC）の締約国として、同条約の効果的
履行や腐敗の防止・撲滅のための国際協力の強
化に向けた議論に積極的に参加している。9月
には、UNCACレビューメカニズム（締約国
間の相互審査）において、同条約上の犯罪化及
び法執行（第3章）並びに国際協力（第4章）
の規定に係る日本の実施状況に関する審査の結
果についてのエグゼクティブ・サマリーが公表
された。また、G20の枠組みで開催される腐
敗対策作業部会の活動にも積極的に参加し、法
執行関連の国際協力強化や腐敗防止に責任を有

213

第1節　日本と国際社会の平和と安定に向けた取組

外交青書 2024

世
界
と
共
創
し
、
国
益
を
守
る
外
交

33

報告書を作成する際、ある国からの、名指しはしないまでも一定の国々を非難する響きを含む発言を
どう報告書に書くかという悩ましい問題もありました。そのような発言をしたことは事実なので、書か
ないとそのある国が反発しますが、書けば書いたで非難された国々が黙っていないからです。私は、過
去の報告書の記載ぶりを参考に、なるべく穏当な文言を入れました。
報告書案について検討してもらうため、木曜日の午後には参加国に共有しました。するとその日の夜

には、上に書いたある国からの発言で非難された国々の担当官から「ジュン、これどういうこと？」と
問合せがありました。私はまた走り出し、個別にそれらの国々の担当官に会って説明をして理解を求め
ました。
そのようにしてやっと迎えた金曜日ですが、今度はある決議案の交渉が難航し、その交渉がいつ終わ

るかが全く見通せなくなりました。その決議は報告書の一部を成すものなので、まとまるまでは報告書
の採択ができません。ようやくこの決議案がまとまったとき、時刻は0時を回っていました。このよう
なドタバタの末、5月27日土曜日午前1時半、私はひな壇にたどりつくことができたのでした。

●そして、報告書採択へ
「ラポラトゥールから説明のあった報告書案に意見はありますか。」議長が参加者に尋ねます。心地よ
い沈黙が続きます。なんと発言を求める国はなし！議長の木づちをたたく音が高らかに響き、土曜日午
前2時頃、報告書「案」は正式な報告書として無事に採択されたのでした。会議後に事務局から聞きま
したが、30年以上のCCPCJの歴史の中で、報告書が一言の修正もなく採択されたのは史上初とのこと
でした。議長も事務局も喜んでいましたし、参加した国々からも感謝されました。地道で決して目立つ
ことのないニンジャのような仕事ぶりだったかもしれませんが、汗をかいている姿はみんなが見てくれ
ていました。このラポラトゥールとしての仕事が、日本が国際社会で存在感を高める一助になったので
あれば幸いです。

1　CCPCJ：Commission on Crime Prevention and Criminal Justice
2　 国連犯罪防止刑事司法会議（通称「コングレス」）。5年に1度開催される、犯罪分野では最大規模の国連会議で、2021年3月に開催された第

14回コングレスは日本がホスト国を務め、京都市の国立京都国際会館で開催した。



する当局の清廉性の促進など、腐敗対策の諸分
野に関するハイレベル原則の策定に貢献した。
さらに2023年8月には、G20腐敗対策作業部
会が設置されて以来2回目の開催となる閣僚会
合に出席し、国際的な腐敗対策に係る枠組みを
強化するための議論を経て、「G20閣僚会合成
果文書及び議長総括」が採択された。そのほ
か、UNAFEIを通じて日本で汚職防止刑事司
法支援研修を実施している。

経済協力開発機構（OECD）贈賄作業部会
は国際商取引における外国公務員に対する贈賄
の防止に関する条約（外国公務員贈賄防止条
約）の各締約国による履行状況の検証を通じ
て、外国公務員に対する贈賄行為の防止に取り
組んでおり、日本も積極的に参加している。

エ	マネー・ローンダリング（資金洗浄）・テロ
資金供与対策
マネー・ローンダリングやテロ資金供与対策

については、国際的な枠組みである金融活動作
業部会（FATF）が、各国が実施すべき国際基
準を策定し、その履行状況について相互審査を
行っている。また、近年、FATFは、大量破壊
兵器の拡散につながる資金供与の防止対策にも
取り組んでおり、北朝鮮による不正な金融活動
の根絶を求めるFATF声明を発出している。

日本は、設立時からのメンバー国として、こ
れらの議論に積極的に参加している。なお、
2021年6月のFATF全体会合において第4次
対日相互審査報告書が採択され、同年8月末に
公表された。この報告書で指摘された改善事項
について、日本は着実に対応策を実行・準備し
ている。

加えて、日本は、テロ資金供与防止条約の締
約国としてテロ資金対策を行っているほか、国
連安保理タリバーン制裁委員会及び同ISIL及
びアル・カーイダ制裁委員会の指定を受け、ま
たは、国連安保理決議第1373号30に基づく日
本独自の対応として、テロリスト等に対する資
産凍結などの措置を実施している。政府は、

30	 2001年3月の米国同時多発テロ発生を受け、同年9月に国連安保理で採択された。国連加盟国に対し、テロ行為を行う者やテロ行為に関与
する者などに対する資産凍結等の包括的な措置を講じることを求めている。

2023年10月7日のハマスなどによるイスラエ
ルへのテロ攻撃を受けて、国連安保理決議第
1373号に基づき、10月31日にハマス関係の
9個人及び1団体を資産凍結などの措置の対象
に指定した後、12月26日にはハマス関係の3
個人を追加指定している。2023年12月末時
点では、合計410個人及び120団体に対し資
産凍結などの措置を実施している。

オ	人身取引対策・密入国対策
日本は、手口が一層巧妙化・潜在化する人身

取引犯罪に効果的に対処するため、「人身取引
対策行動計画2022」に基づき、国内体制を強
化し、また、開発途上国に対する支援にも積極
的に取り組んでいる。例えば、2023年も、国
際協力機構（JICA）を通じ、日本を含むアジア
各国の関係者の人身取引対策（特に、予防、被
害者保護・自立支援）に関する取組の相互理解
及びより効果的な地域連携の促進を目的とする
研修事業を引き続き実施した。さらに、2022
年1月からJICAを通じたタイ政府に対する技術
協力を実施しており、2023年8月にはメコン地
域の人身取引対策関係者のネットワーク強化を
目的とした人身取引対策のためのワークショッ
プを開催した。また、同年3月からJICAを通じ
たカンボジア政府に対する技術協力を実施して
おり、関連機関による人身取引被害当事者への
支援能力の向上を目指している。国際機関との
連携としては、国際移住機関（IOM）への拠出
を通じて2023年も継続して、日本で保護され
た外国人人身取引被害者の母国への安全な帰国
支援及び帰国後に再被害に遭うことを防ぐため
の社会復帰支援事業を行った。また、UNODC
が実施する東南アジア向けのプロジェクトへの
拠出を通じ、法執行当局に対する研修を始めと
する対応能力強化支援を実施した。

日本は、人身取引議定書及び密入国議定書の
締約国として、人身取引や移民の密入国対策の
ため、諸外国との連携を一層深化させている

（215ページ　コラム参照）。

214

世界と共創し、国益を守る外交第3章

DIPLOMATIC BLUEBOOK 2024



215

第1節　日本と国際社会の平和と安定に向けた取組

外交青書 2024

世
界
と
共
創
し
、
国
益
を
守
る
外
交

33
ミャンマーは、同じアジアの国であり、国民の大半が仏教徒と言われていますが、あまりなじみが

ないという人も多いのではないでしょうか。一方、その隣のタイは、日本人も多く住んでいるほ
か、世界中から旅行客が訪れる東南アジアの国です。
2021年2月1日のミャンマーの軍事クーデター以降、同国からタイに避難してきている人々や子ども

たちが国境付近で急増しており、人道的・社会的な問題になっています。タイ北部のターク県では、
2022年6月だけでも、約1万500人のミャンマー人が非正規に入国したと推定されています（国際移住
機関（IOM）調べ）。そのうち、2,000人以上の新規入国者は、これまで何年も学校教育を受けられな
かった学齢期の子どもたちです。学校に通えない子どもたちが増えることは、人身売買や児童労働、搾
取の大きなリスクとなっています。特に少女たちは、学校外での性的搾取に遭うおそれが高くなってい
ます。タイ教育省の移民教育調整センター（MECC）は、64の移民教育センター（MLC）と1万人以
上のターク県の子どもたちの教育管理に関する調整に努めていますが、その財源は非常に限られています。
国連教育科学文化機関（ユネスコ）は設立以来、教育、科学、文化、コミュニケーションの分野にお

ける国際的な知的協力及び途上国への支援事業を行ってきました。これらの分野において、危機への備
え、救援、復旧、復興の人的・制度的側面にも取り組んでいます。特に、教育分野では、質の高い教育
へのアクセスを支援することで、持続可能な復興と長期的な発展のための基盤構築を目的としています。
タイ・ミャンマー国境の悪化する状況に鑑み、避難している子ど

もたちの学習へのアクセスや安全な空間を提供するために、ユネス
コは、日本政府の支援の下、ターク県で緊急の教育及び人道支援の
プロジェクトを開始しました。国連の人道・開発・平和の連携（HDP
ネクサス）の観点から、社会的結束の促進（教育を通じた平等、正
義、寛容、尊重、多様性の促進）、社会的回復力の構築、対話の促進、
地域のオーナーシップの強化を通じて、人道的行動、開発、平和の
結び付きを強化しています。具体的には、約3,000人の移民の子ど
もたちへの学習の継続性の確保及び食糧支援と衛生管理の促進、オ
ンライン学習プログラムにアクセスするためのICT機器とインター
ネットの提供、ミャンマー教育省の基本教育カリキュラムに沿った
主要科目の質の高いビデオ授業の開発、移住児童や青少年がMLCか
らタイの学校に入学するためのタイ語の授業提供など各種支援、社
会性と情動に関する学習機会の提供を含めた約100人の教師への支
援などを実施しています。対象となるMLCには、その倍以上の生徒
たちが在籍しており、オンライン学習プログラムには遠隔地からも
アクセスできることから、MLCの改築と同学習プログラムにより、支援を必要とするより多くの子ども
たちが恩恵を受けることになります。この事業により、移民や社会的弱者の子どもたちが、安全で適切
かつ包括的な機会を得て、学習を継続し、心身ともに健康で学習損失を減らすことで、タイ・ミャンマー
国境の平和を促進することが期待されます。また、この事業の終了後も、子どもたちへの支援が継続で
きるよう、ほかの国連機関や政府団体、基金、日本企業、NGOなどとのパートナーシップの構築を行っ
ていく予定です。

MLCでの給食（8月15日、タイ　写真提供：
MECC TAK PASEO 2）

MLCでの学習の様子（12月、タイ　写真提
供：MECC TAK PASEO 2）

タイ・ミャンマー国境の子どもたちを助けるために 
―ユネスコによる教育・人道支援―

国連教育科学文化機関（UNESCO：ユネスコ）コンサルタント　甲斐利也

コラム
COLUMN



カ	不正薬物対策
日本は、UNODCと協力し、違法薬物の原

料の生産や新たな合成薬物の製造、密輸などの
取締りに関係する調査、分析情報の整備や連携
ネットワークの維持拡大に貢献している。ま
た、国境を越える国際的な薬物取締りの実地的
な能力強化、薬物原料植物の違法栽培に代わる
作物の生産などの支援及び取締り関連情報の整
備を進めるとともに、薬物対策分野における地
域ごとの開発課題を考慮しながら、世界各地に
拡散する不正薬物の対策に取り組んでいる。

	 4		 4	 軍縮・不拡散・原子力の 
平和的利用

（1）核軍縮

日本は、唯一の戦争被爆国として、「核兵器
のない世界」の実現に向け国際社会の取組を
リードしていく責務がある。

しかし、ロシアによるウクライナ侵略、北朝
鮮の核・ミサイル開発、中国の透明性を欠く核
戦力の増強などにより「核兵器のない世界」へ
の道のりは一層厳しくなっている。また、核兵
器禁止条約を取り巻く状況に見られるように、
核軍縮の進め方をめぐっては、核兵器国と非核
兵器国との間のみならず、核兵器の脅威にさら
されている非核兵器国とそうでない非核兵器国
との間においても立場の違いが見られる。この
ような状況の下、核軍縮を進めていくために
は、様々な立場の国々の間を橋渡ししながら、
現実的かつ実践的な取組を粘り強く進めていく
必要がある。

日本は、「核兵器のない世界」の実現のため、
被爆地広島出身の岸田総理大臣のリーダーシッ
プの下、核軍縮に向けた着実な歩みを進めてい
る。特に、被爆地広島で開催された5月のG7
広島サミットでは、各国首脳が被爆の実相に触

31	 岸田総理大臣が2022年8月のNPT運用検討会議で提唱したもの。「核兵器のない世界」という「理想」と「厳しい安全保障環境」という
「現実」を結び付けるための現実的なロードマップの第一歩として、核リスク低減に取り組みつつ、（1）核兵器不使用の継続の重要性の共有、（2）
透明性の向上、（3）核兵器数の減少傾向の維持、（4）核兵器の不拡散及び原子力の平和的利用、（5）各国指導者などによる被爆地訪問の促進、の
五つの行動を基礎とする。

れる機会を持ち、その上でG7首脳間で胸襟を
開いた議論が行われ、「核兵器のない世界」へ
のコミットメントが確認された。また、核軍縮
に関するG7初の首脳独立文書である「核軍縮
に関するG7首脳広島ビジョン」を発出し、核
兵器国と非核兵器国双方が参加する核兵器不拡
散条約（NPT）体制の維持・強化の重要性を
強調し、「核兵器のない世界」に向けた国際社
会の機運を今一度高めることができた。このよ
うに、被爆地を訪れ、被爆者の声を聞き、被爆
の実相や平和を願う人々の思いに直接触れた
G7首脳が「G7首脳広島ビジョン」を発出し
たことは歴史的な意義のあることである。日本
としては、本ビジョンを強固なステップ台とし
つつ、2022年のNPT運用検討会議で岸田総
理大臣が発表した「ヒロシマ・アクション・プ
ラン」31の下での取組を一つ一つ実行していく
ことで、「核兵器のない世界」に向け、現実的
かつ実践的な取組を進めていく考えである。

そのほか、「核兵器のない世界」に向けた国
際賢人会議、核兵器廃絶決議の国連総会への提
出、軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI）な
どの同志国・有志国との協力・連携の取組や個
別の協議などを通じ、立場の異なる国々の橋渡
しに努めてきている。また、包括的核実験禁止
条約（CTBT）の発効促進や核兵器用核分裂性
物質生産禁止条約（FMCT）の交渉開始に向
けた働きかけ、軍縮・不拡散教育の推進、さら
には効果的な核軍縮検証の実現に向けた議論・
演習といった核兵器国も参加する現実的かつ実
践的な取組なども積み重ねることを通じ、NPT
体制の維持・強化を進めていく考えである。

なお、核兵器禁止条約は、「核兵器のない世
界」への出口とも言える重要な条約である。し
かし、現実を変えるためには、核兵器国の協力
が必要だが、同条約には核兵器国は1か国も参
加していない。そのため、同条約の署名・批准
といった対応よりも、日本は、唯一の戦争被爆
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国として、核兵器国を関与させるよう努力して
いかなければならず、そのためにも、まずは、

「核兵器のない世界」の実現に向けて、唯一の
同盟国である米国との信頼関係を基礎としつ
つ、現実的かつ実践的な取組を進めていく考え
である。

ア	核兵器不拡散条約（NPT）32

日本は、国際的な核軍縮・不拡散体制の礎石
であるNPT体制の維持・強化を重視している。
NPTの目的の実現及び規定の遵守を確保する
ために5年に1度開催される運用検討会議では、
1970年のNPT発効以来、その時々の国際情
勢を反映した議論が行われてきた。

2026年第11回NPT運用検討会議第1回準
備 委 員 会 は7月31日 か ら8月11日 に 国 連
ウィーン本部において開催され、日本からは、
武井俊輔外務副大臣が出席した。武井外務副大
臣は一般討論で最初にステートメントを行い、

「核兵器のない世界」への道のりが一層厳しく
なる中だからこそ、NPT体制の維持・強化は
国際社会全体の利益であり、引き続き「ヒロシ
マ・アクション・プラン」に基づき現実的かつ
実践的な取組を進めていくと述べた。また、
ALPS処理水33の海洋放出について、7月に公
表された国際原子力機関（IAEA）による包括
報告書の内容に言及しつつ、日本は科学的根拠
に基づき、高い透明性をもって、国際社会に対
して丁寧に説明してきており、こうした努力を
これからも続けていくと表明した。

各国が2026年の次回運用検討会議に向け
NPT体制の維持・強化の重要性への共通認識
を示し、対面で率直な意見交換を行った意義は
大きい一方、最終的に一部の国の反対意見によ
り、議長が議長サマリーの作業文書としての提
出を控えざるを得なかったことは残念であり、
こうした国際社会の分断の状況は、今後乗り越
えなければならない課題である。一方、今回の

32	 NPT：Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons
33	 ALPS処理水とは、ALPS（多核種除去設備（Advanced Liquid Processing System））などにより、トリチウム以外の放射性物質について

安全に関する規制基準値を確実に下回るまで浄化した水。ALPS処理水は、その後十分に希釈され、トリチウムを含む放射性物質の濃度について安
全に関する規制基準値を大幅に下回るレベルにした上で、海洋放出されている。

会議を通じて、国際的な核軍縮・不拡散体制の
礎石であるNPTを中心とした国際的な核不拡
散体制の維持・強化が国際社会全体の利益であ
ることへの強い認識が広く共有されていること
が改めて確認された。

イ	「核兵器のない世界」に向けた国際賢人会議
岸田総理大臣は2022年1月の施政方針演説

で、核兵器国と非核兵器国、さらには、核兵器
禁止条約の参加国と非参加国からの参加者が、
それぞれの国の立場を超えて知恵を出し合い、
また、各国の現職・元職の政治リーダーの関与
も得て、「核兵器のない世界」の実現に向けた
具体的な道筋について、自由闊

かっ
達な議論を行う

場として国際賢人会議の立ち上げを表明した。
2022年12月に広島で開催された第1回会合

に続き、第2回会合は、4月4日及び5日に東
京において開催され、白石隆座長（熊本県立大
学理事長）を含む日本人委員3名のほか、核兵
器国、非核兵器国などからの外国人委員6名の
合計9名の委員が対面参加し、5名の外国人委
員がオンラインで参加した。会議では2026年
第11回NPT運用検討会議第1回準備委員会へ
のインプットを念頭に、同会合での議論を具体
的なメッセージの形で取りまとめることで一致
した。発出されたメッセージは、国際社会が重
大かつ前例のない核の課題に直面しているとし
た上で、現在の危機を特にNPTの維持・強化
によって核不拡散体制を強化する機会に変えな
ければならないとの認識の下、2026年第11
回NPT運用検討会議第1回準備委員会から始
まる次期NPT運用検討サイクルで優先される
べき措置として、（1）核兵器の使用・威嚇の
禁止を含む「規範の強化・拡大」、（2）新たな
軍備管理体制の確立に向けた対話を含む「具体
的な施策の実施」、（3）「NPT運用検討プロセ
スの活性化・強化」に取り組むことなどを要請
している。
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第3回会合は、12月8日及び9日に長崎にお
いて開催され、白石座長を含む日本人委員3名
のほか、核兵器国、非核兵器国などからの外国
人委員10名の合計13名の委員が対面で、1名
の外国人委員がオンラインでそれぞれ参加し、
また、政治リーダーとしてブラウン英国上院議
員（元国防相）が、開催地の有識者として朝長
万左男日赤長崎原爆病院名誉院長が対面参加し
た。

岸田総理大臣は閉会セッションに出席し、自
由闊達な議論を通じて「長崎を最後の被爆地に」
という共通の決意を新たにすることに国際賢人
会議の意義があり、「核兵器のない世界」に向
けて、引き続き国際賢人会議の叡

えい
智を得つつ強

いリーダーシップを発揮していくと述べた。
今次会合では、参加者は国際的な安全保障環

境の変化や人工知能（AI）を含む新興技術な
どの今日的視点から、核軍縮を進める上での課
題について深く検討を行うとともに、2026年
のNPT運用検討会議に向けた国際賢人会議と
しての最終成果物の検討を開始し、「長崎を最
後の被爆地に」という決意の下、核軍縮を取り
巻く国際的な安全保障環境の更なる不安定化を
避けるためにも、外交努力の一層の強化や政治
的なリーダーシップが不可欠であるとの点で一
致した。

ウ	核兵器のない世界に向けたジャパン・チェア
9月19日、岸田総理大臣は国連総会の一般

討論演説において、核軍縮「主流化」の流れを

34	 NPDI：Non-Proliferation and Disarmament Initiative

確実に進めていくためには、政府だけではな
い、重層的な取組が重要との認識の下、新たに
30億円を拠出して、海外の研究機関・シンク
タンクに「核兵器のない世界に向けたジャパ
ン・チェア」を設置することを表明した。

同ジャパン・チェアは、海外の主要な研究機
関・シンクタンクにおいて、核軍縮を専門とす
るポスト（核兵器のない世界に向けたジャパ
ン・チェア）の設置を支援することで、日本が
掲げる「現実的かつ実践的な核軍縮」について
の議論を喚起し、また、国際社会の分断克服に
貢献することを目的としたものであり、2024
年の活動開始を予定している。

エ	軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI）34

2010年に日本とオーストラリアが主導して
立ち上げた地域横断的な非核兵器国のグループ
であるNPDI（12か国で構成）は、現実的か
つ実践的な提案を通じ、核兵器国と非核兵器国
の橋渡しの役割を果たし、核軍縮・不拡散分野
での国際社会の取組を主導している。2022年
8月にニューヨークで開催された第11回NPDI
ハイレベル会合には、岸田総理大臣が日本の総
理大臣として初めて出席し、会合後にNPDIと
してNPTの実施を強化するために必要な、継
続的かつハイレベルの政治的リーダーシップ及
び外交上の対話の促進にコミットし続けるとの
決意を表明するとの共同声明が発出された。

また、NPDIとして、第9回NPT運用検討
会議に計19本、第10回NPT運用検討会議プ
ロセスに計18本の作業文書を提出するなど、
現実的かつ実践的な提案を通じてNPT運用検
討プロセスに積極的に貢献してきている。
2023年7月から8月に開催された2026年第
11回NPT運用検討会議第1回準備委員会でも、
NPDIとして共同ステートメントを実施したほ
か、透明性（報告）と説明責任（アカウンタビ
リティ）及び運用検討プロセス強化に係る作業
文書を共同で提出した。また、同委員会の直前
に開催されたNPT運用検討プロセス強化に関

「核兵器のない世界」に向けた国際賢人会議第3回会合
（12月8日から9日、長崎県長崎市　写真提供：内閣広報室）
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する作業部会では、日本がNPDIなどを通じて
長年主張してきた透明性向上や国別報告書によ
る説明責任（アカウンタビリティ）の必要性に
ついて具体的な議論が行われた。

オ	国連を通じた取組（核兵器廃絶決議）
日本は、1994年以降、その時々の核軍縮に

関する課題を織り込みながら、日本が掲げる現
実的かつ具体的な核軍縮のアプローチを国際社
会に提示するため核兵器廃絶に向けた決議案を
国連総会に提出してきている。2023年の決議
案においては、「核兵器のない世界」を実現す
る上での現実的かつ実践的な取組の方向性を示
す必要があるとの認識の下、G7広島サミット
及び2026年第11回NPT運用検討会議第1回
準備委員会での議論を踏まえ、2022年8月の
第10回NPT運用検討会議で岸田総理大臣が提
唱した「ヒロシマ・アクション・プラン」の更
なる具体化と浸透を図るため、特に核兵器用核
分裂性物質生産禁止条約（FMCT）及び透明
性の向上に関する具体的な措置の実施を国際社
会に呼びかけることに焦点を当てた。同決議案
は、10月の国連総会第一委員会で145か国、
12月の国連総会本会議では148か国の幅広い
支持を得て採択された。賛成国には、核兵器国
である米国及び英国のほか、NATO加盟諸国、
オーストラリア、韓国などの米国の同盟国や、
核兵器禁止条約推進国を含む様々な立場の国々
が含まれている。国連総会には、日本の核兵器
廃絶決議案のほかにも核軍縮を包括的に扱う決
議案が提出されているが、日本の決議案はそれ
らの決議案と比較して最も賛成国数が多く、例
年国際社会の立場の異なる国々から幅広く支持
され続けてきている。

カ	包括的核実験禁止条約（CTBT）35

日本は、核兵器国と非核兵器国の双方が参加
する現実的な核軍縮措置としてCTBTの発効

35	 CTBT：Comprehensive Nuclear Test-Ban-Treaty
36	 核兵器その他の核爆発装置製造のための原料となる核分裂性物質（高濃縮ウラン及びプルトニウムなど）の生産を禁止することにより、核

兵器の数量増加を止めることを目的とする条約構想
37	 FMCT：Treaty Banning the Production of Fissile Material for Nuclear Weapons or other Nuclear Explosive Devices / Fissile 

Material Cut-off Treaty

促進を重視し、発効要件国を含む未署名国や未
批准国に対しCTBTへの署名・批准を働きか
ける外交努力を継続している。

第13回包括的核実験禁止条約（CTBT）発
効促進会議は9月の国連総会ハイレベルウィー
ク中に開催され、日本からは上川外務大臣が出
席した。上川外務大臣はステートメントを行
い、日本が現実的かつ実践的な核軍縮措置とし
てCTBTの早期発効を重視していると述べ、
CTBTの重要性がかつてないほど高まってい
るとしつつ、CTBTの前進に向けた国際社会
の協力を呼びかけた。

発 効 要 件 国 の 動 向 に つ い て、2000年 に
CTBTを批准したロシアは2023年11月、プー
チン大統領が同条約の批准を撤回する法案に署
名し、同法案が発効した。CTBTの発効要件
国であり、かつ署名・批准国の中で最大の核兵
器国であるロシアがCTBTの批准撤回を決定
したことは、国際社会の長年の努力に逆行する
ものであり、日本は、ロシアによる同決定を非
難する外務大臣談話などを発出した。

キ	核兵器用核分裂性物質生産禁止条約36

（FMCT：カットオフ条約）37

FMCTの構想は、核兵器用の核分裂性物質
（高濃縮ウラン、プルトニウムなど）の生産そ

第13回包括的核実験禁止条約（CTBT）発効促進会議でスピーチする
上川外務大臣（9月22日、米国・ニューヨーク）
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のものを禁止することにより、新たな核兵器国
の出現を防ぎ、また、核兵器国による核兵器の
生産を制限するものであることから、軍縮・不
拡散双方の観点から大きな意義を有する。しか
しながら、ジュネーブ軍縮会議（CD）では長
年にわたる議論にもかかわらず交渉開始の合意
に至っていない。こうした状況を受け、2016
年に、第71回国連総会でFMCTハイレベル専
門家準備グループの設置が決定され、日本は同
グループでの議論に積極的に参画している。

また、9月の国連総会ハイレベルウィークの
期間において、岸田総理大臣は、2023年が
FMCTを求める国連総会決議採択から30年目
に当たることを踏まえ、FMCTへの政治的関
心を高めることを目的としてFMCTハイレベ
ル記念行事をフィリピン及びオーストラリアと
開催した。岸田総理大臣は基調演説を行い、冷
戦の最盛期以来、初めて核兵器数の減少傾向が
逆転しかねない瀬戸際にあると指摘し、そう
いった状況にあるからこそ、FMCTの早期の
交渉開始が必要であると述べた。本行事を通じ
て、各国からの出席者による活発な意見交換が
行われ、FMCTに対する政治的な関心を再び
集める契機となった。

38	 1983年以来、軍縮専門家を育成するために国連が実施している。同プログラムの参加者を広島・長崎に招待しており、資料館の視察や被
爆者による被爆体験講話などを通じ、被爆の実相への理解促進に取り組んでいる。

39	 広島市や長崎市との協力の下、ニューヨーク（米国）、ジュネーブ（スイス）及びウィーン（オーストリア）で常設原爆展が開設されている。

ク	軍縮・不拡散教育
日本は、唯一の戦争被爆国として、軍縮・不

拡散に関する教育を重視している。具体的に
は、被爆証言の多言語化、国連軍縮フェロー
シップ・プログラム38を通じた各国若手外交官
などの広島及び長崎への招へい、海外での原爆
展の開催支援39、被爆体験証言を実施する被爆
者に対する「非核特使」の名称付与などを通
じ、被爆の実相を国内外に伝達するため積極的
に取り組んでいる。

岸田総理大臣は、2022年8月のNPT運用検
討会議の一般討論演説において、国連に1,000
万ドルを拠出して「ユース非核リーダー基金」
を設けることを表明した。これは核兵器国、非
核兵器国の双方を含む各国から若手政策決定者
や研究者などの未来のリーダーを日本に招き、
被爆の実相に触れてもらい、日本を含め、核廃
絶に向けた若い世代のグローバルなネットワー
クを作ることを目的としている。2023年12
月に同基金下の研修が開始された。

また、被爆者の高齢化が進む中で、広島及び
長崎の被爆の実相を世代や国境を越えて語り継
いでいくことが重要となっている。こうした観
点から、2013年から2023年までに国内外の
600人以上の若者に「ユース非核特使」の名称
を付与してきている。

FMCTハイレベル記念行事でスピーチする岸田総理大臣（9月19日、米国・ニューヨーク　写真提供：内閣広報室）
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ケ	将来の軍備管理に向けた取組
核軍縮分野においては、これまで、NPTな

どの多国間の枠組みを通じた取組に加えて、米
露二国間での軍備管理条約が締結されてきた。
2021年2月3日には、米露両国間で新戦略兵
器削減条約（新START）が延長された。同条
約は米露両国の核軍縮における重要な進展を示
すものであり、日本は同条約の延長を歓迎し
た。しかし、2022年8月にはロシアは、全て
のロシア関連施設を一時的に査察対象から除外
するとの声明を発出し、また、同年11月に予
定されていた二国間協議委員会（BCC）の延
期を米国に通告した。2023年1月には米国務
省はロシアが新STARTを遵守しているとは認
定できないとの議会報告書を米国議会上院に提
出した。2月、プーチン大統領は、年次教書演
説において、新STARTの履行停止を発表した。
こうした動きを受け、例えば「G7首脳広島ビ
ジョン」においても、新STARTを損なわせる
ロシアの決定に対する深い遺憾の意を表明し、
ロシアに対して、同条約の完全な履行に戻るこ
とを可能とするよう求めている。

核兵器をめぐる昨今の情勢を踏まえれば、米
露を超えたより広範な国家、より広範な兵器シ
ステムを含む新たな軍備管理枠組みを構築して
いくことが重要である。その観点から、日本は
様々なレベルでこの問題について関係各国に働
きかけを行ってきている。

例えば、7月に開催されたASEAN地域フォー
ラム（ARF）閣僚会合で、林外務大臣は、核戦
力の透明性の向上に向け、中国が核兵器国とし
て、また、国際社会の重要なプレーヤーとして
の積極的な役割を果たすことを期待しており、
また、より広範な国家、より広範な兵器システ
ムを含む幅広い軍備管理枠組みに向けた対話が
行われることを強く期待していると述べた。

また、上記の核兵器廃絶決議においても、核

40	 IAEA：International Atomic Energy Agency
41	 IAEA理事会で指定される13か国。日本を含む高度な原子力技術を有する国が指定されている。

軍備競争予防の効果的な措置に関する軍備管理
対話を開始する核兵器国の特別な責任につき再
確認することが言及されている。

（2）不拡散及び核セキュリティ

ア	不拡散に関する日本の取組
日本は、自国の安全を確保し、かつ国際社会

の平和と安全を維持するため、不拡散政策にも
力を入れている。不拡散政策の目標は、日本及
び国際社会にとって脅威となり得る兵器（核兵
器、生物・化学兵器といった大量破壊兵器及び
それらを運ぶミサイル並びに通常兵器）やその
開発に用いられる関連物資・技術の拡散を防ぐ
ことにある。

国際秩序が動揺する中、北朝鮮、イラン、シ
リアなどにおける不拡散懸念は高まっている。
また、経済成長に伴う兵器やその開発に転用可
能な物資などの生産・供給能力の増大、グロー
バル化の進展に伴う流通形態の複雑化及び懸念
物資などの調達手法の巧妙化、新技術の登場を
背景とした民間技術の軍事転用のリスクの高ま
りなども、不拡散リスクを増大させている。

このような状況において、日本は、国際的な
不拡散体制・ルール、国内における不拡散措
置、各国との緊密な連携・能力構築支援などを
通して不拡散政策に取り組んでいる。

拡散を防ぐための手段には、保障措置、輸出
管理、拡散対抗の取組などがある。

保障措置とは、原子力が平和的利用から核兵
器その他の核爆発装置に転用されないことを担
保することを目的に、国際原子力機関（IAEA）40

と国家との間で締結される保障措置協定に従っ
て行われる検証活動である。これはNPT3本
柱の一つである核不拡散の中核的手段であり、
その強化は核軍縮・原子力の平和的利用の推進
にとっても不可欠である。日本はIAEAの指定
理事国41として、IAEA関連活動の支援、保障
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措置に対する理解や実施能力の増進支援、追加
議定書（AP）42の普遍化促進などを進めている。
また、アジア太平洋保障措置ネットワーク

（APSN）会合への貢献やアジア諸国に対する
日本での研修事業実施などを通じて各国におけ
る保障措置の能力開発にも貢献している。

輸出管理は、拡散懸念国やテロ組織など、兵
器やその関連物資・技術を入手し、拡散しよう
とする者に対し、いわば供給サイドから規制を
行う取組である。国際社会には四つの輸出管理

42	 NPT締約国である非核兵器国は、NPT第3条1項に基づきIAEAとの間で当該国の平和的な原子力活動に係る全ての核物質を対象とした「包
括的保障措置協定（CSA）」などを締結することを義務付けられているが、これに追加して、各国がIAEAとの間で締結する議定書。追加議定書

（AP）の締結により、IAEAに申告すべき原子力活動情報の範囲が拡大され、未申告の原子力核物質・原子力活動がないことを確認するためのより
強化された権限がIAEAに与えられる。2023年12月時点で、142か国が締結している。

43	 弾道ミサイルに関しては、輸出管理体制のほかにも、その開発・配備の自制などを原則とする「弾道ミサイルの拡散に立ち向かうためのハー
グ行動規範」（HCOC）があり、2023年12月時点で、144か国が参加している。

の枠組み（国際輸出管理レジーム）があり、日
本は、全てのレジームに発足当時から参加し、
国際的な連携を図りつつ、厳格な輸出管理を実
施している。具体的には、核兵器に関して原子
力供給国グループ（NSG）、生物・化学兵器に
関してオーストラリア・グループ（AG）、ミサ
イル43に関してミサイル技術管理レジーム

（MTCR）、通常兵器に関してワッセナー・ア
レンジメント（WA）があり、各レジームにお
いて、管理すべき兵器の開発に資する汎用品・

■日本と国際原子力機関（IAEA）

国際原子力機関（IAEA）は、原子力の平和的利用
を促進し、同時に原子力が軍事的目的で利用されない
ことを確保することを目的に、1957年に設立された
国連の関連機関である。1970年に発効した核不拡散
条約（NPT）第3条においても、平和的利用のための
原子力技術が軍事転用されることを防止するため、非
核兵器国がIAEAの保障措置を受諾する義務が規定さ
れている。
「核の番人」とも呼ばれるIAEAの活動内容は、核

不拡散を担保する保障措置の実施や核テロ対策から、
原子力発電に係る技術支援や保健・医療、食料・農業、水資源管理、環境、産業応用などの非発
電分野における原子力技術の応用研究・支援まで多岐にわたり、北朝鮮やイランなどへの核不拡
散においても重要な役割を果たしている。

日本は、原加盟国としてIAEAに加盟して以降、指定理事国として総会及び理事会での議論に
貢献しているほか、伝統的に核不拡散分野や原子力の平和的利用においてIAEAとの協力を深め、
人材面、財政面でその活動を積極的に後押ししてきた。最近では、東京電力福島第一原子力発電
所のALPS処理水の海洋放出や、ウクライナの原子力安全分野における協力に加え、医療・食料・
環境などの分野での原子力利用に対する世界的な関心と需要の高まりを背景にIAEAが推進する
様々なイニシアティブでも協力を進めている。開発途上国におけるSDGsの達成に向けてIAEA
が提唱したRays of Hope（放射線がん治療・診断に関するイニシアティブ）やAtoms4Food

（食料問題に関するイニシアティブ）はその一例であり、日本からも資金拠出をしている。
グロッシー事務局長による3回の外務省賓客としての訪日の機会なども通じて、こうした分野

での連携強化を図っている。

外務省賓客として訪日したグロッシーIAEA事務局長と会
談する林外務大臣（7月4日、東京）
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技術をそれぞれリスト化している。参加国は、
それらリストの掲載品目・技術について国内法
に基づき輸出管理を行うことで、懸念物資・技
術の不拡散を担保している。国際輸出管理レ
ジームではこのほか、拡散懸念国などの動向に
関する情報交換や非参加国に対する輸出管理強
化の働きかけなども行われている。日本は、
NSGの事務局の役割を在ウィーン国際機関日
本政府代表部が担っているほか、このような国
際的なルール作り、ルールの運用に積極的に関
与している。

また、日本は、こうした保障措置や国際輸出
管理レジームを補完し、大量破壊兵器の拡散や
脅威に総合的に対処するために、拡散対抗の取
組を推進している。具体的には、拡散に対する
安全保障構想（PSI）44の活動に積極的に参加し
ており、PSI阻止訓練を4回主催するなど、各
国及び関係機関の間の連携強化などに努めてい
る。2023年6月には韓国主催訓練に参加した。
加えて、非国家主体への大量破壊兵器及びその
運搬手段（ミサイル）の拡散防止を目的として
2004年に採択された国連安保理決議第1540
号45に関し、日本はアジア諸国による同決議の
履行支援のための資金を拠出するなど、国際的
な不拡散体制の維持・強化に貢献している。
2023年には、G7議長国として、大量破壊兵
器及び物質の拡散に対するグローバル・パート
ナーシップ作業部会46を東京及び長崎において
開催した。

さらに、日本は、アジア諸国を中心に不拡散

44	 大量破壊兵器などの拡散阻止のため、各国が国際法・各国国内法の範囲内で共同して取り得る措置を実施・検討するための取組で、2003
年に発足。2023年12月時点で、106か国がPSIの活動に参加・協力している。2013年、日本、オーストラリア、ニュージーランド、韓国、シ
ンガポール及び米国の6か国は、アジア太平洋ローテーション訓練として1年ごとに訓練を主催することで合意した。日本は、外務省、警察庁、財
務省、海上保安庁、防衛省・自衛隊などが連携し、これまで2004年、2007年及び2018年にPSI海上阻止訓練、2012年にPSI航空阻止訓練、
2010年にオペレーション専門家会合（OEG）をそれぞれ主催したほか、他国が主催する訓練及び関連会合にも積極的に参加している。

45	 2004年4月採択。全ての国に対し（1）大量破壊兵器開発などを試みるテロリストなどへの支援の自制、（2）テロリストなどによる大量破
壊兵器開発などを禁ずる法律の制定及び（3）大量破壊兵器拡散を防止する国内管理（防護措置、国境管理、輸出管理など）の実施を義務付けると
ともに、国連安保理の下に国連安保理理事国から構成される「1540委員会」（国連安保理決議第1540号の履行状況の検討と国連安保理への報告
が任務）を設置

46	 2002年のG8カナナスキス・サミット（カナダ）において設立が合意された。当初は軍縮・不拡散分野での喫緊の課題であったソ連崩壊後
のロシアなどを対象に、退役原潜の解体や化学兵器の廃棄などの不拡散関連プロジェクトを実施していた。現在では毎年、G7議長国主催で作業部
会を年2回程度実施し、核・放射線源セキュリティ、生物・化学セキュリティなどに分野において、ウクライナやグローバル・サウスなどを対象
とした具体的な拡散脅威の削減に係る協力を推進している。さらに、プロジェクト拠出国と受益機関とのマッチメイキングを実施している。

47	 日本が主催し、ASEAN10か国、中国、インド、韓国、そしてアジア地域の安全保障に共通の利益を持つ米国、オーストラリア、ニュージー
ランド、カナダ、フランス、オランダ及びEUの局長級が一堂に会し、アジアにおける不拡散体制の強化に関する諸問題について議論を行う多国間
協議で、2003年に発足。直近では、2023年12月に第18回協議を開催し、アジアにおける拡散課題や輸出管理の強化について議論した。

48	 日本が主催し、アジア諸国・地域の輸出管理当局関係者などが参加して、アジア地域における輸出管理強化に向けて意見・情報交換をする
セミナー。1993年から毎年東京で開催している。

体制への理解促進と地域的取組の強化を図るた
め、毎年、アジア不拡散協議（ASTOP）47やア
ジア輸出管理セミナー48を開催している。

イ	地域の不拡散問題
2023年、北朝鮮は、18回、少なくとも25

発の弾道ミサイルの発射などを行った。このよ
うな一連の北朝鮮の行動は、関連する安保理決
議の明白な違反であり、日本の安全保障にとっ
て重大かつ差し迫った脅威であるとともに、国
際社会に対する明白かつ深刻な挑戦であり、断
じて容認できない。8月のIAEA事務局長報告
は、北朝鮮の核活動は引き続き深刻な懸念を生
じさせるものであり、北朝鮮の核計画の継続は
国連安保理決議の明確な違反であると指摘し
た。さらに、9月のIAEA総会では、北朝鮮に対
して、全ての核兵器及び既存の核計画の完全
な、検証可能な、かつ、不可逆的な方法での放棄
並びに全ての関連活動の速やかな停止に向けた
具体的な行動を強く求める決議がコンセンサス
で採択され、北朝鮮の非核化に向けたIAEA加
盟国の結束した立場を示した。日本も、8月の
2026年第11回NPT運用検討会議第1回準備
委員会や9月のIAEA総会及び11月のIAEA理
事会などにおいて北朝鮮の核問題への対処の重
要性を国際社会に積極的に発信した。

北朝鮮による全ての大量破壊兵器及びあらゆ
る射程の弾道ミサイルの完全な、検証可能な、
かつ、不可逆的な廃棄に向け、国際社会が一致
団結して、国連安保理決議を完全に履行するこ
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とが重要である。日本としては、引き続き、米
国、韓国を始めとする関係諸国や国連やIAEA
などの国際機関と緊密に連携していく。また、
国連安保理決議の完全な履行の観点から、アジ
ア地域を中心とした輸出管理能力の構築も進め
ていく。NSGやMTCRなどの国際輸出管理レ
ジームにおいても、北朝鮮の核・ミサイルに関
する議論に日本は積極的に貢献していく。

イランは、2018年にトランプ前米政権が包
括的共同作業計画（JCPOA）49から離脱し、イ
ランへの独自制裁を復活させて以降、JCPOA
上のコミットメントを低減する措置を継続して
いる。2021年2月に追加議定書（AP）を含む
JCPOA上の透明性措置の履行停止、同年4月
には60％の濃縮ウランの製造を開始した。

日本としては、国際的な不拡散体制の強化に
資するJCPOAを一貫して支持している観点か
ら、米国及びイラン双方によるJCPOAへの復
帰に向けた関係国の取組を支持してきている。
また、イランがJCPOA上のコミットメントを
継続的に低減させていることを強く懸念し、イ
ランに対し、累次にわたり、JCPOAを損なう
措置を控え、JCPOA上のコミットメントに完
全に戻るよう求めている。

こうしたJCPOAの履行や一連の保障措置問
題（イラン国内でIAEAに未申告の核物質が検
出された問題）を協議するため、グロッシー
IAEA事務局長は、2023年3月にイランを再
訪問し、両者の間で、保障措置問題などにおけ
る今後の協力に向けた共同声明を発出した。9
月の理事会において、イランに対しIAEA事務
局長の要請に直ちに応じるよう求める有志国に
よる共同ステートメントが発出された。その
後、11月に発出されたIAEA事務局長報告で
は、共同声明に基づく協力は「凍結」状態にあ

49	 イランの原子力活動に制約をかけつつ、それが平和的であることを確保し、また、これまでに課された制裁を解除していく手順を詳細に明
記したもの  

〈イラン側の主な措置〉  
●濃縮ウラン活動に係る制約  
　・稼動遠心分離機を5,060機に限定  
　・ウラン濃縮の上限は3.67％、貯蔵濃縮ウランは300kgに限定など  
●アラク重水炉、再処理に係る制約  
　・アラク重水炉は兵器級プルトニウムを製造しないよう再設計・改修し、使用済燃料は国外へ搬出  
　・研究目的を含め再処理は行わず、再処理施設も建設しない。

ると報告された。日本としては、引き続きイラ
ンに対して、IAEAと完全かつ無条件に協力す
るよう強く求めていく。日本は、NSGやMTCR
などの国際輸出管理レジームにおけるイランの
核・ミサイルに関する議論にも貢献していく。

シリアは、2011年のIAEA理事会で未申告
の原子炉建設などがIAEA保障措置協定下の違
反を構成すると認定されており、日本としては
この未解決の問題を解決するために、シリアが
IAEAに対して完全に協力することを求めてい
る。同国が追加議定書を署名・批准し、実施す
ることが重要である。

ウ	核セキュリティ
核物質やその他の放射性物質を使用したテロ

活動を防止するための「核セキュリティ」につ
いては、国際的な協力が進展している。2007
年に核によるテロリズムの行為の防止に関する
国際条約、2015年に核物質の防護に関する条
約の改正がそれぞれ発効し、また、2010年か
ら2016年の間に核セキュリティ・サミットが
4回開催された。2020年にIAEAが開催した

「核セキュリティに関する国際会議」では、日
本から政府代表として、若宮健嗣外務副大臣が
閣僚会合に出席し演説を行うなど日本も取組に
積極的に参加し、貢献してきている。

2022年3月、ウィーンにおいて、核物質の
防護に関する条約の改正後初となる、運用検討
締約国会議が開催され、条約の妥当性や実施状
況が確認された。日本からは、今後も人材育成
及び技術開発分野でIAEAをサポートし、国際
的な核セキュリティ強化に貢献していくことを
表明した。

2022年3月2日及び3日、ウィーンにおい
て、ロシアによるウクライナ侵略を受けた原子
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力安全、核セキュリティ及び保障措置上の影響
に関するIAEA特別理事会が開催された。同理
事会においては、各国から、チョルノービリ原
子力発電所を始めとするウクライナ内の原子力
関連施設におけるロシアの攻撃などの行為につ
いて、原子力安全、核セキュリティ及び保障措
置の観点から非難や懸念などが表明された。同
理事会で賛成多数で採択された決議は、ウクラ
イナにおけるロシアの行為が原子力施設及び民
間人の安全に対して深刻で直接的な脅威をもた
らしていることに遺憾の意を表明し、ウクライ
ナが原子力施設の安全な操業を確保できるよう
ロシアに対してこれらの全ての行為を即座に停
止するよう求めた。さらに同年9月及び11月
のIAEA理事会においても、決議は賛成多数で
採択された。これらの決議には、ロシアがウク
ライナの原子力施設に対するあらゆる行為を即
座に停止するべきという理事会の求めに応じて
いないことへの重大な懸念を表明すること、ウ
クライナ当局がザポリッジャ原子力発電所の安
全かつ確実な操業を確保するために同発電所の
完全な管理を回復することができるよう、ま
た、IAEAが保障措置活動を完全かつ安全に行
うことができるよう、ロシアに対し求めるこ
と、さらに、ザポリッジャ支援ミッションや同
原発におけるIAEA職員の継続的な駐在などを
通じた、ウクライナにおける原子力安全、核セ
キュリティ及び保障措置への影響に対処するた
めのIAEA事務局長などの取組を支持すること
などが盛り込まれている。2023年9月には、
IAEA総会においても決議が賛成多数で採択さ
れ、ザポリッジャ原発が直面する状況への懸念
やIAEAによる関連の取組への支持が改めて表
明された。日本としても、原子力施設の占拠を
含むロシアによる侵略を強く非難し、ウクライ
ナにおける原子力施設の安全などの確保に向け
たIAEAの取組を引き続き後押ししていく。

50	 IAEAによると、原子炉は世界中で412基が稼働中であり、59基が建設中（IAEAホームページ。2024年1月時点）
51	 核不拡散の代表的な措置であるIAEAの保障措置（Safeguards）、原子力安全（Safety）及び核セキュリティ（Security）の頭文字を取って

「3S」と称されている。

（3）原子力の平和的利用

ア	多国間での取組
原子力の平和的利用は、核軍縮・不拡散と並

んでNPTの3本柱の一つであり、同条約で、
不拡散を進める締約国が平和的目的のために原
子力の研究、生産及び利用を発展させることは

「奪い得ない権利」とされている。国際的なエ
ネルギー需要の拡大などを背景に、原子力発
電50を活用する又は活用を計画する国は多い。

一方、これら原子力発電に利用される核物
質、機材及び技術が軍事転用される可能性もあ
り、また一国の事故が周辺諸国にも影響を与え
得る。したがって、原子力の平和的利用に当
たっては、（1）保障措置、（2）原子力安全（原
子力事故の防止に向けた安全性の確保など）及
び（3）核セキュリティの「3S」51の確保が重
要である。また、東京電力福島第一原子力発電
所（以下「東電福島第一原発」という。）事故
の当事国として、事故の経験と教訓を世界と共
有し、国際的な原子力安全の向上に貢献してい
くことは、日本の責務である。2013年には福
島県において「IAEA緊急時対応能力研修セン
ター」が指定され、同センターにおいては、
IAEAと日本の協力の下、国内外の関係者を対
象として、緊急事態の準備及び対応の分野での
能力強化のための研修が実施されている。

原子力は、発電のみならず、保健・医療、食
糧・農業、環境、産業応用などの非発電分野で
も活用されている。これら非発電分野での原子
力の平和的利用の促進と開発課題への貢献は、
開発途上国がNPT締約国の大半を占める中で
重要性が増してきており、IAEAも、開発途上
国への技術協力や持続可能な開発目標（SDGs）
の達成への貢献に取り組んでいる。

そのような中、日本は、「原子力科学技術に
関する研究、開発及び訓練のための地域協力協
定（RCA）」に基づく協力を始めとする技術協
力活動や、「平和的利用イニシアティブ（PUI）」
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への拠出などを通じてIAEAの活動を技術面、
財政面で積極的に支援している。PUIへの拠出
を通じた支援事業の例としては、海洋プラス
チックごみ問題に対処する事業や放射線がん治
療の事業、食糧問題に対処する事業などが挙げ
られる。

イ	二国間原子力協定
二国間原子力協定は、相手国との間で原子力

の平和的利用分野における協力を実現するた
め、相手国との間で移転される原子力関連資機
材などの平和的利用及び核不拡散の法的な確保
に必要となる枠組みを定めるために締結するも
のである。また、二国間協定の下で、原子力安
全の強化などに関する協力を促進することも可
能である。原子力協定の枠組みを設けるかどう
かは、核不拡散の観点、相手国の原子力政策、
相手国の日本への信頼と期待、二国間関係など
を総合的に勘案し、個別具体的に検討してきて
いる。2023年12月時点で、日本は、発効順で、
カナダ、フランス、オーストラリア、中国、米
国、英国、欧州原子力共同体（EURATOM）、
カザフスタン、韓国、ベトナム、ヨルダン、ロ
シア、トルコ、UAE及びインドの14か国・1
機関との間で二国間原子力協定を締結してい
る。

ウ	東電福島第一原発の廃炉及びALPS処理水
の取扱い

東電福島第一原発の廃炉・汚染水対策、除
染・環境回復は、困難な作業ではあるものの、
世界の技術や英知を結集し、原子力分野の専門
機関であるIAEAとも緊密に連携しつつ、着実
に進められている。2021年4月、日本政府は
ALPS処理水の処分に関する基本方針を公表し、
同年7月には、日本政府とIAEAとの間で、「東
京電力福島第一原子力発電所におけるALPS処
理水の取扱いの安全面のレビューに関する日本
政府に対するIAEAの支援についての付託事項

（TOR）」が署名された。IAEA職員及びIAEA
が選定した国際専門家で構成されるIAEAタス
クフォースは、このTORに基づき、日本政府

及び東京電力に対し、第三者の立場から安全性
と規制面に係るレビューを実施してきた。
2023年1月には規制面に係るレビュー、5月
から6月にかけては海洋放出に関する包括的な
レビューが実施された。

7月4日、グロッシーIAEA事務局長が訪日
し、TORに基づくこれらのレビューを総括す
るIAEA包括報告書が岸田総理大臣に手交され
た。IAEA包括報告書では、（1）ALPS処理水
の海洋放出に対する取組及び関連の活動は、関
連する国際安全基準に合致していること、（2）
ALPS処理水の海洋放出による人及び環境に対
する放射線影響は無視できるほどであることが
結論として示されたとともに、（3）IAEAが放
出中及び放出後も継続して追加的なレビュー及
びモニタリングを行う予定であることが示され
た。

8月22日の廃炉・汚染水・処理水対策関係
閣僚等会議、ALPS処理水の処分に関する基本
方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議を経
て、8月24日、ALPS処理水の海洋放出が開始
された。これまでのモニタリング結果からは、
計画どおりの放出が安全に行われていることが
確認されている。

10月16日から23日にかけてIAEAの専門
家及び第三国の分析機関（カナダ、中国及び韓
国）による海洋モニタリング（具体的には東電
福島第一原発周辺における海水などの採取、福
島県での水産物の採取、及び採取された試料の
前処理の確認）が実施された。また、10月24

東電福島第一原発沖でH-3分析用の表層海水試料を採取している様子
（10月、福島県　写真提供：原子力規制委員会）
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日から27日にかけて、IAEAタスクフォース
が訪日し、ALPS処理水の海洋放出開始後初め
てのレビューが実施され、IAEAはその報告書
を2024年1月に公表した。

国際社会の正しい理解と支援を得ながら事故
対応と復興を進める観点から、日本政府は、東
電福島第一原発の廃炉・汚染水対策の進捗、空
間線量や海洋中の放射能濃度のモニタリング結
果、食品の安全といった事項についても、
IAEAを通じて包括的な報告を定期的に公表し
ているほか、在京外交団を始めとする関係団体
及びIAEA向けの現状の通報や、原発事故以来
100回以上に上る在京外交団などに対する説明
会の開催、在外公館を通じた情報提供、SNS
などを活用した情報発信などを行っている。

日本政府は、ALPS処理水の海洋放出の安全
性について今後も国際社会に対し、科学的根拠
に基づき、透明性の高い説明を丁寧に行ってい
く方針であり、風評被害を助長しかねない主張
に対しては、適切に対応していく（228ページ　
特集参照）。

（4）生物兵器・化学兵器

ア	生物兵器
生物兵器禁止条約（BWC）52は、生物兵器の

開発・生産・保有などを包括的に禁止する唯一
の多国間の法的枠組みである。条約遵守の検証
手段に関する規定や条約実施機関がなく、条約
をいかに強化するかが課題となっている。

2006年以降、履行支援ユニット（事務局機
能）の設置や、5年に1度開催される運用検討
会議の間における年2回の会期間会合の開催な
どが決定され、BWC体制の強化に向けて取組
が進められてきた。

2022年に行われた第9回運用検討会議にお
いて、BWCの実行をあらゆる面で強化するた
め、全締約国に開かれた作業部会を設置するこ
とが決定された。作業部会は2023年から会合

52	 BWC：Biological Weapons Convention　1975年3月発効。締約国数は185か国・地域（2023年12月時点）
53	 CWC：Chemical Weapons Convention　1997年4月発効。締約国数は193か国・地域（2023年12月時点）
54	 OPCW：Organization for the Prohibition of Chemical Weapons
55	 CCT：Centre for Chemistry and Technology

を開き、締約国が国際協力に係る措置、科学技
術の進展に係る措置、条約遵守・検証に係る措
置などにつき検討を進めている。

イ	化学兵器
化学兵器禁止条約（CWC）53は、化学兵器

の開発・生産・貯蔵・使用などを包括的に禁止
し、既存の化学兵器の全廃を定めている。条約
の遵守を検証制度（申告と査察）によって確保
しており、大量破壊兵器の軍縮・不拡散に関す
る国際約束としては画期的な条約である。
CWCの実施機関として、ハーグ（オランダ）
に化学兵器禁止機関（OPCW）54が設置されて
いる。OPCWは、シリアの化学兵器廃棄にお
いて、国連と共に重要な役割を果たし、2013
年には、「化学兵器のない世界」を目指した広
範な努力が評価されノーベル平和賞を受賞し
た。2023年5月には、日本も資金を拠出した
化学・技術センター（CCT）55が設立され、開
所式典には吉川ゆうみ外務大臣政務官が出席し
た。

化学産業が発達し、化学工場の数が多い日本
は、OPCWの査察を数多く受け入れている。
そのほか、加盟国を増やすための施策、条約の
実効性を高めるための締約国による条約の国内
実施措置の強化など、OPCWに対して具体的
な協力を積極的に行っている。また、日本は、
CWCに基づき、中国国内で遺棄された旧日本
軍の化学兵器について、中国と協力しつつ、一
日も早い廃棄の完了を目指している。

（5）通常兵器

通常兵器とは、一般に大量破壊兵器以外の武
器を意味し、戦車、大砲、地雷から、けん銃な
どの小型武器まで多岐にわたる。実際の紛争で
広く使用され、文民の死傷にもつながる通常兵
器の問題は、安全保障に加え人道の観点からも
深刻であり、グテーレス国連事務総長が2018
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8月24日、東京電力福島第一原子力発電所におけるALPS処理水の海洋放出が開始されました。
ALPS処理水の海洋放出の安全性については、関連する国際安全基準に合致することなどが国際原
子力機関（IAEA）包括報告書で示されています。日本政府は、国際会議の場や二国間会談の機会を
捉え、日本の取組について、科学的根拠に基づき透明性高く丁寧に説明してきているほか、SNSな
ども活用し、全世界に向けて積極的に情報発信を行っています。

2021年4月、日本政府はALPS処理水の処分に関する基本方針を公表し、同年7月には、日本政府と
IAEAとの間で、「東京電力福島第一原子力発電所におけるALPS処理水の取扱いの安全面のレビューに
関する日本政府に対するIAEAの支援についての付託事項（TOR）」が署名されました。このTORに基
づき、IAEA職員及びIAEAが選定した国際専門家で構成されるIAEAタスクフォースは、日本政府及び
東京電力に対し、第三者の立場から安全性と規制面に係るレビューを実施しています。
2023年7月4日、グロッシーIAEA事務局長から岸田総理大臣

に対し、TORに基づくこれらのレビューを総括するIAEA包括
報告書が手渡されました。報告書では、ALPS処理水の海洋放
出に対する取組及び関連の活動は、関連する国際安全基準に合
致しており、ALPS処理水の海洋放出による人及び環境に対す
る放射線影響は無視できるほどであると結論付けられています。
また、IAEAが放出中及び放出後も継続して追加的なレビュー
及びモニタリングを行う予定であることが示されています。
8月24日のALPS処理水海洋放出開始後も、日本は引き続き、

IAEAとも緊密に連携しつつ、三つのモニタリング、（1）タンク内の処理水のモニタリング、（2）リアルタ
イムモニタリング、（3）海域モニタリングを重層的に実施しています。これまでのモニタリング結果からは、
計画どおりの放出が安全に行われていることが確認されています。また、幅広い地域の国々がIAEAの取
組などに対する支持・評価を表明するなど、ALPS処理水の海洋放出に対する理解は広がっています。

9月18日、上川外務大臣は、グロッシーIAEA事務局長と
の間で、「ALPS処理水に関する日本とIAEAとの間の協力覚
書」に署名しました。署名に続く会談において上川外務大臣
は、この覚書はALPS処理水に関するIAEAによるレビュー及
びモニタリングへの関与の継続など、IAEAとの連携を再確認
するものであり、ALPS処理水の海洋放出について国際社会の
安心を一層高めるものであると述べました。
政府としては、今後とも、IAEAのレビューも受けつつ、高
い透明性を持って、国際社会に対して日本の立場を丁寧に説

明し、また、モニタリングの結果を迅速に公表するなど、科学的根拠に基づく透明性の高い情報発信を
続けていきます。

グロッシーIAEA事務局長による岸田総理大臣表敬
（7月4日、東京　写真提供：内閣広報室）

上川外務大臣とグロッシーIAEA事務局長との会談及び
署名式（9月18日、米国・ニューヨーク）

ALPS処理水の海洋放出の安全性
特集
SPECIAL
FEATURE



年に発表した軍縮アジェンダにおいて、通常兵
器分野の軍縮は「人命を救う軍縮」として3本
柱の一つに位置付けられている。日本は、通常
兵器に関する国際的な協力・支援や関連会議で
の議論などを通じて、積極的な貢献を継続して
いる。

ア	小型武器
小型武器は、実際に使用され多くの人命を

奪っていることから「事実上の大量破壊兵器」
とも称され、入手や操作が容易であるため拡散
が続き、紛争の長期化や激化、治安回復や復興
開発の阻害などの一因となっている。日本は、
2001年以来毎年、小型武器非合法取引決議案
を他国と共同で国連総会に提出し、同決議は毎
年採択されてきており、2023年には日本が同
決議の起草を務めた。また、世界各地において
武器回収、廃棄、研修などの小型武器対策事業
を支援してきている。2019年には、グテーレ
ス国連事務総長の軍縮アジェンダに基づき設立
された小型武器対策メカニズムに対し、200万
ドルを拠出し、2022年には、同基金を通じた
小型武器対策事業がカメルーン、ジャマイカ、
南スーダンにおいて開始された。

イ	武器貿易条約（ATT）56

通常兵器の国際貿易を規制するための共通基
準を確立し、不正な武器移転などを防止するこ
とを目的としたATTは、2014年12月に発効
した。日本は、条約の検討を開始する国連総会
決議の原共同提案国の1か国として、国連にお
ける議論及び交渉を主導し、条約の成立に大い
に貢献した。また発効後も、2018年8月、ア
ジア大洋州から選出された初めての議長国とし
て第4回締約国会議を東京で開催するなど、積
極的な貢献を継続している。2023年8月に開
催されたATT第9回締約国会議において日本

56	 武器貿易条約（ATT：Arms Trade Treaty）の2023年12月時点の締約国は113か国・地域。日本は、署名が開放された日に署名を行い、
2014年5月、締約国となった。

57	 特定通常兵器使用禁止・制限条約（CCW：Convention on Certain Conventional Weapons）の2023年12月時点の締約国は126か
国・地域

は、条約の普遍化、透明性・報告、履行促進な
どに係る議論で積極的な貢献を果たした。

ウ	特定通常兵器使用禁止・制限条約（CCW）57

CCWは、過度に傷害を与える又は無差別に
効果を及ぼすことがあると認められる通常兵器
の使用を禁止又は制限するもので、手続事項な
どを定めた枠組条約及び個別の通常兵器などに
ついて規制する五つの附属議定書から構成され
る。枠組条約は1983年に発効した。日本は、
枠組条約及び改正議定書Ⅱを含む議定書Ⅰから
Ⅳを締結している。2017年からは、急速に進
歩する科学技術の軍事利用に対する国際社会の
懸念を背景として、CCWの枠組みで自律型致
死兵器システム（LAWS）に関する政府専門
家会合が開催されており、2019年にはLAWS
に関する指針11項目が作成された。日本はこ
うした国際的なルール作りに関する議論に積極
的かつ建設的に貢献してきており、2023年3
月には、米国、英国、オーストラリア、カナ
ダ、韓国と共に「国際人道法を基礎とした禁止
と制限の方法に係る自律型兵器システムに関す
る条項案」を政府専門家会合に共同で提出し
た。3月及び5月の政府専門家会合において活
発な議論が行われた結果、国際人道法を遵守で
きない兵器システムは禁止し、それ以外の兵器
システムは制限するとの考え方を含む報告書が
全会一致で採択された

また、人工知能（AI）を含む新興技術が軍
事領域に与える影響に係る国際的議論の活発化
を背景に、2月、オランダにおいて「軍事領域
における責任あるAI利用（REAIM）」第1回
サミットが開催された。さらに11月には、米
国主導による「AIと自律性の責任ある軍事利
用に関する政治宣言」の初会合が行われた。
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エ	対人地雷
日本は、1998年の対人地雷禁止条約（オタ

ワ条約）58締結以来、対人地雷の実効的な禁止
と被害国への地雷対策支援の強化などを含む同
条約の包括的な取組を推進してきた。アジア太
平洋地域各国へのオタワ条約締結に向けた働き
かけに加え、人道と開発と平和の連携の観点か
ら、国際社会において、地雷除去や被害者支援
などを通じた国際協力も着実に実施してきてい
る。

11月にジュネーブで開催されたオタワ条約
第21回締約国会議において、カンボジアが
2024年に開催されるオタワ条約第5回検討会
議の議長を務めること、また、2025年に日本
が第22回締約国会議の議長を務めることが承
認された。

オ	クラスター弾59

クラスター弾がもたらす被害は、人道上の観
点から国際的に深刻に受け止められている。日
本は、被害者支援や不発弾処理といった対策を
実施60している。また、クラスター弾に関する
条約（CCM）61の締約国を拡大する取組も継続
しており、9月に開催されたCCM第11回締約
国会議においても、これらの課題に関する議論
に参加し、日本の積極的な取組をアピールし
た。

	 5		 5	 国際連合（国連）における
取組

（1）日本と国連との関係

国連は、世界のほぼ全ての国（2023年12
月時点で193か国）が加盟する国際機関であ
り、紛争解決や平和構築、テロ対策、軍縮・不
拡散、貧困・開発、人権、難民問題、環境・気

58	 対人地雷の使用・生産などを禁止するとともに、貯蔵地雷の廃棄、埋設地雷の除去などを義務付ける条約で、1999年3月に発効した。
2023年12月時点の締約国数は、日本を含め164か国・地域

59	 一般的には、多量の子弾を入れた大型の容器が空中で開かれて子弾が広範囲に散布される仕組みの爆弾及び砲弾のことをいう。不発弾とな
る確率が高いともいわれ、不慮の爆発によって一般市民を死傷させることなどが問題となっている。

60	 クラスター弾対策及び対人地雷対策に関する国際協力の具体的な取組については、開発協力白書を参照
61	 クラスター弾の使用・生産・保有などを禁止するとともに、貯蔵クラスター弾の廃棄、汚染地域におけるクラスター弾の除去などを義務付

ける条約で、2010年8月に発効した。2023年12月時点の締約国数は、日本を含め112か国・地域

候変動、防災、保健を含む多様な分野の諸課題
に取り組んでいる。

日本は、1956年に加盟して以来、普遍性と
専門性の両面を活用し、国連の3本柱である平
和と安全、開発、人権を始めとする様々な分野
において、多国間協力を通じた政策目的の実現
を図ってきた。日本は、2023年1月から国連
加盟国中最多となる12回目の国連安全保障理
事会（安保理）非常任理事国を務め、国際社会
の平和と安全の維持のため主要な役割を果たし
てきている。また、こうした活動を支えるた
め、政府として国連への財政拠出を行いつつ、
組織面（マネージメント）への関与を行ってき
たほか、国連を舞台として活躍する日本人職員
を支援し、重要なポストの獲得に努めている

（315ページ　第4章第1節2（1）参照）。「人
間の尊厳」を守り強化できる、強く実効的な多
国間主義を実現するため、日本は安保理改革を
始めとする国連の機能強化に積極的に取り組ん
でいる。

（2）2023年の主要行事

9月、第78回国連総会ハイレベルウィーク
に、岸田総理大臣と上川外務大臣が出席した。

岸田総理大臣は一般討論演説において、国際
社会が複合的危機に直面し、分断を深める中、

「人間の尊厳」に改めて光を当て、国々の体制
や価値観の違いを乗り越える「人間中心の国際
協力」を提唱した。「人間の尊厳」を守り、強
化する国際協力として、特に、核軍縮の主流化
の流れを確実にすべきこと、法の支配の重要
性、強固な国連を実現するための安保理改革な
どの重要性を強調した。

岸田総理大臣は、以下の五つの多国間会合に
出席した。

日本がフィリピン及びオーストラリアと共催
したFMCT（核兵器用核分裂性物質生産禁止
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条約）ハイレベル記念行事では、岸田総理大臣
が基調演説を行い、冷戦の最盛期以来、初めて
核兵器数の減少傾向が逆転しかねない瀬戸際に
あると指摘し、FMCTの早期の交渉開始が必
要であると述べた。また、2023年がFMCTを
求める国連総会決議採択から30年目に当たる
ことを踏まえ、本行事を通じてFMCTへの政
治的関心を再び集めることで議論を再活性化
し、早期の交渉開始に向けて共に取り組む新た
な契機とするよう呼びかけた。

SDGサミット2023では、国際社会が様々
な困難に直面する今こそ「誰一人取り残さな
い」というSDGsの原点に立ち返るべきである
こと、日本が一貫して主張してきた「人間の安
全保障」こそが「人間の尊厳」に基づくSDGs
達成の鍵であることを改めて強調しつつ、日本
が国際社会のSDGs達成に向けた取組を力強く
牽
けん

引し、その先の未来を切り開いていくとの決
意を示した。
「効果的な多国間主義とウクライナ情勢に関

する安保理首脳級会合」では、ロシアのウクラ
イナ侵略を改めて非難し、国連憲章に基づく平
和の重要性を強調した。また、世界各地で苦し
む人々の尊厳を守り、「協調の精神に根ざした
多国間主義」を目指す決意を表明した。さら
に、対立や分断ではなく協調の世界を目指すべ
きこと、安保理改革を含め国連の機能強化に向
け具体的行動に移るべきことなどを訴えた。

UHC（ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ）
ハイレベル会合では、岸田総理大臣から国際社
会は改めてUHCの達成に向け行動すべきであ
ると呼びかけた。

G7保健フォローアップ・サイドイベントで
は、岸田総理大臣はG7広島サミットの保健分
野の成果である「感染症危機対応医薬品等

（MCM）に関するデリバリー・パートナーシッ
プ」62及び「グローバルヘルスのためのインパ
クト投資イニシアティブ（トリプルI）」63の進

62	 G7広島サミットにおいて立ち上げられた、感染症危機対応医薬品等（MCM）への公平なアクセス確保のためにMCMのデリバリーに焦点
を当てた国際協力の枠組み

63	 金銭的なリターンと同時に、測定可能な社会的・環境的に有益なインパクトの創出を企図したインパクト投資を通じて民間資金を動員しグ
ローバルヘルス分野の課題解決を目指すイニシアティブ

展を確認し、途上国が予防・備え・対応（PPR）
に必要な資金を機動的・効果的に動員できるよ
う、新たな円借款制度を創設することを発表し
た。

岸田総理大臣は、国連ハイレベルウィークの
機会に2回の二国間首脳会談を行い、国際場裡

り

における様々な課題及び二国間関係について意
見交換を積極的に行った。また、ニューヨーク
滞在中、グローバル・ゴールキーパー賞授賞式
やグローバル市民賞授賞式に出席したほか、
ニューヨーク経済クラブ主催の講演を通して、
資産運用立国の実現に向けて資産運用業とア
セットオーナーシップの改革を行っていくこと
など、経済分野を中心に岸田政権の過去1年の
成果と今後の決意について発信し、日本への投
資を呼びかけた。

上川外務大臣は、国連安保理改革に関する
G4外相会合、G7外相会合、日米韓外相会合
など、計12の多国間会合への出席に加え、16
の二国間会談を行い、五つの総理行事に同席
し、積極的な外交を展開した。各国との会談な
どにおいて、「法の支配」とその中核を担うべ
き国連の重要性、安保理改革を含む国連の機能
強化について、力強いメッセージを打ち出し
た。また、女性・平和・安全保障（WPS）を
日本外交の一環として力強く推進する重要性を

国連総会議場で一般討論演説を行う岸田総理大臣
（9月19日、米国・ニューヨーク　写真提供：内閣広報室）
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確認した。さらに、ウクライナや北朝鮮などの
地域情勢に関する連携を確認し、また、保健、
軍縮、環境問題などに関する日本の立場を国際
社会に発信した。

また、上川外務大臣はフランシス国連総会議
長と会談し、安保理改革を含む国連の機能強化
を強調し、総会及び総会議長の役割と権威の強
化を後押ししていくと述べた。

5月には、グテーレス国連事務総長がG7広
島サミット出席のため訪日し、岸田総理大臣と
会談を行った。岸田総理大臣からは核軍縮に関
し、核兵器不拡散条約（NPT）の維持及び強
化の重要性を強調し、被爆の実相への理解を含
め、「核兵器のない世界」の実現に繋

つな
げたいと

述べた。また、グテーレス国連事務総長は日本
のこれまでの貢献を評価し、核軍縮分野におけ
る一層緊密な連携強化をしていきたいと述べ
た。両者は法の支配に基づく自由で開かれた国
際秩序の実現に向け、国連の改革と機能強化の
重要性に関し認識を共有した。

（3）国連安全保障理事会（国連安保理）、
国連安保理改革

ア	国連安全保障理事会
国連安保理は、国連の中で、国際の平和と安

全の維持に主要な責任を有する機関であり、5
か国の常任理事国と、国連加盟国により選出さ
れる10か国の非常任理事国（任期2年）から
構成される。その扱う議題は、紛争の平和的解
決への取組、大量破壊兵器の拡散やテロへの対
処から、平和構築、女性・平和・安全保障

（WPS）など幅広い分野に及んでおり、近年は
気候変動や食料安全保障などの新しいテーマも
徐々に取り上げられている。国連平和維持活動

（PKO）や国連特別政治ミッション（SPM）の
活動内容を定める権限も持つ。

日本は2022年6月に行われた安保理非常任
理事国選挙で当選を果たし、2023年1月から
2年間、加盟国中最多となる12回目の非常任
理事国を務める（233ページ　特集参照）。1
月の議長月には、林外務大臣がニューヨークを
訪問し、議長として「法の支配」に関する閣僚
級公開討論を開催した。また、同月には、平和
構築に関する常駐代表級の会合も主催した。常
任理事国であるロシアによるウクライナ侵略
や、安保理決議への違反を繰り返し、日本、地
域、国際社会の平和と安全を脅かす北朝鮮の
核・ミサイル活動に対し、安保理が有効に機能
できていない現状にあるが、日本は、2年間の
理事国任期を通じ、各国との緊密な意思疎通と
対話を通じ、安保理がその本来の役割を果たす
よう協力していく中で、法の支配に基づく国際
秩序の維持・強化を目指していく。中東・アフ
リカなどの地域情勢、気候変動などの地球規模
課題に対する対応についても積極的に議論に貢
献していく考えである。これまでの任期で貢献
してきたように、安保理の効率性・透明性向上
といった作業方法改善にも引き続き取り組んで
いく。

G7広島サミットにおける岸田総理大臣とグテーレス国連事務総長との会談
（5月21日、広島県広島市　写真提供：内閣広報室）

法の支配に関する安保理閣僚級公開討論を主催する林外務大臣
（1月12日、米国・ニューヨーク）
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2023年1月から2年間、日本は国連加盟国中最多となる12回目の国連安全保障理事会（安保理）非常任理事国という責任ある役割を務めており、日々安保理において国際社会の平和及び安全のため
に精力的に取り組んでいます。

●2023年1月　安保理議長月の主な活動
•法の支配に関する閣僚級公開討論を主催
1月の安保理議長月の機会を捉え、同月12日、林外務大臣は安保理で法の支配に関する閣僚級公開討

論を主催しました。公開討論では、ロシアのウクライナ侵略などにより加盟国が分断され得る状況を念
頭に、林外務大臣から各国に対して、法の支配に関する不可欠な要素として、第一に、国連憲章、国連
の決議、国際判決などの合意を守り、誠実に遵守すること、第二に、力や威圧による国境の書換えを許
さないこと、第三に、国連憲章の違反に協力して立ち向かうことを強調し、「法の支配のための結集
（uniting for rule of law）」を呼びかけました。同会合には、3か国の外相を含む77か国が参加し、力
による支配ではなく、法の支配が重要であるという日本の考えに対する多くの賛同を得ました。
•平和構築に関する大使級公開討論を主催
1月26日、安保理議長月の目玉行事の一つとして、「平和構築と平和の持続」に関する国連安保理公開

討論（常駐代表級）を主催しました。石兼国連大使が議長を務め、持続的な平和の実現のために国際社
会が対処すべき現在の複雑化する課題や、平和構築における「人」の役割の重要性に焦点を当て、安保
理や平和構築委員会といった国連の機能強化の方向性などについて議論を喚起しました。
本会合は、紛争を経験したアフリカ、東南アジア、中南米の国々、気候変動の影響に苦しむ島嶼

しょ
国、

ウクライナ及び周辺国など、計74か国等が発言するなど、国際社会における平和構築に対する広い関心
を示すものとなりました。

●安保理の下部機関などでの役割
日本は安保理において、アルシャバーブ制裁委員会及びリビア制裁委員会の議長、イラク制裁委員会、

北朝鮮制裁委員会及び文書手続作業部会の副議長を務めているほか、アフガニスタン情勢に関する議論
を主導するペンホルダー1としてアフガニスタンに関する安保理決議などを主導したりと、安保理の活動
に積極的に貢献しています。

●個別の重要課題への貢献
日本は、北朝鮮による度重なる弾道ミサイルなどの発射を

受けて、米国、韓国などの関係国と緊密に連携しつつ、安保
理における議論を先導しました。8月には「北朝鮮の状況」に
関する会合を約6年ぶりに開催し、拉致問題の即時解決を含む
北朝鮮の人権状況の改善に向けた国際的な議論を喚起しまし
た。ウクライナ情勢に関しては、2月の安保理閣僚級会合に林
外務大臣が、9月の安保理首脳級会合に岸田総理大臣が出席し、
ロシアによるウクライナ侵略を改めて強く非難するとともに

安保理非常任理事国に就任して
特集
SPECIAL
FEATURE

効果的な多国間主義とウクライナ情勢に関する安保理首
脳級会合に出席する岸田総理大臣（9月20日、米国・
ニューヨーク　写真提供：内閣広報室）



イ	国連安保理改革
国連発足後75年以上がたち、国際社会の構

図の大きな変化に伴い、国連の機能が多様化し
た現在でも、国連安保理の構成は、ほとんど変
化していない。2022年2月のロシアによるウ
クライナ侵略の事態に対し、安保理ではこれを
非難し、ロシア軍の撤退を求める決議案が投票
に付されたが、ロシアの拒否権行使により採択
されず、安保理で協調した対応がとれなかっ
た。このことは、安保理がロシアのウクライナ
侵略などの事態に対して有効に機能できていな
いことを如実に示した。国際社会では、国連安
保理改革を早期に実現し、その正統性、実効性
及び代表性を向上させるべきとの認識が共有さ
れている。

日本は、国連を通じて世界の平和と安全の実
現により一層積極的な役割を果たすことができ
るよう、常任・非常任議席双方の拡大を通じた
国連安保理改革の早期実現と日本の常任理事国
入りを目指し、各国への働きかけを行ってきて
いる。

ウ	国連安保理改革をめぐる最近の動き
国連では、2009年から総会の下で国連安保

理改革に関する政府間交渉（IGN）が行われ
ている。2023年は、1月から5月にかけて5回
の会合が実施された。第77回会期中には、
IGNの会合の一部のウェブ中継や、関連資料
及び各国発言などを収録する専用ウェブサイト
の開設が実現した。6月下旬、第77回会期の

作業を第78回会期に引き継ぐ決定が、2022
年に引き続き、国連総会でコンセンサスにて採
択された。10月、フランシス第78回国連総会
議長は、政府間交渉の共同議長にクウェートと
オーストリアの国連常駐代表を再任命した。新
たな体制の下、今後の議論の進展が注目され
る。

日本は、安保理改革の推進のために協力する
グループであるG4（日本、インド、ドイツ及
びブラジル）の一員としての取組も重視してい
る。上川外務大臣は、9月の国連総会ハイレベ
ルウィークの際に行われたG4外相会合に出席
した。G4外相会合では、ロシアによるウクラ
イナ侵略などによって傷ついた国連への信頼を
回復するため、安保理改革を含む国連の機能強
化が重要になっているとの問題意識の下、安保
理改革をめぐる現状認識を共有し、今後の方向
性について議論した。上川外務大臣から、

国連安保理改革に関するG4（日本、インド、ドイツ、ブラジル）外相会
合（9月21日、米国・ニューヨーク）
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法の支配の重要性を訴えました。イスラエル・パレスチナ情勢に関しては、ほかの理事国などと緊密に
調整を行い、ガザ地区における人道的休止などを求める安保理決議第2712号及びガザ地区に対する人道
支援の拡大・監視に関する安保理決議第2720号の採択に貢献しました。さらに、アフリカ、中南米を含
むその他地域情勢に関する会合や、食料安全保障、気候変動、AIなど新しいテーマに関する会合におい
ても、積極的に議論に貢献しました。
国際社会が様々な課題に直面している中、日本は2024年も引き続き、安保理非常任理事国として、国

際社会の平和と安全に向け貢献していきます。

1　安保理において、特定の議題に関する議論を主導し、決議や議長声明などの文書を起草する理事国を指す。



2024年の未来サミットや2025年の国連創設
80周年を、改革に向けたモメンタム（機運）
を高める契機として見据えつつ、安保理改革実
現に向けて、IGNの場も活用し、具体的行動
を目指していくことを提起した。その上で、
G4として、安保理改革実現に向け、IGNにお
ける具体的な議論に向けて総会議長と緊密に協
力し、また、アフリカや米国を含む関係国と連
携しながら、早期に具体的成果を目指すことで

一致した。日本は引き続き、多くの国々と緊密
に連携し、安保理改革の実現に向けて粘り強く
取り組んでいく。

（4）国連の組織面（マネージメント）

ア	マネージメント
グテーレス国連事務総長は、平和への取組及

び開発とともに国連のマネージメント改革を優
先課題として位置付け、グローバルガバナンス

主要国の国連分担率の推移
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向上に引き続き取り組んでいる。また、2021
年に「我々のコモンアジェンダ」報告書を発出
し、国連を新たな時代に適応させるための具体
策を提案しており、日本は、改革の目的を支持
し国連が一層効率的・効果的に任務を果たすよ
う求めてきている。

イ	予算
国連の予算は、一般的な活動経費である通常

予 算（1月 か ら12月 ま で の 単 年 予 算 ） と、
PKO活動に関するPKO予算（7月から翌年6
月までの単年予算）で構成されている。

通常予算については、2023年12月、国連
総会において、2024年予算として約35.9億ド
ルの予算が承認された。また、PKO予算につ
いては、2023年6月に2023年から2024年度
の予算が承認され、予算総額は約60.5億ドル
となった。

国連の活動を支える予算は、各加盟国に支払
が義務付けられている分担金と各加盟国が政策
的な必要に応じて拠出する任意拠出金から構成
されている。このうち、分担金については、日
本は、米国、中国に次ぐ第3位の分担金負担国
として、2023年通常予算分担金として約2億
3,499万ドル、2023/24年PKO分担金として
約4億8,630万ドルを負担しており、主要拠出
国の立場から、国連が予算をより一層効率的か
つ効果的に活用するよう働きかけを行ってきて
いる。なお、分担金の算出根拠となる分担率は
加盟国の財政負担能力に応じて3年ごとに改定
されており、2021年末に改定された日本の分
担率は、米国、中国に次ぐ8.033％（2022年
－2024年）となった。

また、国連の行財政を支える主な機関とし
て、国連行財政問題諮問委員会（ACABQ）及
び分担金委員会がある。二つの委員会は個人資
格の委員から構成される総会付属の常設委員会
であり、ACABQは国連の行財政問題全般に
ついて審査し、総会に勧告を行う一方、分担金
委員会は、総会における通常予算分担率の決定
に先立ち、全加盟国の分担率案を作成し総会に
勧告する重要な役割を担っている。日本はこれ

らの委員会に継続的に委員を輩出している。

	 6		 6	 国際社会における法の支配
「法の支配」とは、一般に、全ての権力に対

する法の優越を認める考え方であり、国内にお
いて公正で公平な社会に不可欠な基礎であると
同時に、国際社会の平和と安定に資するもので
あり、友好的で平等な国家間関係から成る国際
秩序の基盤となっている。国際社会において
は、法の支配の下、力による支配を許さず、全
ての国が国際法を誠実に遵守しなければなら
ず、力又は威圧による一方的な現状変更の試み
は決して認められてはならない。日本は、法の
支配の強化を外交政策の柱の一つとして推進
し、様々な分野におけるルール作りとその適切
な実施に尽力している。

（1）日本の外交における法の支配の強化

日本は、国際会議を含む様々な機会を通じ、
法の支配に基づく自由で開かれた国際秩序の重
要性を各国と確認しているほか、様々な分野に
おけるルール形成に積極的に参画することで、
新たな国際法秩序の形成・発展に貢献してい
る。また、紛争の平和的解決や法秩序の維持を
促進するため、国際司法機関の機能強化に人材
面・財政面からも積極的に協力しているほか、
法制度整備支援や国際法関連の行事の開催など
法の支配に関する国際協力にも積極的に取り組
んでいる。

ロシアによるウクライナ侵略により国際秩序
の根幹が揺るがされる中、法の支配を強化する
ことは一層重要性を増している。9月に行われ
た国連総会での一般討論演説の中で、岸田総理
大臣は、主権平等、領土一体性の尊重、武力行
使の禁止といった国連憲章の原則は、国際法の
基本原則であり、法の支配の根幹であると強調
した。また、国際法は、弱い立場の国のために
あると訴え、脆

ぜい
弱な国・人々が平和に生きる権

利を、「法の支配」をもって守り抜くとの決意
を表明した。

2024年1月には、上川外務大臣が、ハーグ
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（オランダ）において、ドノヒュー国際司法裁
判所（ICJ）64所長、ホフマンスキ国際刑事裁判
所（ICC）65所長及びカーンICC検察官と会談
し、また、ハンブルク（ドイツ）において、ヘ
イダー国際海洋裁判所（ITLOS）66所長と会談
した。分断と対立の深まる国際社会の現状につ
いての危機感を共有しつつ、「法の支配」や

「人間の尊厳」のため国際裁判所が果たしてい
る役割への日本の揺るぎない支持を示し、対話
と協力に基づき、国際社会における「法の支
配」の強化のための外交を包括的に進めていく
ことを表明した。

ア	紛争の平和的解決
日本は、国際法の誠実な遵守に努めつつ、国

際司法機関を通じた紛争の平和的解決を促進す
るため、国連の主要な司法機関である国際司法
裁判所（ICJ）の強制管轄権を受諾67しているほ
か、人材面・財政面の協力を含め、国際社会に
おける法の支配の確立に向けた建設的な協力を
行っている。例えば、日本は国際刑事裁判所

（ICC）及び常設仲裁裁判所（PCA）68への最大
の財政貢献国であり、人材面では、2023年現

64	 ICJ：International Court of Justice
65	 ICC：International Criminal Court
66	 ITLOS：International Tribunal for the Law of the Sea
67	 ICJ規程第36条2に基づき、同一の義務を受諾する他の国に対する関係において、ICJの管轄権を当然にかつ特別の合意なしに義務的に受

け入れることを宣言すること。現在、日本を含めて74か国が宣言しているにとどまる（2024年2月末時点）。
68	 PCA：Permanent Court of Arbitration
69	 WTO：World Trade Organization
70	 EPA：Economic Partnership Agreement

在、ICJの岩澤雄司裁判官（2018年から現職）、
ITLOSの堀之内秀久裁判官（2023年から現
職）、ICCの赤根智子裁判官（2018年から。
2024年3月、ICC所長に選出）などを輩出し、
また、国際裁判所の実効性と普遍性の向上に努
めている。さらに、将来的に国際裁判で活躍す
る人材の育成のために、「国際裁判機関等イン
ターンシップ支援事業」を通じて、国際裁判機
関などでインターンシップを行う日本人を積極
的に支援している。

同時に、国際裁判に臨む体制を一層強化する
ため、国際裁判手続に関する知見の増進を図り、
主要な国際裁判で活躍する国内外の法律家や法
律事務所との関係強化などを通じて国際裁判に
強い組織作りに取り組んでいる。経済分野にお
いても、近年、世界貿易機関（WTO）69協定、
経済連携協定（EPA）70及び投資協定に基づく
紛争解決の重要性が高まっている中で、WTO
協定などに基づく紛争の処理に当たり、関係各
省庁や外部専門家（国内外の法律事務所・学者
など）とも緊密に連携しながら、書面作成、証
拠の取扱い、口頭弁論などの訟務対応を行って
いるほか、判例・学説の分析や紛争予防業務な
どの取組も進めており、紛争処理を戦略的かつ
効果的に行うための体制を強化している。

イ	国際的なルール形成
国際社会が直面する課題に対応する国際的な

ルール形成は、法の支配の強化のための重要な
取組の一つである。日本は、各国との共通目的の
実現に向けた法的基盤を作るための二国間や多数
国間条約の締結を積極的に進めているほか、国連
などにおける分野横断的な取組に自らの理念や主
張を反映する形で国際法の発展を実現するため、
ルール形成の構想段階からイニシアティブを発揮

ドノヒューICJ所長と会談する上川外務大臣
（2024年1月11日、オランダ・ハーグ）
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している。具体的には、国連国際法委員会（ILC）71

や国連総会第6委員会での国際公法分野の法典
化作業、また、ハーグ国際私法会議（HCCH）72、
国連国際商取引法委員会（UNCITRAL）73、私
法統一国際協会（UNIDROIT）74などでの国際
私法分野の条約やモデル法の作成作業など、各
種の国際的枠組みにおけるルール形成プロセス
に積極的に関与してきている。ILCでは、浅田
正彦委員（2023年から現職。同志社大学教授・
京都大学名誉教授）が条文草案の審議への参加
などを通じて国際法の発展に貢献している。ま
た、HCCH、UNCITRAL及びUNIDROITで
は、各種会合に政府代表を派遣し、積極的に議
論をリードしている。特に、UNCITRALにつ
いては、日本は同委員会で交渉された「調停に
よる国際的な和解合意に関する国際連合条約」
に2023年に加入し、これまでも構成国拡大や
紛争解決の分野におけるプロジェクトを提案し
て実現させるなど、委員会設立以来の構成国と
してプレゼンスを発揮している。そのほか、
UNIDROITにおいては、神田秀樹理事（2014
年から現職。学習院大学教授・東京大学名誉教
授）が「デジタル資産と私法」に関する作業部
会の議長を務め、デジタル金融をめぐる最先端
の議論に貢献している。

ウ	国際協力、人材育成
日本は、法の支配に関する国際協力にも積極

的に取り組んでいる。国際的な法の支配に加
え、国内における法の支配を強化するための国
際協力も行っており、例えば、法の支配を更に
発展させるために、特にアジア諸国の法制度整
備支援を行っている。また、国際法に関するア
ジア・アフリカ地域唯一の政府間機関であるア
ジア・アフリカ法律諮問委員会（AALCO）75

における議論に建設的に参画し、人材面・財政

71	 ILC：International Law Commission
72	 HCCH：Hague Conference on Private International Law / Conférence de La Haye de droit
73	 UNCITRAL：United Nations Commission on International Trade Law
74	 UNIDROIT：International Institute for the Unification of Private Law
75	 AALCO：Asian-African Legal Consultative Organization
76	 CoE：Council of Europe
77	 CAHDI：Committee of Legal Advisers on Public International Law
78	 UNCLOS：United Nations Convention on the Law of the Sea

面での協力も行っているほか、欧州評議会
（CoE）76の下で国際公法に関する問題を議論す
る国際公法法律顧問委員会（CAHDI）77にもオ
ブザーバーとして積極的に参画している。さら
に、8月、国際法人材育成の取組として、イン
ド太平洋地域の行政官、日本の弁護士や国際法
研究者を対象に、国際法に関する実務家向けの
研修を提供する「東京国際法セミナー」を初め
て開催した。また、日本を含むアジア諸国の学
生に紛争の平和的解決の重要性などの啓発を行
い、次世代の国際法人材の育成と交流を強化す
る目的で開催している国際法模擬裁判「アジ
ア・カップ」については、「東京国際法セミ
ナー」の一環として「2023年アジア・カップ」

（第24回）を開催した（239ページ　特集参
照）。

（2）海洋分野における取組

海洋国家である日本にとって、法の支配に基
づく海洋秩序の維持及び強化は極めて重要な課
題である。そのため、日本は「海における法の
支配の三原則」（（ア）国家は法に基づいて主張
をなすべきこと、（イ）主張を通すために力や
威圧を用いないこと及び（ウ）紛争解決には平
和的な事態の収拾を徹底すべきこと）を主張し
てきており、3月に発表された「自由で開かれ
たインド太平洋（FOIP）」のための新たなプ
ランに係る岸田総理大臣の政策スピーチでも改
めて呼びかけた。

このような海における法の支配の根幹となる
のは、国連海洋法条約（UNCLOS）78である。
同条約は、日本を含む168か国（日本が国家
承認していない地域を含む。2023年12月時
点）及びEUが締結しており、公海での航行・
上空飛行の自由を始めとする海洋に関する諸原
則や、海洋の資源開発やその規制などに関する
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外務省は8月、第1回となる実務者向けの国際法研修「東京国際法セミナー」を東京の国連大学で開

催しました。
このセミナーは、アジア・アフリカの行政官などの実務者が国際法に関する共通の知識を高め、交流を
促進することにより、法の支配に導かれた平和の実現に貢献すること、また日本の弁護士や若手国際法研
究者に参加の門戸を開くことで、日本における国際法分野の人材育成を図ることを目的としています。
セミナーでは、武力行使、海洋法、免除、国際人道法、国際刑事法、国際経済法、国際環境法といっ

た国際法実務で特に重要な分野や、サイバーに関連する国際法などの新たな分野、さらに国際司法・国
際仲裁における紛争解決実務などについて実践的な講義を行いました。講師陣には、アカンデ・オック
スフォード大学教授、ライクラー・11KBW法律事務所弁護士、ボーン・ウィルマーヘイル法律事務所
弁護士など国際的に著名なトップクラスの国際法専門家を海外から招いたほか、岩澤雄司国際司法裁判
所（ICJ）裁判官など有数の日本人専門家をそろえました。
また、アジア諸国の学生を対象として1999年から毎年日本で開催している国際法模擬裁判の国際大会

「アジア・カップ」も「東京国際法セミナー」の一環として開催し、書面による予備審査を通過した14
か国の学生代表チームが、日本における弁論大会で弁論の優劣を競い、交流を深めました。
このように、第1回「東京国際法セミナー」は、国内外の国際法の専門家や実務家、また次世代の若

者同士が、ここ日本で、国際法の重要な側面を共に学び合い、親睦を深めてネットワークを作る貴重な
場となりました。日本弁護士連合会、国際法学会、日本の法律事務所など、日本国内の多くの法律関係
者の協力を得て実現したこの「日本発」の取組に対して、多くの参加者から高い評価を得ました。
近年、法の支配に基づく国際秩序の維持・強化の重要性が増す中、日本は、2023年、国連安全保障理

事会（安保理）において法の支配のための結束を呼びかけ、またG7議長国として法の支配に基づく自由
で開かれた国際秩序の強化を訴えるなど、国際法の誠実な遵守を通じた法の支配の実現に向けた国際的
な議論をリードするため努力してきました。「東京国際法セミナー」は、3月に岸田総理大臣が発表した
「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」のための新たなプランの取組の一つであり、将来にわたり、こ
のセミナーを更に拡充させていく考えです。

アカンデ教授による講義の様子（8月、東京） セミナー参加者で記念撮影（8月、東京）

第1回「東京国際法セミナー」の開催
特集
SPECIAL
FEATURE



国際法上の権利義務関係を包括的に規定してい
る。領海や排他的経済水域（EEZ）を含む分野
に関する同条約の規定は国際社会に広く受け入
れられており、海洋における活動は同条約の規
定に従って行われるべきとの認識が広く共有さ
れている。一層複雑化し多岐にわたる海洋問題
に対応していく上で、包括的な、かつ、普遍的
な法的枠組みである同条約に基づく海洋秩序を
維持・強化していくことが重要である。

UNCLOSの目的を達成するため、UNCLOS
に基づきいくつかの国際機関などが設置されて
いる。1996年に設置された国際海洋法裁判所

（ITLOS）は、海洋に関する紛争の平和的解決
と海洋分野での法秩序の維持と発展において、
重要な役割を果たしている。特に近年、ITLOS
は海洋境界画定や海洋環境保護を含む幅広い分
野の事例を扱い、その重要性が増している。日
本はITLOSの役割を重視し、設立以来、日本人
裁判官を輩出し続けており、6月に国連で行わ
れたITLOS裁判官選挙では、堀之内UNCLOS
担当大使が新たに裁判官に当選した（任期は
2023年10月から9年間）。

また、大陸棚限界委員会（CLCS）79は、大
陸棚延長制度の運用において重要な役割を果た
している。日本は、CLCSの設置以来、委員を
輩出し続けているなど（現在の委員は山崎俊嗣
東京大学教授（任期は2028年6月15日まで））、
CLCSに対する人材面・財政面での協力を継続
している。深海底の鉱物資源の管理を主な目的
として設置された国際海底機構（ISA）80では、
2023年に3回開催された理事会において、深海
底の鉱物資源の開発に関する規則について審議
が行われており、日本は自国の立場が同規則に
反映されるよう交渉に積極的に参画している。

さらに、公海等における海洋生物多様性の保
全などに対する国際社会の関心の高まりを受
け、2004年に国連で議論が開始され、2018

79	 CLCS：Commission on the Limits of the Continental Shelf
80	 ISA：International Seabed Authority
81	 BBNJ協定：Agreement under the United Nations Convention on the Law of the Sea on the Conservation and Sustainable Use 

of Marine Biological Diversity of Areas beyond National Jurisdiction
82	 RAA：Reciprocal Access Agreement
83	 ACSA：Acquisition and Cross Servicing Agreement

年からは条文交渉が行われてきたUNCLOSの
下の国家管轄権外区域の海洋生物多様性の保全
及び持続可能な利用に関する協定（BBNJ協
定）81が、6月19日にニューヨークの国連本部
において採択された。日本は、「保全」と「持
続可能な利用」のバランスを重視する立場か
ら、同協定の交渉に積極的に参加した（241
ページ　特集参照）。

（3）政治・安全保障分野における取組

日本の外交活動の法的基盤を強化するため、
政治・安全保障分野における国際約束の締結に
積極的に取り組んでいる。一方の国の部隊が他
方の国を訪問して活動を行う際の手続や地位な
どを定める部隊間協力円滑化協定（RAA）82に
ついては、8月にオーストラリアとの間で、ま
た、10月に英国との間でそれぞれ発効し、11
月にはフィリピンとの間で交渉開始で一致し
た。また、12月24日にジブチとの間で、在外
邦人などの保護措置及び輸送並びにその可能性
を見据えた臨時の態勢の整備を行う自衛隊の地
位を確保するため、2009年の日・ジブチ地位
取極を日・ジブチ両政府が相互に決定する活動
に準用するための交換公文に署名（同日に発
効）した。さらに、自衛隊と外国の軍隊との間
の物品・役務の相互提供に係る決済手続などに
ついて定める物品役務相互提供協定（ACSA）83

に関しては、9月にドイツとの間で交渉を開始
し、2024年1月に署名した。このほか、移転
される防衛装備品や技術の取扱いについて定め
る防衛装備品及び技術移転協定、関係国との間
の安全保障に係る秘密情報の共有の基盤となる
情報保護協定などの更なる整備を進めた。防衛
装備品及び技術移転協定については、アラブ首
長国連邦との間で5月に署名（2024年1月に
発効）、シンガポールとの間で6月3日に署名

（同日に発効）した。
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1982年に国連で採択された国連海洋法条約（UNCLOS）1は、海の憲法とも呼ばれ、海洋活動に関する国際法上の権利義務を包括的に規定しています。一方、気候変動や技術の発展により、近年、
国際社会が直面する海洋の課題は多様化しています。その中には、UNCLOS起草時に想定されていな
かったものもあり、国際社会では、UNCLOSの枠組みの下で、こうした新しい課題にいかに対応するべ
きかの議論が進んでいます。今回は、海洋環境の視点から、国際社会が取り組んでいる海洋法の新しい
課題として、「海面上昇」と「国家管轄権外区域の海洋生物多様性」を紹介します。

●海面上昇が基線に及ぼす影響
国際社会が直面する喫緊の課題として、気候変動問題に注目が集まっています。特に海洋に囲まれた

国にとっては、気候変動によって海面が上昇すると、海岸線が陸側に後退することになりますが、これ
によって各国の領海などの外縁も変わるということになると、深刻な影響が発生します。このため、国
際法の分野では、法的安定性を重視しつつ、既存の領海基線や海域を更新しないことが認められるかど
うかについて、国連国際法委員会（ILC）2を始めとする場で議論が行われています。
海面上昇の問題は、海洋国家の日本にとっても重要であり、太平洋島嶼

しょ
国を始めとする各国との間で

協力を強化しています。2月、日本は、気候変動による海面上昇によって海岸線が後退しても、
UNCLOSに従って設定された既存の基線を維持することは許容されるとの立場をとることとし、林外務
大臣から太平洋諸島フォーラム（PIF）代表団にこの立場を伝えました。また、9月の国連総会ハイレベ
ルウィークにおける一般討論演説においても、岸田総理大臣から世界に向けてこの立場を表明し、国際
社会の議論をリードしています。

●国家管轄権外区域の海洋生物多様性（BBNJ）3

海洋生物多様性の保全と持続的な利用に関しても、国際社
会の関心は高く、取組が進んでいます。沿岸国が管轄権を行
使できる海域（領海、排他的経済水域及び大陸棚）の生物多
様性の保全については、1993年に発効した生物多様性条約
がありますが、そうでない海域（公海及び深海底）にも同様
のルールが必要であるとの国際的な認識の高まりを受け、
2023年6月、「国連海洋法条約の下の国家管轄権外区域の海
洋生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する協定（BBNJ
協定）」が採択されました。2004年に国連で本件に関する議論が開始されて以降、日本は「保全」と「持
続可能な利用」のバランスが取れ、実効的かつ多くの国が参加する普遍的な条約となるよう、交渉に積
極的に参加してきました。20年近くにわたる議論や交渉が結実し、公海及び深海底における海洋生物多
様性の保全及び持続可能な利用に関するルール作りが進展したことを歓迎しています。
このように、国際社会が新たな海洋課題に直面する中、日本は、国際社会の議論をリードし、

UNCLOSに基づく海洋秩序の維持・発展に努めています。

1　UNCLOS：United Nations Convention on the Law of the Sea
2　ILC：International Law Commission
3　BBNJ：Marine Biological Diversity of Areas beyond National Jurisdiction

国連でBBNJ協定が採択された時の様子
（6月、米国　写真提供：UN Photo/Eskinder Debebe）

国連海洋法条約と多様化する海洋の課題
―海洋環境の視点から―
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（4）経済・社会分野における取組

貿易・投資の自由化や人的交流の促進、日本
国民・企業の海外における活動の基盤整備など
の観点から、諸外国との間で経済面での協力関
係を法的に規律する国際約束の締結・実施が引
き続き重要である。2023年も、各国・地域と
の間で租税条約、投資協定、社会保障協定など
の交渉及び署名・締結を行った。また、自由で
公正な経済圏を広げ、幅広い経済関係を強化す
るため、経済連携協定（EPA）などの交渉に
積極的に取り組んだ。

環太平洋パートナーシップに関する包括的及
び先進的な協定（CPTPP）84について、7月に
CPTPPへの英国の加入議定書の署名が行われ、
日本では12月にその締結について国会承認を
得たほか、日EU・EPAについては、10月の
日・EUハイレベル経済対話の機会に、「デー
タの自由な流通に関する規定」を含めることに
関する交渉の大筋合意を発表した。

さらに、日本国民・企業の生活・活動を守
り、促進するため、WTOの紛争解決制度の活
用を図り、既存の国際約束の適切な実施に取り
組んでいる。

国民生活と大きく関わる人権、労働、環境、
保健、漁業、海事、航空、宇宙、郵便などの社
会分野でも、日本の立場が反映されるよう国際
約束の交渉に積極的に参画し、また、これを締
結している。例えば、宇宙分野では、6月に
日・米宇宙協力に関する枠組協定を締結し、航
空分野では、7月に二国間航空協定に関する
日・EU協定を締結した。

（5）刑事分野における取組

ICCは、国際社会の関心事である最も重大
な犯罪を行った個人を国際法に基づいて訴追・
処罰する世界初の常設国際刑事法廷である。日
本は、2007年10月の加盟以来、ICCの活動

84	 CPTPP：Comprehensive and Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership
85	 捜査、訴追その他の刑事手続について他国と行う協力の効率化や迅速化を可能とする法的枠組み
86	 犯罪人の引渡しに関して包括的かつ詳細な規定を有し、犯罪の抑圧のための協力を一層実効あるものとする法的枠組み
87	 相手国で服役している受刑者に本国において服役する機会を与え、社会復帰の促進に寄与する法的枠組み

を一貫して支持し、様々な協力を行っている。
財政面では、日本はICCへの最大の分担金拠
出国であり、2023年現在、分担金全体の約
15%を負担している。加えて、ICC加盟以来
継続して裁判官を輩出しており、赤根智子前国
際司法協力担当大使兼最高検察庁検事が裁判官
を務めている（2024年3月、ICC所長に選出）。
予算財務委員会においても、山田潤アジア・ア
フリカ法律諮問委員会（AALCO）事務局次長
が新たに委員に選出されるなど、人材面におい
ても、ICCの活動に協力している。ICCが国
際刑事司法機関としての活動を本格化させてい
ることに伴い、ICCに対する協力の確保や補
完性の原則の確立、裁判手続の効率性と実効性
の確保が急務となっており、日本は、締約国会
議の作業部会などの場を通じて、これらの課題
に積極的に取り組んでいる。

さらに、近年の国境を越えた犯罪の増加を受
け、他国との間で必要な証拠の提供などの刑事
分野の司法協力を一層確実に行えるようにして
いる。具体的には、刑事司法分野における国際
協力を推進する法的枠組みの整備のため、刑事
共助条約（協定）85、犯罪人引渡条約86及び受刑
者移送条約87の締結を進めている。8月に国際
協力に係る多数国間の枠組みであるサイバー犯
罪に関する条約の第二追加議定書を締結したほ
か、6月にブラジルとの間で刑事共助条約につ
いて実質合意に至り、2024年1月に同条約に
署名した。

	 7		 7	 人権
世界各地における人権状況への国際的関心が

高まっているが、人権の保護・促進は国際社会
の平和と安定の礎である。人権は普遍的な価値
であり、達成方法や文化に差異はあっても、人
権擁護は全ての国の基本的責務であると日本は
認識している。また、深刻な人権侵害に対して
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はしっかり声を上げるとともに、「対話」と
「協力」を基本とし、民主化、人権擁護に向け
た努力を行っている国との間では、二国間対話
や協力を積み重ねて自主的な取組を促すことが
重要であると考えている。加えて日本は、アジ
アでの橋渡しや社会的弱者の保護といった視点
を掲げつつ、二国間対話や国連など多数国間
フォーラムへの積極的な参加、国連人権メカニ
ズムとの建設的な対話を通じて、世界の人権状
況の改善に向けて取り組んでいる。二国間対話
としては、米国との間で民主主義の強靭

じん
性に関

する日米戦略対話を新たに立ち上げ、2月に第
1回日米戦略対話（東京）を開催した。8月に
は第12回日・カンボジア人権対話（プノンペ
ン）、10月には第14回日・イラン人権対話（東
京）を開催し、人権分野での双方の取組につい
て情報交換し、また、多国間の場での協力につ
いて意見交換を行った。11月の第3回日・国
連人権高等弁務官事務所（OHCHR）政策協
議では、日本とOHCHRの協力強化について
議論するとともに、人権分野などにおける日本
の取組やアジアを始めとする地域の人権状況な
どにつき意見交換を行った。

（1）国連などにおける取組

ア	国連人権理事会
国連人権理事会は、1年を通じてジュネーブ

で会合が開催され（年3回の定期会合）、人権
や基本的自由の保護・促進に向けて、審議・勧
告などを行っている。5月にはスーダンの人権
状況に関する特別会合が開催され、スーダン紛
争の人権への影響に関する決議が採択された。
日本は、2022年までに、理事国を5期務めた。
10月の理事国選挙でも当選し、2024年1月か
ら2026年12月まで理事国を務めることとな
る（6期目）。

2月及び3月の国連人権理事会第52会期の
ハイレベル・セグメントでは、中谷元総理大臣
補佐官（国際人権問題担当）がステートメント
を実施した。その中で、中谷総理補佐官は、ロ
シアによるウクライナ侵略を国際秩序の根幹を
揺るがす暴挙として断固拒否し、国際社会が今

一度結束して行動することを求めた。また、日
本として引き続き、アジアの国々を始めとする
世界の人権保護・促進に貢献していく決意を述
べ、拉致問題の早期解決の重要性を訴えた。さ
らに、香港や新疆

きょう
ウイグル自治区を始めとする

中国の人権状況に深刻な懸念を表明し、中国の
具体的行動を求めた。また、「ビジネスと人権」、
ハンセン病差別撤廃、多様性が尊重され、全て
の人々がお互いの人権や尊厳を大切にし、自分
らしい人生を送れる社会の実現、女性の人権の
保護推進といった分野における日本の直近の取
組を紹介した。同会期では、EUが提出し、日
本が共同提案国となった北朝鮮人権状況決議案
が無投票で採択された（採択は16年連続）。こ
の決議は、北朝鮮に対して、全ての拉致被害者
の即時帰国の実現を確保することを始め、拉致
被害者及びその御家族の声に真摯に耳を傾け、
即座に被害者の家族に対する失踪者の安否及び
所在に関する正確、詳細、かつ完全な情報の誠
実な提供を改めて強く要求しているほか、関係
者と建設的な対話を行うことを要求する内容と
なっている。

6月及び7月の第53会期では、日本はハン
セン病差別撤廃決議案を主提案国として提出
し、無投票で採択された。同決議は、全世界で
ハンセン病患者・回復者及びその家族による人
権の享受を実現し、平等な社会参加を妨げる患
者などへの差別や偏見を撤廃することを目的
に、ハンセン病差別撤廃に関する特別報告者の
任期を3年間延長することを主な内容としてい
る。

9月及び10月の第54会期では、日本はカン
ボジア人権状況決議案を主提案国として提出
し、無投票で採択された。同決議は、カンボジ
アの人権状況に対する国際社会の懸念を反映し
つつ、カンボジア政府による人権状況改善のた
めの取組を促進するほか、カンボジアの人権状
況に関する特別報告者の任期を2年間延長する
内容となっている。

イ	国連総会第3委員会
国連総会第3委員会は、人権理事会と並ぶ国

243

第1節　日本と国際社会の平和と安定に向けた取組

外交青書 2024

世
界
と
共
創
し
、
国
益
を
守
る
外
交

33



連の主要な人権フォーラムであり、例年10月
から11月にかけて、社会開発、女性、児童、
人種差別、難民、犯罪防止、刑事司法など幅広
いテーマが議論されるほか、北朝鮮、シリア、
イランなどの国別人権状況に関する議論が行わ
れている。第3委員会で採択された決議は、総
会本会議での採択を経て、国際社会の規範形成
に寄与している。

第78会期では、EUが提出し、日本が共同
提案国となった北朝鮮人権状況決議案が、11
月の第3委員会と12月の総会本会議において、
無投票で採択された（採択は19年連続）。同決
議は、深刻な人権侵害を伴う拉致問題及び全て
の拉致被害者の即時帰国の緊急性及び重要性を
始めとしたこれまでの決議内容を重ねて言及
し、さらには、北朝鮮が被害者及びその家族の
声に真摯に耳を傾け、被害者の家族に対する被
害者の安否及び所在に関する正確、詳細かつ完
全な情報の誠実な提供、関係者との建設的な対
話を行うよう強く要求する内容となっている。
また、同会期では、英国が50か国を代表して、
新疆ウイグル自治区における深刻な人権侵害に
関する共同ステートメントを読み上げ、日本は
アジアから唯一これに参加した。

さらに日本は、シリア、イラン、ミャンマー
などの国別人権状況や各種人権問題（社会開
発、児童の権利など）を含め、人権保護・促進
に向けた国際社会の議論に積極的に参加した。

ウ	「ビジネスと人権」に関する行動計画の実施
日本は、国連人権理事会において支持された

「ビジネスと人権に関する指導原則」を受け、
2020年に政府が策定した「ビジネスと人権」
に関する行動計画の下、企業活動における人権
尊重の促進に取り組んでいる。また、企業にお
ける人権尊重の取組を後押しするため、2022
年9月に業種横断的な人権デュー・ディリジェ
ンス88に関するガイドラインを策定したことに
加え、2023年4月には、公共調達における人
権配慮に関する政府の方針についての決定を

88	 人権デュー・ディリジェンス：企業活動における人権への影響の特定、予防・軽減、対処、情報提供を行うこと

行った。5月、G7広島サミット首脳コミュニ
ケにおいても、G7内外でビジネスと人権に関
する議論を深める必要性を強調した。さらに、
国際機関とも連携し、日本企業の進出国を中心
に、現地政府への支援や、日本企業及びそのサ
プライヤーに対する研修やセミナーなどを実施
している。今後も、関係府省庁と連携しつつ、
ステークホルダーと継続的に対話を行いなが
ら、行動計画の着実な実施に取り組んでいく。

（2）国際人道法に関する取組

日本は、国内における国際人道法の履行強化
に向けて積極的に取り組んできた。11月には
アジア太平洋国際人道法地域会合に参加した。
また、国際人道法の啓発の一環として、例年同
様、赤十字国際委員会（ICRC）主催の国際人
道法模擬裁判・ロールプレイ大会に、審査員役
として講師を派遣し、12月には国際人道法

（IHL）国内委員会を開催した。

（3）難民問題への貢献

日本は、国際貢献や人道支援の観点から、
2010年度から2014年度まで第三国定住（難
民が、庇

ひ
護を求めた国から新たに受入れに同意

した第三国に移り、定住すること）により、タ
イに一時滞在しているミャンマー難民を受け入
れた。2015年度以降は、マレーシアに一時滞
在しているミャンマー難民を受け入れている。

その後、難民を取り巻く国際情勢の大きな変
化や国際社会の動向を踏まえ、難民問題に関す
る負担を国際社会において適正に分担するとの
観点から、日本は、2019年6月、第三国定住
による難民の受入れを、年約60人の範囲内へ
拡大することを決定した。

2020年度は、国内外における新型コロナウ
イルス感染症の状況を踏まえて、難民の受入れ
が 延 期 さ れ た が、2022年3月 に 再 開 さ れ、
2010年度から2023年末時点までに合計101
世帯276人が来日した。

来日した難民は生活のための語学習得や就職
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支援サービスを受けるなど、6か月間の定住の
ための研修を受ける。研修を終えた者は、それ
ぞれの定住先地域で自立した生活を営んでい
る。当初、首都圏の自治体を中心に定住を実施
してきたが、難民問題への全国的な理解を促進
することなどの観点から、2018年以降は、首
都圏以外の自治体での定住を積極的に進めてい
る。

第三国定住による難民受入れは欧米諸国が中
心となって取り組んできたが、アジアで開始し
たのは日本が初めてである。

	 8		 8	 ジェンダー平等・女性の 
エンパワーメント

2022年から続くロシアによるウクライナ侵
略や2023年10月のハマスなどパレスチナ武
装組織によるテロ攻撃を発端としたパレスチ
ナ・ガザ地区での武力衝突は、紛争関連性的暴
力に関する報告の増加に代表されるように、特
に女性・女児に深刻な被害を及ぼしている。さ
らに、気候変動による台風やハリケーン、洪
水、地震、大火災など大規模自然災害の影響は
国を問わず世界中で頻発しており、保健や食
料・エネルギーへの不安なども拡大し、既存の
ジェンダー不平等を一層浮き彫りにしている。
このため、ジェンダー平等の実現と女性のエン
パワーメントの促進は国内外の平和と繁栄のた
めの最重要課題の一つとして捉える必要があ
る。より平和で繁栄した社会を実現していく上
で、女性・女児を様々な施策の中心に位置付け
ることは不可欠であり、あらゆる政策にジェン
ダーの視点を取り入れる「ジェンダー主流化」
は、国際社会においてますます重要となってい
る。特に、紛争後の平和構築に至るまでの意思
決定の全ての段階において、女性の平等で十全
な参画を得ることによって、より持続可能な平
和に近づくという考え方である「女性・平和・
安全保障（Women, Peace and Security、以

89	 ネクサス（NEXUS）：「一貫性」「連結性」「連続性」を意味する。

下「WPS」という。）の視点が重要である。
日本の予算の基礎となる「経済財政運営と改

革 の 基 本 方 針2023（ い わ ゆ る「 骨 太 方 針
2023」）」においては、初めてWPSが取り上
げられた。外務省においても、ODAを含むあ
らゆるツールを用いて省内横断的にWPSを推
進するため、2024年1月に大臣の下にタスク
フォースを設置した。今後も、女性に関する国
際会議の開催や、各国や国際機関などとの連携
を通じた開発途上国支援を強力に推進し、
WPSを含むジェンダー平等の実現と女性のエ
ンパワーメントの促進に貢献していく。

（1）G7

5月に開催されたG7広島サミットの首脳宣
言では、三つの段落にわたりジェンダーが主題
として扱われたほか、前文、開発、食料安全保
障、労働、教育、デジタル、人権、テロ、地域
情勢といった幅広い文脈においてもジェンダー
が取り上げられた。なかでも、あらゆる人々が
性自認、性表現あるいは性的指向に関係なく、
暴力や差別を受けることなく生き生きとした人
生を享受することができる社会の実現にコミッ
トしたほか、ジェンダー主流化を深化させるた
め、政治と安全保障、経済と社会の領域を橋渡
しする「ネクサス」89を作り出すことによる行
動の効率と影響の最大化を提唱した点などが特
筆される。また、6月には日本で初めての開催
となるG7栃木県・日光男女共同参画担当大臣
会合において、小倉將信女性活躍担当大臣・内
閣府特命担当大臣（男女共同参画）が議長を務
め、会合の成果として「G7ジェンダー平等大
臣共同声明（日光声明）」を取りまとめた。11
月に上川外務大臣が議長を務め東京で開催され
たG7外相会合においては、WPSアジェンダ
を含むジェンダー平等といった、より広範なグ
ローバルな課題に対処するため、G7を超えて
国際的な連帯を更に築くことにコミットするこ
とが共同声明に盛り込まれた。
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このほか、「ジェンダー・ギャップに関する
G7ダッシュボード」90の改訂や、初となる

「ジェンダー平等実施報告書」の経済協力開発
機構（OECD）による公表など、ジェンダー
分野におけるG7のコミットメントの監視メカ
ニズムも着実に実施された。

（2）G20

8月、G20インド議長国下で、G20では3回目
となる女性活躍担当大臣会合がガンディガナル

（インド）で開催された。同会合の主要テーマは、
「世代間変革を先導する女性主導の包摂的な開発
（Women led Inclusive Development as Cusp 
of Inter- Generational Transformation）」で、 
小倉女性活躍担当大臣・内閣府特命担当大臣は

「女性のリスキリング（Skilling Opportunities 
for Women） 」のセッションに参加し、日本
の男女共同参画の現状や取組、G7栃木県・日
光男女共同参画・女性活躍担当大臣会合で取り
まとめた「日光声明」などに言及した。9月の
G20ニューデリー・サミットで発出された首
脳宣言では、ジェンダー平等並びに全ての女性
及び女児のエンパワーメントや、経済的・社会
的エンパワーメントの強化、ジェンダー間のデ
ジタル・ディバイド是正の重要性を確認した。

（3）国際協力における開発途上国の  
女性支援

日本は、国際協力機構（JICA）や国際機関
を通じ、教育支援・人材育成のほか、開発途上
国の女性の経済的エンパワーメントやジェン
ダーに基づく暴力の撤廃に向けた取組を行って
いる。

ア	教育支援・人材育成
2021年7月に開催された世界教育サミット

で、茂木外務大臣がビデオメッセージで、5年

90	 ジェンダー平等に関するG7のコミットメントを継続的に監視するため、教育、雇用・社会保障、起業、リーダーシップ、健康・福祉、開
発協力基金の分野から12の指標を選定し、G7及びEUの国内・域内のジェンダー平等の進捗を図表化したもの。2022年6月のG7エルマウ・サ
ミットで承認された。

91	 同国連総会で、岸田総理大臣は、グテーレス国連事務総長の要請を受け、国際社会において教育を推進するリーダーの役割を担う初代教育
チャンピオンに就任した。

92	 SRSG-SVC：Special Representative of the Secretary-General on Sexual Violence in Conflict

間で15億ドル以上の教育支援を表明、また少
なくとも750万人の開発途上国の女子に対す
る質の高い教育及び人材育成の機会の提供の支
援を表明し、これを実施している。2022年9
月に開催された第77回国連総会において、岸
田総理大臣は、人への投資を重視しつつ人材育
成や能力構築に力を入れること、また、教育
チャンピオン91に就任し、国連変革教育サミッ
トの成果も踏まえて人づくり協力を進めること
を表明した。

イ	JICAを通じた女性支援
女性の経済的エンパワーメントを推進するた

め、パキスタンにおいて低所得層の女性家内労
働者の生活改善支援や、ベトナムにおいて女性
のニーズに応じた金融サービスなどの提供促進
支援を行った。また、女性の平和と安全の保障
を推進するため、メコン地域を対象に人身取引
対策に携わる関係組織の能力と連携強化を支援
し、さらに、南スーダンやパキスタンにおいて
ジェンダーに基づく暴力の生存者の保護や自立
支援を行う協力及びジェンダーに基づく暴力の
撤廃をテーマとした研修を12か国から参加者
を得て実施した。

ウ	紛争下の性的暴力への対応
紛争の武器としての性的暴力は、看過できな

い問題であり、加害者不処罰の終焉
えん

及び被害者
の支援が重要である。21世紀こそ女性の人権
侵害のない世界にするため、日本はこの分野に
積極的に取り組んでおり、紛争下の性的暴力担
当国連事務総長特別代表（SRSG-SVC）92事務
所などの国際機関との連携、国際的な議論の場
への参加を重視している。2023年、日本は
SRSG-SVC事務所に対し、約90万ドルの財政
支援を行い、マリにおける紛争関連性的暴力を
含むジェンダーに基づく暴力の被害者に対し
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て、医療・心理的支援や社会経済的統合に関す
る支援などを行っている。また、2018年ノー
ベル平和賞受賞者であるデニ・ムクウェゲ医師
及びナディア・ムラド氏が中心となって創設し
た紛争関連の性的暴力生存者のためのグローバ
ル基金（GSF）93に対し、2023年に200万ユー
ロを追加拠出し、これまでに計800万ユーロ
を拠出した（2023年12月末時点）。また、日
本は理事会メンバーとして同基金の運営に積極
的に関与している。さらに、国際刑事裁判所

（ICC）の被害者信託基金にも引き続き拠出を
行っており、性的暴力対策にイヤーマーク（使
途指定）し、被害者保護対策にも取り組んでい
る。このほか、国連女性機関（UN Women）
を通じた支援も行っている。

（4）国連における取組

ア	女性・平和・安全保障（Women,	Peace	
and	Security：WPS）
日本は、WPSを主要外交政策の一環として

力強く推進している。WPSとは、紛争下の女
性や女児の保護及び紛争予防から和平プロセ
ス、紛争後の平和構築に至るまでの意思決定の
全ての段階における女性の平等で十全な参画を
得ることによって、より持続可能な平和に近づ
くという考え方で、2000年に採択された安保
理決議第1325号に初めて明記された。

上川外務大臣は、就任以来、国連ハイレベル
ウィークに際するニューヨーク訪問や東南アジ
ア、中東訪問、G7外相会合など、二国間・多
国間を問わず様々な機会をとらえて、WPSの
重要性を発信している。9月の国連総会ハイレ
ベルウィーク期間中、上川外務大臣は国際平和
研究所（IPI）、アイルランド政府及び笹川平和
財団の共催による「女性・平和・リーダーシッ
プ」シンポジウム及び「WPSフォーカルポイ
ント・ネットワーク・ハイレベル・サイドイベ
ント」に出席し、安保理非常任理事国として、
日本はWPSの推進に一層取り組んでいくと述
べた。11月、APEC閣僚会議に際するサンフ

93	 GSF：Global Fund for Survivors of Conflict-Related Sexual Violence

ランシスコ訪問では、「WPS＋I（イノベー
ション）」と題して、WPSを次の次元に引き
上げるためのイノベーションをテーマに基調講
演を実施し、WPSの推進や女性のエンパワー
メントには男性の協力が不可欠であること、ま
た、世界各地で自然災害が多発する中、災害対
応や防災・減災の分野にWPSアジェンダを組
み込むことは極めて重要であると指摘し、平和
と安定が揺らいでいる時代において、経済と平
和・安定を不可分のものとして議論すべきとの
問題を提起した上で、斬新かつクリエイティブ
な議論を行った。

また、12月には、日本としてWPSを次の次
元に引き上げるために、各界や現場の専門家の
意見をヒアリングすることが重要であるとの観
点から、上川外務大臣は、「WPS＋I（イノベー
ション）」第2弾として、「WPS＋イノベーショ
ン－難民支援・人道支援の現場から－」と題す
る意見交換会を主催し、佐藤摩利子国際移住機
関（IOM）アジア太平洋地域上級顧問のモデ
レ ー ト の 下、 国 連 高 等 難 民 弁 務 官 事 務 所

（UNHCR）、赤十字国際委員会（ICRC）、国
際赤十字・赤新月社連盟（IFRC）、IOMから、
難民支援や人道支援の現場での経験を踏まえつ
つ、直面する課題や日本に期待する役割などに
ついて聴取した。さらに、上川外務大臣は、笹
川平和財団主催のWPSに関する日本・インド
ネシア外相対話「なぜ、女性の視点が必要なの

「WPSフォーカルポイント・ネットワーク・ハイレベル・サイドイベント」
に出席する上川外務大臣（9月21日、米国・ニューヨーク）
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か－日本・インドネシアの女性外相が語るー」
に出席し、災害対応における女性の視点の重要
性について強調しつつ、日本ASEAN友好協力
50周年を契機として、インドネシアを始めと
するASEAN諸国と共にWPSアジェンダを推
進し、ルトノ外相と共にWPSの主流化を国際
社会全体に広めていきたいと発言した。

そのほか、上川外務大臣は、10月にはジョー
ジタウン大学女性・平和・安全保障研究所、笹
川平和財団主催「女性、平和、安全保障におけ
る男性の参加」シンポジウム、11月にはWomen 
Political Leaders（WPL）、アイスランド政府
及び同国議会が主催する「レイキャビク・グ
ローバル・フォーラム2023」に対してそれぞ
れビデオメッセージを発出し、WPSアジェン
ダを更に推進していきたいと述べた。

また、日本は4月に、第3次「女性・平和・
安全保障行動計画」（女性・平和・安全保障に
関する国連安保理決議第1325号及びその関連
決議の履行に向けた行動計画）を策定した。本
計画に沿って、主にUN WomenやSRSG-
SVC事務所などの国際機関への拠出により中
東、アフリカ、アジア地域のWPS分野に貢献
しているほか、モニタリングのための実施状況
報告書及び外部有識者から構成される評価委員
による評価報告書を作成した。さらに、日本国
内では12月に「WPSパネルディスカッショ
ン：国際平和と安全保障への女性の参画促進に
日本はどう貢献できるか？―G7 GEAC・
WAW!フォローアップイベント－」を開催し、
実務家やハイレベルの議論を行った（249ペー
ジ　特集参照）。

94	 CSW：United Nations Commission on the Status of Women

イ	国連女性機関（UN	Women）との連携
日本は、2013年に約200万ドルだった拠出

金を、2023年には約2,066万ドルにまで増額
し、UN Womenとの連携を強化している。
とりわけ、開発途上国の女性・女児に対し、平
和構築及び復興プロセスに参画するための能力
強化、生計支援や起業支援などの経済的なエン
パワーメント、また、ジェンダーに基づく暴力
の被害を受けた女性に対する支援などに取り組
んでいる。このほか、紛争、自然災害の影響を
受けた女性、女児に対する生活必需品の提供、
雇用創出・職業訓練を通じた女性の経済的エン
パワーメント支援も実施している。

ウ	国連女性の地位委員会（CSW）94

3月に開催された第67回国連女性の地位委
員会（CSW67）は、2019年のCSW63以来
の対面開催となった。会議では、「ジェンダー
平等と全ての女性と女児のエンパワーメントの
達成のためのイノベーション、技術変革、デジ
タル時代の教育」を優先テーマに議論が展開さ
れた。日本からは、小倉女性活躍担当大臣・内
閣府特命担当大臣（男女共同参画）が、一般討
論においてビデオメッセージ形式で、デジタル
分野における女性のエンパワーメントに向けた
日本の取組について説明した。また、閣僚級円
卓会合において、田中由美子日本代表（城西国
際大学特命連携教授）が、デジタル分野での女
性の就業支援の取組や国際協力として実施して
いる国外での女性たちのデジタルスキル向上支
援といった日本の取組を紹介した。
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2015年以降のG7サミットでは、女性のエンパワーメントが議題の一つとして取り上げられ、重要課題と認識されています。日本が議長国を務めた5月のG7広島サミットの首脳宣言では、三つの
段落にわたりジェンダーが主題として扱われたほか、前文、開発、食料安全保障、労働、教育、デジタ
ル、人権、テロ、地域情勢といった幅広い文脈においてもジェンダーに言及しました。さらに12月には、
G7の首脳に対してジェンダー平等に関する提言を行う外部諮問機関であるジェンダー平等アドバイザ
リー評議会（GEAC）1が、岸田総理大臣に提言を取りまとめた最終報告書を提出しました。また、日本
政府は、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントを国内外で実現するための取組の一環として、2014
年から国際女性会議WAW!（World Assembly for Women）を開催しています。こうした取組をフォ
ローアップする観点から、外務省は、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントに向けたイベントを12
月に開催しました。

●GEACによる岸田総理大臣表敬
12月12日、岸田総理大臣は、白波瀬佐和子東京大学

教授を議長とする、GEACの代表による表敬を受けま
した。GEACのメンバー8人は、最終報告書「包摂的、
平和的、公正な社会のためのジェンダー主流化」を提出
し、ジェンダー主流化を通じたジェンダー平等の実現と
女性のエンパワーメントを更に推進することへの強い期
待を述べました。それに対し、岸田総理大臣は一層の
ジェンダー主流化の促進に取り組みたいと述べました。

●G7広島サミットフォローアップ：GEAC報告書発表シンポジウム ―ジェンダー平等と女性の
エンパワーメントに向けて―
12月13日、「G7広島サミットフォローアップ：GEAC報告
書発表シンポジウム　ジェンダー平等と女性のエンパワーメン
トに向けて」が開催されました。GEACのメンバーは、今般
発表された最終報告書の内容について、ジェンダーに知見を有
する各分野の専門家としての視点を交えて議論を展開しました。
上川外務大臣はビデオメッセージで、最終報告書の提言はG7
の考えとも一致するものであるとした上で、中でも女性・平
和・安全保障（Women, Peace and Security：WPS）の完
全な実施の確保が提言に含まれていることを歓迎しました。

●WPSパネルディスカッション：国際平和と安全保障への女性の参画促進に日本はどう貢献でき
るか？―G7 GEAC・WAW!フォローアップイベント―
同日、「国際平和と安全保障への女性の参画促進に日本はどう貢献できるか？」をテーマとして、

WPSに関するパネルディスカッションが開催されました。第一部では、外務省から日本のWPS行動計

GEACによる岸田総理大臣表敬
（12月12日、東京　写真提供：内閣広報室）

GEAC報告書発表シンポジウムにおける上川外務大臣
ビデオメッセージ（12月13日、東京）

ジェンダー平等と女性のエンパワーメントに向けて
―G7ジェンダー平等アドバイザリー評議会（GEAC）・
国際女性会議WAW!フォローアップウィーク―
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画の特徴や日本ならではの
WPSの取組を紹介したのに続
いて、防衛省、笹川平和財団、
独立行政法人国際協力機構
（JICA）、NGO関係者などか
らWPSに関する現場での経験
に基づく報告が行われました。
第二部では、メレーン・バー
ビア・ジョージタウン大学
WPS研究所長や目黒依子上智大学名誉教授、マキシム・ウィナト国連女性
機関（UN Women）東・南部アフリカ地域事務局長、ピーター・ロバーツ駐日オーストラリア大使館
首席公使らが登壇し、WPSを踏まえた紛争や災害対応について、非常に活発な議論が行われました。さ
らに、バービアWPS研究所長は深澤陽一外務大臣政務官と懇談し、日本のWPSに関する取組などにつ
いて意見交換を行いました。

1　GEAC：The Gender Equality Advisory Council

WPSパネルディスカッションの様子（12月13日、東京） 深澤外務大臣政務官とバービア
WPS研究所長との昼食会

（12月14日、東京）


